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民 生 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２０年３月１０日（月）午前１０時　　　開会

　　　　　　　　　　　　　午後　５時８分　散会

１．場所

大会議室

１．出席委員

委 員 長
 安藤　薫 
 副委員長
 上村高義 
 委　　員
 山崎雅数

委　　員
 藤浦雅彦 
 委　　員
 南野直司 


１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正
 副市長　小野吉孝

生活環境部長　紀田光司　　同部次長兼自治振興課長　大場房二郎

同部次長兼環境業務課長　水田和男　　同部参事兼市民課長　村江　卓

自治振興課参事　萩原　明
 　産業振興課長　藤井智哉

同課参事兼農業委員会事務局長　田橋正一　　環境センター長　五里江路人

環境対策課長　池上敦実

保健福祉部長　佐藤芳雄
 同部次長兼健康推進課長　福永冨美子

同部次長兼福祉総務課長　登阪　弘　　健康推進課参事　阪口　昇

福祉総務課参事　北埜保紀
 高齢者障害者福祉課長　堤　守

同課参事　小矢田博子
 介護保険課長　山田雅也

同課参事兼地域包括支援センター長　川口敦子　　こども育成課長　稲村幸子

同課参事　船寺順治
 国保年金課長　野村眞二
 同課参事　大嶋良一

１．出席した議会事務局職員

事務局次長　野杁雄三
 同局次長代理　日垣智之

１．審査案件（審査順）

議案第　１号　平成２０年度摂津市一般会計予算所管分

議案第１０号　平成１９年度摂津市一般会計補正予算所管分

議案第　７号　平成２０年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計予算

議案第４２号　摂津市企業誘致条例の一部を改正する条例制定の件

議案第２５号　摂津市犯罪被害者等支援条例制定の件

議案第２６号　摂津市犯罪被害者等見舞金の支給に関する条例制定の件
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議案第２７号　摂津市災害見舞金の支給に関する条例制定の件

議案第　３号　平成２０年度摂津市国民健康保険特別会計予算

議案第　４号　平成２０年度摂津市老人保健医療特別会計予算

議案第１２号　平成１９年度摂津市国民健康保険特別会計補正予算

議案第４０号　摂津市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件

議案第　９号　平成２０年度摂津市後期高齢者医療特別会計予算

議案第２４号　摂津市後期高齢者医療に関する条例制定の件

議案第３７号　摂津市特別会計条例の一部を改正する条例制定の件

議案第３９号　摂津市老人医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例制定の

件

議案第　８号　平成２０年度摂津市介護保険特別会計予算

議案第１４号　平成１９年度摂津市介護保険特別会計補正予算

議案第４１号　摂津市介護保険条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例制定

の件

議案第３３号　特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例制定の件

議案第３８号　摂津市乳幼児医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例制定の

件
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（午前１０時　開会）

○安藤委員長　おはようございます。

　ただいまから民生常任委員会を開会し

ます。

　理事者からあいさつを受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。

　お忙しい中、きょうは、民生常任委員

会をお持ちいただきまして、大変ありが

とうございます。

　本日は、平成２０年度の一般会計予算

所管分ほか１９件についてご審議をいた

だくことになります。何とぞ慎重審議の

上、ご可決賜りますよう、よろしくお願

い申し上げます。

　一たん退席いたしますが、どうぞよろ

しくお願いします。

○安藤委員長　あいさつが終わりました。

　本日の委員会記録署名委員は上村委員

を指名します。

　審査の順序につきましては、お手元に

配付をいたしております案のとおり行う

ことに異議ありませんか。

　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○安藤委員長　異議なしと認め、そのよ

うに決定します。

　暫時休憩します。

　　（午前１０時１分　休憩）

　　（午前１０時２分　再開）

○安藤委員長　再開します。

　議案第１号所管分及び議案第１０号所

管分の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　佐藤保健福祉部長。

○佐藤保健福祉部長　それでは、議案第

１号、平成２０年度摂津市一般会計予算

のうち、保健福祉部に係る部分につきま

して、目を追って、その主なものについ

て補足説明をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、３２ペー

ジ、款１２、分担金及び負担金、項１、

負担金、目１、民生費負担金は、介護サー

ビス保険者負担金、保育所保育料などが

主なものとなっておりますが、前年度に

比べ１５．４％の増となっております。

これは、市立障害者福祉施設に係る介護

給付費が、これまでと異なり、市が一た

ん大阪府国民健康保険団体連合会に納付

し、改めて、国保連合会から、事業主と

しての市に納付されるという仕組みに変

更されたことによる負担金が主なもので

ございます。

　３３ページ、款１３、使用料及び手数

料、項１、使用料、目２、民生使用料は、

前年度と同額でございます。

　３３ページから３４ページの、目３、

衛生使用料のうち、保健福祉部に係る使

用料は、前年度に比べ４．２％の増となっ

ております。これは、主に葬儀会館使用

料及び墓地使用料の増によるものでござ

います。

　３７ページ、項２、手数料、目２、衛

生手数料のうち、保健福祉部に係る手数

料は、前年度と同額でございます。

　３９ページからの、款１４、国庫支出

金、項１、国庫負担金、目１、民生費国

庫負担金は、生活保護費、児童手当、私

立保育所運営費などの国庫負担金が主な

ものとなっておりますが、前年度に比べ

０．９％の増となっております。

　４１ページ、衛生費国庫負担金は、予

算計上しておりません。これは、これま

で実施してきた市民総合健診が、医療制

度改革により、各医療保険者に義務づけ

られた特定健康診査に移行することによ

るものでございます。

　同じく４１ページから４２ページの、

項２、国庫補助金、目１、民生費国庫補

助金は、地域生活支援事業補助金や次世

代育成支援対策ソフト交付金が主なもの
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となっておりますが、前年度に比べ１２．

３％の増となっております。これは、障

害者自立支援法に基づく、地域生活支援

事業補助金の増及びホームレス自立支援

事業補助金を新たに計上したことによる

ものでございます。

　ホームレス自立支援事業補助金は、北

摂７市３町が共同して実施しております、

巡回相談指導事業に係るもので、２０年

度は、本市が幹事市となることから、事

業全体に係る分を歳入歳出ともに計上さ

せていただいております。

　４４ページ、項３、委託金、目２、民

生費委託金は、国民年金事務に係る委託

金で、前年度に比べ１４．１％の減となっ

ております。

　同じく４４ページ、款１５、府支出金、

項１、府負担金、目１、民生費府負担金

は、国民健康保険基盤安定負担金や児童

福祉費負担金が主なものとなっておりま

すが、前年度に比べ８．７％の増となっ

ております。これは、主に医療制度改革

に伴い、後期高齢者医療保険基盤安定負

担金を新たに計上したことによるもので

ございます。

　４７ページ、目２、災害弔慰金府負担

金は、前年度と同額で、災害救助法適用

災害に係る遺族への弔慰金でございます。

　衛生費府負担金は、予算計上しており

ません。国庫負担金と同様に、市民総合

健診が特定健康診査に移行することによ

るものでございます。

　同じく４７ページ、項２、府補助金、

目２、民生費府補助金は、老人、身体障

害者、乳幼児等に係る医療費補助金が主

なものとなっておりますが、前年度に比

べ２．３％の増となっております。これ

は、経過措置による対象者の減による、

老人医療費補助金の減などがあるものの、

職員の加配、送迎サービスの実施などに

対する障害者自立支援対策臨時特例交付

金やホームレス自立支援事業補助金など

の計上、また、保育所運営費補助金の増

などによるものでございます。

　５１ページ、目３、衛生費府補助金は、

前年度に比べ３３９．５％の増となって

おります。これは、医療制度改革による

特定健康診査の実施後も、引き続き、健

康増進法に基づいて実施する健康診査に

対する保健事業費補助金を新たに計上し

たことによるものでございます。

　５４ページ、項３、委託金、目２、民

生費委託金は、前年度と同額で、障害児

（者）の相談支援に係る、障害児（者）

地域療育等支援事業委託金でございます。

　５８ページ、款１８、繰入金、項２、

基金繰入金、目４、墓地管理基金繰入金

は、前年度と同額でございます。

　６０ページ、款１９、諸収入、項３、

貸付金元利収入、目４、老人医療費資金

貸付金元金収入は、前年度と同額でござ

います。

　同じく項４、雑入、目２、雑入のうち、

６２ページから６３ページの、保健福祉

部関係は、各種検診及び予防接種に係る

自己負担金、市立障害者施設給付費収入、

保育所職員給食費負担金等でございます。

　次に、歳出でございますが、７８ペー

ジ、款２、総務費、項１、総務管理費、

目１、一般管理費のうち、水道事業会計

繰出金は、独居高齢者、ひとり親家庭等

に係る水道料金減免に伴うもので、前年

度に比べ１０．８％の増となっておりま

す。

　１１１ページから１１７ページの、款

３、民生費、項１、社会福祉費、目１、

社会福祉総務費は、事務の執行に係る経

費のほか、社会福祉事業運営委託料など

の委託料、社会福祉協議会補助金、小規

模通所授産施設運営補助金、広域連合医
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療給付費等負担金などの補助金・負担金、

障害福祉サービス費等給付費などの扶助

費、さらには、国民健康保険などの特別

会計への繰出金が主なもので、人件費を

除き、前年度に比べ１１．２％の増となっ

ております。これは、主に市立障害者福

祉施設に係る介護給付費の納付の仕組み

が変更されたことに伴い、介護給付費を

計上したことにより、障害福祉サービス

費等給付費が大幅な増となったことによ

るものでございます。

　１１７ページから１１９ページの、目

２、老人福祉費は、施設介護サービス委

託料、高齢者民間賃貸住宅家賃助成補助

金、老人入所施設措置費等が主なもので、

前年度に比べ３．７％の減となっており

ます。これは、施設介護サービス委託料、

住宅改造費用助成費などの減によるもの

でございます。

　住宅改造費用助成費の減につきまして

は、平成２０年度から、府補助金の交付

割合が４分の３から２分の１に引き下げ

となり、市が負担すべき一般財源の割合

が倍増することとなったことから、交付

限度額を１００万円から６０万円に見直

しさせていただいたことなどによるもの

でございます。なお、見直し後の一般財

源は、従来の算定方法の３割以上増加す

る見込みとなっております。

　１１９ページ、目３、国民年金総務費

及び１２０ページ、目４、国民年金事務

費は、国民年金事務に係る経常経費でご

ざいます。

　国民年金事務費は、前年度計上してお

りました車両の買い替え費用を２０年度

は計上していないことにより、前年度に

比べ４７．６％の減となっております。

　同じく１２０ページ、目５、身体障害

者福祉費は、身体障害者に係る補装具交

付費、更生医療費が主なもので、前年度

に比べ１５．８％の減となっております。

これは、日常生活用具交付費、点字・手

話講習会委託料など、地域生活支援事業

の対象となる事業に係る経費を、社会福

祉総務費で計上したことなどによるもの

でございます。

　１２１ページ、目６、知的障害者福祉

費は、市立みきの路運営委託料が主なも

ので、前年度に比べ０．２％の減となっ

ております。

　１２２ページ、目７、老人医療助成費

は、前年度に比べ８．８％の減となって

おります。これは、平成１６年１１月か

らの制度改正に伴う経過措置による対象

者の減によるものでございます。

　同じく１２２ページ、目８、身体障害

者医療助成費は、印刷製本費を除いて、

前年度と同額となっております。

　１２３ページから１２６ページの、項

２、児童福祉費、目１、児童福祉総務費

は、民間保育所運営費補助金、保育所運

営費負担金などが主なもので、人件費を

除き、前年度に比べ０．３％の減となっ

ております。これは、これまで補助金で

計上しておりました地域子育て支援拠点

事業ひろば型委託料などの増があるもの

の、保育所運営費負担金などの減による

ものでございます。

　１２６ページ、目２、児童措置費は、

児童手当、児童扶養手当が主なもので、

前年度に比べ０．２％の減となっており

ます。

　１２７ページから１２８ページの、目

３、児童福祉施設費は、市立保育所の管

理運営に係る非常勤職員等賃金、給食賄

材料費などが主なもので、前年度に比べ

３．３％の増となっております。これは、

臨時職員の増によるものでございます。

　１２９ページ、目４、母子福祉費は、

母子生活支援施設運営費負担金などが主
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なもので、前年度に比べ２．３％の増と

なっております。これは、母子自立支援

嘱託員賃金の増によるものでございます。

　同じく目５、乳幼児医療助成費は、前

年度に比べて８．２％の減となっており

ます。これは、医療費助成の対象年齢の

拡大を行ったものの、医療費の保険負担

の変更に伴う医療費の減や、大阪府医師

会等への協力手数料の減によるものでご

ざいます。

　１３０ページ、目６、ひとり親家庭医

療助成費は、対象者の増を見込み、前年

度に比べ３．５％の増となっております。

　１３１ページから１３２ページの、項

３、生活保護費、目１、生活保護総務費

は、人件費を除き、前年度に比べ４．５

％の減となっております。これは、電子

複写機レンタル料を社会福祉総務費で計

上したことによるものでございます。

　同じく１３２ページ、目２、扶助費は、

被保護世帯に対する扶助費で、前年度と

同額になっております。

　１３４ページ、項５、災害救助費、目

１、災害救助費は、災害救助法適用災害

に係る遺族への弔慰金等で、前年度と同

額となっております。

　１３５ページから１３６ページの、款

４、衛生費、項１、保健衛生費、目１、

保健衛生総務費は、保健センター及び休

日応急診療所の管理委託料、また、三師

会、夜間休日応急診療所、三次救命救急

センター等の補助金、負担金などが主な

もので、人件費を除き、前年度に比べ１

３．１％の減となっております。これは、

主に市民総合健診が特定健康診査に移行

することに伴う、保健センター管理委託

料の減によるものでございます。

　１３７ページから１３８ページの、目

２、予防費は、前年度に比べ１５．５％

の減となっております。これは、妊婦一

般健診、子宮がん検診、乳がん検診など

の委託料の増や、新たに肝炎ウイルス検

診委託料を計上したことなどによる増に

もかかわらず、市内医療機関に委託して

おりました市民健康診査が特定健康診査

に移行したことにより、市民健康診査委

託料を計上しなかったことによるもので

ございます。

　１３９ページ、目３、環境衛生費は、

前年度に比べ５％の減となっております。

これは、前年度計上しましたノートパソ

コンの購入を２０年度は計上しなかった

ことによるものでございます。

　１４０ページ、目６、斎場費は、前年

度に比べ２．７％の減となっております。

これは、前年度計上しました斎場機能調

査等の業務委託料を２０年度は計上しな

かったことによるものでございます。

　同じく目７、墓地管理費は、前年度に

比べ４４．１％の増となっております。

これは、修繕料の計上や墓地管理基金積

立金の増によるものでございます。

　２２６ページに飛びますが、款１１、

諸支出金、項１、災害援護資金貸付金、

目１、災害援護資金貸付金は前年度と同

額で、災害救助法適用災害に係る貸付金

でございます。

　以上、議案第１号、平成２０年度一般

会計予算所管分の補足説明とさせていた

だきます。

　続きまして、議案第１０号、平成１９

年度摂津市一般会計補正予算（第５号）

のうち、保健福祉部に係る部分につきま

して補足説明をさせていただきます。

　それでは、１２ページからの、歳入歳

出補正予算事項別明細書の目を追って、

主なものについてご説明申し上げます。

　まず、歳入でございますが、１４ペー

ジ、款１２、分担金及び負担金、項１、

負担金、目１、民生費負担金の減額は、
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介護予防ケアプランに係る介護報酬の件

数の減及び私立保育所入所児童数の減に

伴うものでございます。

　１５ページ、款１４、国庫支出金、項

１、国庫負担金、目１、民生費国庫負担

金の減額は、私立保育所入所児童数の減、

児童手当給付対象者の減、被保護世帯の

減など、事務事業の精査によるものでご

ざいます。

　同じく１５ページ、項２、国庫補助金、

目１、民生費国庫補助金の社会福祉費補

助金の増額は、２０年４月から施行され

る後期高齢者医療制度に係る高齢者医療

制度円滑導入事業費補助金によるもので、

母子福祉費補助金の減額は、母子家庭高

等技能訓練促進費の減など、事務事業の

精査によるものでございます。

　１７ページ、款１５、府支出金、項１、

府負担金、目１、民生費府負担金の減額

は、私立保育園入所児童数の減や、児童

手当給付対象者の減など、事務事業の精

査によるものでございます。

　同じく１７ページ、項２、府補助金、

目２、民生費府補助金の減額は、介護保

険に係る社会福祉法人減免の件数の減や、

住宅改造助成の件数の減など、事務事業

の精査によるものでございます。

　２１ページ、款１９、諸収入、項４、

雑入、目１、雑入の、高齢者移送サービ

ス利用料の減は、利用回数の減によるも

のでございます。

　続きまして、４２ページからの歳出で

ございますが、款３、民生費、項１、社

会福祉費、目１、社会福祉総務費は、後

期高齢者医療制度の保険料激変緩和措置

の実施に伴うシステム改修委託料を新た

に計上したほか、介護予防に係るケアプ

ラン原案作成の委託件数の減など、事務

事業の精査によるものでございます。

　同じく４２ページ、目２、老人福祉費

から、４５ページ、項３、生活保護費ま

では、養護老人ホームに係る措置件数の

減、私立保育所入所児童数の減、被保護

世帯数の減など、事務事業の精査による

ものでございます。

　４６ページから４７ページの、款４、

衛生費、項１、保健衛生費、目２、予防

費の減は、主に日本脳炎予防接種の積極

的勧奨を見合わせていることによるもの

でございます。

　以上、議案第１０号、平成１９年度摂

津市一般会計補正予算（第５号）所管分

の補足説明とさせていただきます。

○安藤委員長　次に、紀田生活環境部長。

○紀田生活環境部長　議案第１号、平成

２０年度摂津市一般会計予算のうち、生

活環境部にかかわる主な事項につきまし

て、目を追って補足説明をさせていただ

きます。

　まず、歳入でございますが、３２ペー

ジ、款１２、分担金及び負担金、項１、

負担金、目１、総務費負担金は、平成２

０年度に予定いたしております犯罪被害

者等の支援のうち、日常支援に伴います

ホームヘルパー派遣料の被害者負担金で

ございます。

　３３ページ、款１３、使用料及び手数

料、項１、使用料、目２、民生使用料の

うち、文化ホール等各施設の使用料は、

前年度に比べ０．５％の増となっており

ます。

　３６ページ、項２、手数料、目１、総

務手数料のうち、市民課に係る戸籍手数

料等は、前年度に比べ３．０％の減となっ

ております。

　３７ページ、目２、衛生手数料のうち、

塵芥処理手数料は、一般廃棄物の焼却手

数料及び臨時ごみ等の収集運搬処分手数

料などでございますが、前年度に比べ０．

６％の減となっております。これは、ご
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み減量によるものでございます。

　鳥獣登録手数料は、鳥獣の保護及び狩

猟の適正化に関する法律に定める事務手

数料でございます。

　３８ページ、目３、農林水産業手数料

は、土地現況証明手数料でございます。

　４４ページ、款１４、国庫支出金、項

３、委託金、目１、総務費委託金のうち、

戸籍住民基本台帳費委託金は、外国人登

録事務に係るもので、前年度と比べ３１．

５％の増となっております。この主な要

因は、登録事務の件数の増加によるもの

でございます。

　５１ページ、款１５、府支出金、項２、

府補助金、目３、衛生費府補助金のうち、

公害対策費補助金及び違法屋外広告物除

去事務経費補助金は、委任事務等の補助

金でございまして、定額補助となってお

ります。また、鳥獣飼養登録事務費交付

金につきましては、大阪府からの事務委

譲に伴う人件費に係る交付金でございま

す。

　目４、農林水産業費府補助金は、農業

委員会に係る農業委員会交付金及び農地

関係交付金でございます。

　目５、商工費府補助金は、地域就労支

援事業での能力開発講座と３市合同就職

フェアに関する交付金でございます。

　５４ページ、項３、委託金、目１、総

務費委託金のうち、市民課にかかわりま

すものとして、人口動態調査に関する事

務委託金及び電子証明書発行に関する事

務委託金でございます。

　６０ページ、款１９、諸収入、項３、

貸付金元利収入、目２、中小企業事業資

金融資預託金収入は、事業資金融資に伴

い、市内の金融機関に預託しております

元金収入でございます。

　６２ページ、項４、雑入、目２、雑入

のうち、自治振興課に係る主なものとし

て、文化ホール入場料及び自主事業参加

料などを計上いたしております。

　環境業務課に係るものとして、資源ご

み売却収入は、古紙、古布、缶、瓶、ペッ

トボトル等の資源物の売却収入を見込ん

でおります。

　続きまして、歳出でございますが、８

３ページ、款２、総務費、項１、総務管

理費、目７、都市交流費は、都市交流及

び国際交流に係る経費を計上いたしてお

りまして、前年度に比べ５９．０％の増

となっております。この主な要因は、オー

ストラリア・バンダバーグ市との友好都

市締結１０周年を迎えるに当たり、相互

に訪問を行うことによるものでございま

す。

　８６ページ、目１１、防犯対策費は、

前年度に比べ１．５％の増で、防犯灯の

設置及び維持管理等に係る経費を計上い

たしております。

　８９ページ、目１４、自治振興費は、

地区振興委員報酬、広報紙等の配布手数

料、摂津まつり振興会補助、地域活性化

補助並びに犯罪被害者等への支援に係る

経費が主なものでございまして、前年度

に比べ２２．７％の増となっております。

この主な要因は、犯罪被害者等への支援

に係る主な経費として、見舞金の支給、

相談員の配置、日常支援に伴いますヘル

パー派遣、住宅支援に伴います家賃等の

補助を行うことによるものでございます。

　９９ページ、項３、戸籍住民基本台帳

費、目１、戸籍住民基本台帳費は、市民

課業務に係る経費を計上いたしておりま

して、前年度に比べ９．６％の減となっ

ております。この主な要因は、住基ネッ

ト第二次稼動機器のリースが満了したこ

とによる借上料の減少によるものでござ

います。

　１３３ページ、款３、民生費、項４、
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生活文化費、目１、生活文化総務費は、

摂津都市開発株式会社及び施設管理公社

への施設管理等の委託並びにフォルテ２

１２、２１３の借り上げに要する経費が

主なものでございまして、前年度に比べ

０．８％の増となっております。

　目２、文化ホール費は、文化ホールに

係ります音響機器、舞台照明装置及びス

テージスピーカーの借り上げ経費であり

まして、前年度に比べ７．７％の減となっ

ております。

　１３９ページ、款４、衛生費、項１、

保健衛生費、目４、公害対策費は、前年

度に比べ１０．７％の増となっておりま

す。

　１４０ページ。目５、環境政策費は、

前年度に比べ２６．５％の減となってお

りますが、これは、鳥獣飼養登録等事務

事業の経費の減によるものでございます。

　１４１ページ、項２、清掃費、目１、

清掃総務費は、前年度に比べ４．０％の

減となっております。

　１４３ページ、目２、塵芥処理費は、

前年度に比べ３．２％の減となっており

ます。

　１４７ページ、目４、環境センター費

は、焼却施設の運転維持管理に係る経常

経費でございまして、前年度に比べ８．

９％の減となっております。

　１４９ページ、款５、農林水産業費、

項１、農業費、目１、農業委員会費は、

農業委員会にかかわる経費で、主なもの

は、農業委員の報酬でございます。前年

度に比べ１．３％の減となっております。

　目２、農業総務費は、農業総務にかか

ります経費を計上いたしておりまして、

前年度に比べ４．１％の増となっており

ます。

　１５０ページ、目３、農業振興費とし

て主なものは、市民農園設置委託料、農

業祭補助金、花とみどりの景観事業等で

ございます。前年度に比べ０．２％の増

となっております。

　１５３ページ、款６、商工費、項１、

商工費、目１、商工総務費は、前年度に

比べ９．３％の増となっております。こ

れは、主にパートタイマー等の退職金共

済の一連の事務処理に係りますシステム

開発委託料によるものでございます。

　１５４ページ、目２、商工振興費は、

前年度に比べ０．６％の減になっており

ます。これは、３年に一度行います購買

実態調査等に係る費用で、平成２０年度

は、未実施年となっていることによるも

のであります。

　１５５ページ、目３、消費対策費は、

前年度に比べ１１．４％の増になってお

ります。これは、消費生活相談嘱託員の

賃金及び賞与、時間外のベースアップ分

の増と、新たに実施します多重債務無料

法律相談にかかわる委託料によるもので

ございます。

　以上、歳入歳出予算の補足説明とさせ

ていただきます。

　続きまして、議案第１０号、平成１９

年度摂津市一般会計補正予算（第５号）

のうち、生活環境部にかかわる部分につ

きまして、目を追って、主なものについ

て補足説明をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、２１ペー

ジ、款１９、諸収入、項４、雑入、目１、

雑入のうち、環境業務課にかかわるもの

として、資源ごみ売却収入は、ペットボ

トル等の資源物の売却収入を見込んでお

ります。

　次に、歳出でございますが、２８ペー

ジ、款２、総務費、項１、総務管理費、

目７、都市交流費は、中国・蚌埠市友好

交流事業に係る実績並びに旧国名連絡会

議が平成２０年度において解散されるこ
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とにより、運営資金である負担金が不要

になったこと、及び研修会の旅費等を精

査し、減額するものでございます。

　３１ページ、目１４、防犯対策費の減

額は、自治会で管理していただいており

ます防犯灯の維持管理費補助金の実績に

応じて減額するものでございます。

　３２ページ、目１４、自治振興費の減

額は、市民法律相談弁護士報酬や広報紙

等の配布手数料、住民活動災害保障保険

契約等の実績に応じて減額するものでご

ざいます。

　４６ページ、款３、民生費、項４、生

活文化費、目２、文化ホール費は、文化

ホールで使用するステージスピーカーの

賃貸借契約に伴います入札差金を減額す

るものでございます。

　４７ページ、款４、衛生費、項１、保

健衛生費、目４、公害対策費は、大気水

質の測定委託を一括入札したことによる

差金を減額するものでございます。

　４８ページ、項２、清掃費、目２、塵

芥処理費の減額の主な理由につきまして

は、経常経費の実績及び委託料の執行差

金を減額いたすものでございます。

　４９ページ、目４、環境センター費の

減額の主な理由につきましては、経常経

費の実績及び入札に伴う差金でございま

す。

　５０ページ、款５、農林水産業費、項

１、農業費、目１、農業委員会費の減額

は、農業委員の１名欠員によるものでご

ざいます。

　以上、補正予算の補足説明とさせてい

ただきます。

○安藤委員長　説明が終わり、質疑に入

ります。

　南野委員。

○南野委員　おはようございます。

　それでは、１回目の質問を行います。

　平成２０年度の予算概要をもとに質問

をさせていただきます。

　それと、質問の前に、番号をつけさせ

ていただきますので、よろしくお願いし

ます。

　また、さきの代表質問でのご答弁とちょっ

と重複する部分があるとは存じますが、

よろしくお願いいたします。

　まず、１番目に、２３ページのバンダ

バーグ市友好都市締結１０周年記念事業

についてでございます。

　３０２万８，０００円の予算が計上さ

れておりますが、今回、バンダバーグ市

との友好都市締結１０周年を迎えるに当

たって、相互訪問を行いますということ

でありますが、どのようなスケジュール、

計画か、お聞かせいただきたいのと、今

回、１０周年記念行事を行うことになっ

た経緯、また、バンダバーグ市と今まで

にどのような友好行事が行われたのかお

聞かせください。

　それと、次に、２番目に、２５ページ

の、防犯推進事業についてでございます。

　地域住民の連携を強めて、犯罪の発生

しない環境づくりを推進するとあります

けれども、どのような取り組みを実施さ

れるのかお聞かせ願います。

　３番目です。２８ページ、市民相談事

業についてでございます。

　今回、消費生活相談ルーム事業として、

多重債務法律相談を実施されますが、自

治振興課での、その市民法律相談など、

変更せずに、今までどおり実施されるの

か、消費生活相談ルームとの連携はどの

ようにとられるのかお聞かせください。

　４番目です。２９ページの市政モニター

事務事業についてでございます。

　市政に市民の声を反映させるという目

的で、市政モニターを任命されておりま

すが、人選はどのような基準で行ってお
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られるか、また、取り組みの内容はどの

ような案件に対してのモニタリングなの

か。もう１点は、反映された事例などが

あれば教えていただきたいのと、新年度

の取り組みはどのように考えておられる

のかお聞かせください。

　５番目です。同じく２９ページの、犯

罪被害者等支援事業についてでございま

す。

　６６４万５，０００円の予算が計上さ

れておりますが、今回、条例の制定とい

うことでございますので、ここで、この

事業の予算の内訳、中身をお聞かせくだ

さい。

　６番目です。同じく２９ページ、職員

提案事業についてでございます。

　３３万２，０００円の予算が計上され

ておりますが、貸出用ＡＥＤの購入とあ

りますが、どのように使用されるのかお

聞かせください。

　それと、７番目、３６ページ、外国人

登録事務事業についてでございます。

　日本国籍を持たない外国人の方に対し

て、外国人登録法に基づいて、外国人登

録をしていただいておりますが、基本的

な部分ですけれども、新規の登録や、１

６歳になったときの切りかえ申請など、

どのような申請をされているかお聞かせ

ください。

　また、市民サービスコーナーでの取り

扱いなど教えていただきたいのと、また、

外国人登録事務協議会、北摂市会での協

議の内容などお聞かせください。

　８番目です。３７ページ、市民サービ

スコーナー事業についてでございます。

　市政運営の基本方針に、戸籍事務につ

いては、複雑な事務を一括管理すること

で、戸籍届、証明書交付事務を正確かつ

迅速に行い、市民を待たせないサービス

を目指し、コンピューター化を進めてま

いります。稼働については、平成２１年

１２月ごろを予定しております。本格稼

働後には、市民サービスコーナーでの証

明書発行についても検討してまいります

とありますが、具体的に、どのように市

民サービスの向上を検討されるのか、こ

の点、お聞かせ願いたいと思います。

　９番目です。４３ページ、せっつ高齢

者かがやきプラン策定事業についてでご

ざいます。

　高齢者保健福祉計画及び介護保険事業

計画の策定と進行管理を行います。また、

平成２０年度は、第４期計画の策定を行

いますとありますが、どのような目標を

設定して事業の推進を図られるのかお聞

かせください。

　１０番目です。４５ページ、障害者施

策推進協議会事業についてでございます。

　障害者施策について協議し、事業の推

進を図るとありますが、新年度、どのよ

うな内容、方向性で取り組まれるかお聞

かせください。

　１１番目です。同じく４５ページ、障

害者就業・生活支援拠点整備事業につい

てでございます。

　障害者の方の就業面及び生活面での相

談など、一体的な支援を行い、雇用の促

進を図るとありますけれども、具体的に、

どのような取り組みをされるのかお聞か

せ願いたいと思います。

　１２番目です。４６ページ、障害福祉

計画策定事業についてでございます。

　新年度は、第１期摂津市障害者福祉計

画期間の最終年度となります。第２期計

画、平成２１年から２３年度の策定をさ

れると認識いたしますけれども、障害福

祉サービスの水準を高めて、障害のある

方の地域での自立を目指しますとありま

すが、どのような内容なのかお聞かせ願

いたいと思います。

－�11�－



　１３番目です。同じく４６ページ、地

域生活支援事業についてでございます。

　新年度の事業として、障害者の方の日

常生活支援のための用具給付にパソコン

操作で使用する視覚障害者用のアプリケー

ションソフト、上肢障害者用の入力サポー

ト機器を追加し、未就学の発達障害児に

対しては、携帯用会話補助装置を追加し、

３歳まで対象年齢を拡大しますというこ

とですが、新たに追加されたこの品目に

ついて、もう少し詳しくお聞かせ願いた

いと思います。

　１４番目です。５０ページ、ふれあい

配食サービス委託料についてでございま

す。

　現時点でどれくらい配達されているか

聞いておきたいんですけれども、昼、夜、

一日何食配達されているのか。できれば、

安威川以南と以北の別でお聞かせ願いた

いと思います。

　１５番目です。同じく５０ページ、高

齢者移送サービス事業についてでござい

ます。

　このサービスの整理をしておきたいん

ですけれども、現在、何台で実施してい

ただいているのか。それと、申請者は何

人ぐらいおられるのか。無理なく回せて

いるのかどうか。それと、料金ですけれ

ども、現在、片道５００円、往復１，０

００円ですが、今後の費用の改定などと、

もう一つは、社会福祉協議会の移送サー

ビス、これは何台で実施しているのかを

お聞かせいただきたいと思います。

　１６番目です。５５ページ、次世代育

成支援行動計画策定事業についてでござ

います。

　次世代を担う子ども及びその子どもを

育成する家庭を支援するということであ

りますが、策定後５年を前期計画とした

４年目に当たる新年度、どのように取り

組まれるのかお聞かせ願いたいと思いま

す。

　１７番目です。５６ページ、児童虐待

防止キャンペーン事業についてでござい

ます。

　街頭等でリーフレットや児童虐待防止

を目指すオレンジリボンの配布を行いま

す。１１月の児童虐待防止推進月間に、

啓発、広報等のキャンペーンを行い、児

童虐待防止意識の高揚を図りますとあり

ますが、できれば、もう少し具体的にお

聞かせ願いたいと思います。

　１８番目、６１ページ、摂津市施設管

理公社委託事業についてでございます。

　この中の、小川駐車場の管理について

です。南千里丘まちづくりに伴って、ふ

れあい広場の閉鎖、文化ホール等の使用

での車の駐車問題、さまざまな方策を考

えていただいていると認識いたしますが、

当然、小川駐車場の使用頻度が一時期ふ

えるのかなと思うんですが、市民サービ

スの、ここで、向上という観点から、ちょっ

とした工夫なんですけれども、小川駐車

場の駐車券の件なんですけれども、今ちょっ

と手元に持ってないんですけれども、た

しか駐車券をいただいて見てましたら、

確認印を押してもらうところがありまし

て、どこで、例えば、押してくださいと

か書いてなかったはずです。それを知ら

ない方が、一回、例えば、男女共同参画

センターを使われた後に、小川駐車場に

行って、印鑑がないということで、また

戻ってこられるということがありました

ので、何か、その駐車券の裏にでも言葉

を書いていただければ、一回戻らずに済

むんじゃないかなと。これは提案ですけ

れども、その考えについてちょっとお聞

かせ願いたいと思います。

　１９番目です。６３ページ、特定健診。

特定保健指導事業についてでございます。

－�12�－



　高齢者の医療の確保に関する法律に基

づいて、新年度から、糖尿病や高脂血症

などの生活習慣病の発病や、重症化の予

防を目的とした、新しい健康診断として、

４０歳から７４歳を対象に、特定健康診

査が実施されるということで、これに伴っ

て、摂津市特定健康診査等実施計画策定

に向けて、計画案へのパブリックコメン

トを実施されましたが、結果はどうであっ

たのか、この点、お聞かせ願いたいと思

います。

　それと、２０番目です。同じく６３ペー

ジ、がん検診事業についてでございます。

　乳がん、子宮がんについて、バス検診

の回数を大幅にふやすとともに、新たに

土曜日を検診日に加え、受診者の利便性

を高め、受診率の向上に努められるとい

うことでございますが、決算の委員会で

もちょっと触れたと思うんですけれども、

現在までの受診率について、また、目標

などをお聞かせ願いたいと思います。

　２１番目です。６５ページの乳児健康

診査から３歳６か月児健康診査の各健康

診査事業に関してお聞きしたいと思いま

す。

　乳児健康診査から３歳６か月健康診査

において、受診率をお聞かせ願いたいと

思います。

　それと、できれば、健診において、例

えば、発達障害などの症状が発見された

などの事例があればお聞かせ願いたいと

思います。

　次に、２２番目です。６８ページ、地

球温暖化対策事業についてでございます。

　地球温暖化対策エコアクション、環境

家計簿の推進につきましては、代表質問

でも議論させていただきましたので、市

独自の環境家計簿を作成し、さらなる推

進をお願いします。ここで、地球温暖化

対策事業について、新年度、どのように

取り組まれるのかお聞かせ願いたいと思

います。

　２３番目です。同じく６８ページ、鳥

獣飼養登録等事務事業についてでござい

ます。

　どのように実施されているのか、実績

など具体的にお聞きしたいのと、新年度

はどのように取り組まれるのかお聞かせ

願いたいと思います。

　それと、２４番目です。６９ページ、

葬祭事業についてでございます。

　市営葬儀の執行とあります。改めて、

この市営葬儀に関しまして、基本的な部

分でございますけれども、例えば、霊柩

車の使用や火葬の執行等の内容と、メモ

リアルホール使用、また、使用しない場

合の大人の方での使用料金、それと、内

訳をお聞かせいただきたいと思います。

　あわせて、斎場の使用料、火葬のみを、

市営葬儀と一般葬儀別でお聞かせ願いた

いと思います。

　２５番目です。７１ページ、ごみ収集

処理事業についてでございます。

　１点目に、ごみ収集運搬について、業

者委託と非常勤職員の方等の割合ですね。

過去からの推移と今後の行方についてお

聞かせ願いたいと思います。

　それと、２点目に、センター以外で処

理をしているごみについて、どのような

ごみの種類なのかお聞かせ願いたいと思

います。それとあわせて、委託なのか、

どこに運搬しているのか、それもあわせ

てお聞かせ願いたいと思います。

　２６番目です。７９ページ、中小企業

金融対策事業についてでございます。

　市政運営の基本方針では、原油を初め

とする原材料価格の高騰を背景に、とり

わけ、中小企業では、収益の悪化が生じ

ています。行政として、頑張っている事

業所には、市独自の支援策を打ち出して
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いきたいと考えておりますとありました。

その市独自の支援策とはどのような支援

策か。また、広報に掲載されておりまし

たけれども、大阪府の制度、原油・原材

料高騰の特別融資制度について、同じ融

資制度なのでしょうか。その点、お聞か

せ願いたいと思います。

　次に、２７番目です。８０ページの中

小企業育成事業についてでございます。

　市が指定する研修機関で受講した経営

者及び従業員の研修費の一部を助成され

ることについて、また、販路開拓、取引

先拡大に結びつく公的な展示、商談会等

への出展費用の一部を助成しますとあり

ますが、この２点についてお聞きしたい

と思います。よろしくお願いします。

　２８番目です。同じく８０ページ、事

業所データベース維持管理事業について

でございます。

　広報に掲載されておりましたけれども、

星翔高校の学生が市内事業所のホームペー

ジを作成した件、どのようなものか、事

業所データベースとの関係があるのかど

うかお聞かせ願いたいと思います。

　２９番目です。同じく８０ページ、地

域就労支援事業についてでございます。

　障害者、母子家庭の母親、中高年齢者

や若年者などで、働く意欲を持ちながら、

就労に際して困難な課題を抱える人々に、

就労を実現するための能力開発を目的と

した技能講習を実施される、また、求人・

求職活動を促す合同就職面接会を開催し

ますとあります。具体的に、この部分、

お聞かせ願いたいと思います。

　３０番目です。最後です。８１ページ、

消費生活相談ルーム事業についてでござ

いますが、専門家による多重債務法律相

談を月２回実施して、消費生活相談員に

よる事前相談から、誘導、解決に結びつ

ける、また、先ほども、市民相談事業で

聞きましたけれども、自治振興課の市民

相談との連携はどうされるのかお聞かせ

ください。

　以上で、１回目、終わります。

○安藤委員長　答弁を求めます。

　堤課長。

○堤高齢者障害者福祉課長　それでは、

私の方から、高齢福祉関係のご質問、９

番目の、せっつ高齢者かがやきプラン策

定事業、それから、１４番目の、ふれあ

い配食サービス委託料、１５番目の、高

齢者移送サービスの３点をお答えさせて

いただきます。

　障害福祉関係については、小矢田参事

の方からお答えをさせていただきます。

　まず、せっつ高齢者かがやきプランに

ついてでございますが、要介護高齢者や

ひとり暮らし、高齢者のみの世帯の増加

が見込まれる中で、できる限り、住みな

れた家庭や地域で生き生きと暮らせるよ

う、関係法規の規定により義務づけられ

ました高齢者保健福祉計画と介護保険事

業計画を一体的に作成をするものでござ

います。

　第３期計画につきましては、平成２６

年度における本市の高齢者の将来像を想

定し、介護予防重点戦略とした長期計画

として位置づけますとともに、平成１８

年度から２０年度までの３年間の具体的

な事業計画を、できる限り数値化し、お

示しをしたものでございます。

　平成２０年度に策定いたします第４期

計画につきましては、平成２６年度を目

標とした長期計画の中間評価、それから、

平成２１年度から２３年度までの具体的

目標を定めるものでございます。

　今後、本市では、計画策定に当たりま

して、せっつ高齢者かがやきプラン推進

会議委員を委嘱し、さまざまな分野から

のご意見をいただき、計画に反映をさせ
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てまいります。

　第４期計画におきましては、より充実

した議論を図るため、これまで、６５歳

以上の１号被保険者、４０歳以上６５歳

未満の２号被保険者に加えまして、新た

に介護保険の認定者を市民委員に委嘱し、

公募による委員を２名から３名に拡充を

する予定でございます。

　また、ニーズの把握を目的として、要

介護や要支援の認定を受けている被保険

者を対象とした調査と、一般の高齢者を

対象とした調査、事業所のアンケート調

査等を実施するとともに、計画の骨子が

固まった段階でパブリックコメントを実

施することで、市民の皆様のご意見をお

聞きする機会を設け、計画策定に反映さ

せてまいりたいと考えております。

　それから、１４番目の、ふれあい配食

サービスの件でございますが、直近で集

計をとったものがございます。平成２０

年１月現在で、社会福祉協議会を通じて

行っております昼食につきましては、１

９日で１，２７９食、一日当たり６７．

３食の平均となっております。

　それから、夕食につきましては、安威

川以北を（福）成光苑、安威川以南を

（福）桃林会にそれぞれ委託をいたして

おります。

　安威川以北の（福）成光苑の実績では、

５６１食、一日当たりの食数の平均で申

しますと２８．１食、安威川以南につき

ましては、２６６食、一日当たりの食数

が１３．３食となっております。

　それから、１５番目の高齢者移送サー

ビスについてでございます。

　現在、高齢者移送サービスにつきまし

ては、シルバー人材センターに委託をい

たしておりまして、軽自動車３台で運用

をいたしております。現在の登録者数は、

約３７０人でございます。

　それと、無理なく回せているのかとい

うことなんですけれども、月曜日の朝な

ど、月に数回はお断りするケースもある

わけでございますが、できる限り調整を

していただいて、皆様がご利用いただけ

るように調整をしていただいてやってい

るケースもございます。

　それと、費用の改定ということのお問

いがございましたが、実は、平成２０年

１０月に、道路運送法の改定がございま

して、現行方式の実施が不可能になって

まいります。現在の運行方式については、

市町村運営有償運送という形で、市が運

営する有償の福祉の運送ということでやっ

ておるわけなんですが、１０月以降は、

道路運送法の改正で、現行の体制では運

用ができなくなりますので、現時点での

ご利用者の方のご不便がないような形で

の継続を考えて、今後半年間で検討して

まいりたいというふうに考えております。

　それと、もう１点、社会福祉協議会で

移送サービスが何台で実施されているか

というお問いがあったと思うんですけれ

ども、普通車２台、軽自動車３台の５台

で運営をされております。

○安藤委員長　大場次長。

○大場生活環境部次長

　私の方から、１番のバンダバーグ市１

０周年事業と、５番の犯罪被害者支援事

業、それから、１８番の施設管理公社の

小川駐車場の件についてご答弁申し上げ

ます。

　１番のバンダバーグ市１０周年事業の

スケジュール、計画につきましては、友

好都市締結の日が１１月９日ということ

でございますので、本年１１月９日に、

バンダバーグ市での記念式典を開催され

るということでございますので、１１月

９日の式典に出席する予定で、現在、バ

ンダバーグ市と、日程なり、訪問メンバー
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について調整しておるところでございま

す。

　また、バンダバーグ市から本市に訪問

されるという日程もございますが、これ

につきましても、現在、調整しておると

ころでございます。

　それと、１０周年行事の経過でござい

ますが、バンダバーグ市から、昨年の１

２月１９日に招待状が参りまして、その

招待状の内容としましては、友好都市締

結１０周年記念式典を、本年１１月９日

に開催いたしますと、ついては、市長を

トップとした訪問団を正式に招待申し上

げますという内容でございました。この

招待状の内容を受けまして検討いたしま

した結果、バンダバーグ市と初めての周

年事業という年でありますし、正式な招

待状もいただいておるということから、

今後の友好関係を継続する意味から、訪

問を実施したいというふうに考えたとこ

ろでございます。また、昨年にも、バン

ダバーグ市から国際交流協会あてに、１

０周年の年に摂津市を訪問したいという

旨も通知ございましたので、本市での歓

迎式典も予定しているところでございま

す。

　それと、今までの活動についてでござ

いますが、バンダバーグ市とは、友好都

市の締結後、国際交流協会が主体となり

まして、高校生、これは摂津高校なんで

すけれども、と、バンダバーグ市の高校

生とが、隔年での相互訪問をされておる

ということで、市民レベルの民間交流を

進めていただいておるところでございま

す。

　また、平成１５年１０月に、国際交流

協会の設立１０周年という年がございま

したときには、バンダバーグ市の議員さ

んなど３名と、中国・蚌埠市も参加でご

ざいましたが、市民文化ホールでの式典

とか、多文化フェスティバルというのを

開催されまして、その中で、中国の胡弓

の演奏、それから、英語落語等々の行事

もいたしました。

　行政交流といたしましては、友好都市

締結前に、本市からバンダバーグ市へ訪

問はさせていただきました。その後、友

好都市締結の平成１０年１１月にバンダ

バーグ市から行政訪問をされたところで

ございます。

　次に、５番の犯罪被害者の支援事業の

予算の内容でございますが、まず、相談

員に係ります賃金、月額１４万５，００

０円ということと、あと、夏・冬の賞与、

交通費等でございます。あと、旅費につ

きましては、相談員研修に参加するため

の旅費、それから、裁判所等への付き添

いの旅費等でございます。

　あと、印刷関係では、啓発用のリーフ

レット、全世帯ということで３万５，０

００冊を予定しております。それと、役

務費につきましては、そのリーフレット

の配布手数料でございます。

　あと、委託料としまして、日常生活支

援委託料として、ヘルパー派遣の分で、

社会福祉協議会への委託料としまして、

介護の分で、１時間当たり４，０２０円

の１名分の１５回分。それから、家事援

助としまして、１時間当たり２，０８０

円、これも１名分で１５回。それから、

保育支援としまして、月額２，０８０円

の、一人分の１５回を計上しております。

　あと、負担金、補助及び交付金でござ

いますが、相談員になっていただく方の

養成講座の受講料の負担金を組んでおり

ます。

　それと、扶助費でございますが、犯罪

被害者の見舞金ということで、死亡の場

合に、３０万円の一人分、それから、障

害、１０万円の５人分ということで組ん
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でおります。

　それと、住宅支援につきましては、生

活保護基準の６万６，０００円の６か月

分、プラス敷金の２０万円の２名分を組

んでおるところでございます。

　それから、１８番の小川駐車場の駐車

券でございますが、委員おっしゃったよ

うに、総合福祉会館閉館後も、市民文化

ホールとか男女共同参画センター、柳田

小学校多目的ホール等々、付近の公共施

設の利用の方に対する駐車の利用をいた

だいておるところでございます。

　委員ご質問の駐車券につきましては、

できるだけ早い時期に改善をさせていた

だくというふうに考えております。

○安藤委員長　萩原参事。

○萩原自治振興課参事　ご質問の２番目、

防犯推進事業、３番目、市民相談事業、

４番目、市政モニター事務事業、それと、

６番目の職員提案事業についてご答弁申

し上げます。

　まず、ご質問の２番目ですけれども、

地域住民の連携を強めて、犯罪の発生し

ない環境づくりの推進についてでござい

ますが、現在、地域では、校区連合自治

会や単位自治会により、自主防犯組織で

あります摂津セーフティーパトロール隊

が１１団体結成されておりまして、子ど

もの見守りやその他の防犯活動など、そ

れぞれの地域の実情にあわせた活動を展

開していただいておるところでございま

す。

　セーフティーパトロール隊では、相互

の情報交換や、警察署から指導・助言を

受け、より効果的な防犯活動を行うため

に、パトロール隊連絡会議が年２回開催

されており、これらの活動に対しまして、

地域活性化補助事業などにより、引き続

き支援してまいります。

　また、防犯協会や警察署等との合同に

よる、春と秋の街頭啓発、毎月１１日を

ひったくり防止デーとする、ひったくり

防止カバー取りつけキャンペーンなど、

地域住民との連携を図りながら防犯活動

を行ってまいります。

　昨年６月から、防犯協会のご協力によ

り、青色防犯パトロール車による巡回を

実施していただいており、パトロール車

の維持管理に要する費用についても、引

き続き助成いたします。

　さらに、身近な犯罪を防ぐため、広報

紙の防犯特集号を発行するとともに、隔

月ではありますが、防犯に関するタイム

リーな囲み記事を掲載して、啓発してま

いりたいというふうに考えております。

　防犯灯につきましても、さらに増設す

るとともに、２０ワットから３６ワット

への照度アップや、ご家庭の門灯を点灯

する、一門一灯運動につきましても、自

治会のご協力を得て呼びかけてまいりま

す。

　続きまして、３番目の市民相談事業に

ついてでございますが、新規事業の多重

債務法律相談と、既存の自治振興課が行っ

ております市民法律相談における多重債

務相談との関係でございますが、既存の

市民法律相談の受け付け時や、電話等で

の問い合わせがあったときは、その相談

内容をお聞きしまして、多重債務の相談

であれば、すべて産業振興課が行います

消費生活相談ルームへつなぎ、窓口を一

本化いたします。消費生活相談員が多重

債務について相談者から事前に情報を聞

き取り、弁護士または司法書士による産

業振興課での多重債務法律相談を受けて

いただくよう案内することとなります。

　それと、ご質問の４番目、市政モニター

事業についてでございますが、まず、人

選の基準でございますが、一般からの公

募及び市民団体からの推薦により選考い
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たしております。定数は２８人以内となっ

ておりますが、平成１９年度におきまし

ては、一般公募が４名、市民団体からの

推薦が７名、計１１名の方に委嘱してお

ります。

　次に、どのような件に対してのモニタ

リングかについてでございますが、市政

全般に対する意見、提案、その他、参考

となる事項について、当該年度のモニター

の皆様の協議によりテーマを決定してい

ただき、それを提言としてまとめ、市長

に提出していただいております。

　また、提言とは別に、日常感じておら

れる要望や苦情について、モニター通信

として意見をいただいております。

　反映された事例につきましては、平成

１５年度の、摂津の望ましい公園という

提言では、ふるさと公園の植栽が密集し

ているため、防犯上よくないというご意

見に対し、公園みどり課におきまして、

剪定や間引きをいたしました。蛇口につ

きましても、手を離せば水がとまる自動

水洗に順次交換し、節水を図っておりま

す。

　家庭ごみなどが不法投棄されている公

園のごみ箱につきましても、地元の同意

を得て、順次、撤去いたしております。

　平成１６年度の交通安全問題では、違

法駐車について、警察署への取り締まり

強化の依頼や、事業所等への啓発指導を

行ってまいりました。

　平成１７年度の、住みたいまちづくり

を求めてでは、大阪府が、滑りやすい歩

道を改良しました。また、こども１１０

番の家のプレートが校区によりばらばら

であったのが統一されました。

　平成１８年度の、まちの環境美化につ

きましては、主に、不法投棄に対する提

言をいただきました。この問題は、人と

してのモラルによるところが大きく、一

朝一夕には解決しませんが、公園や道路

などを管理している部署では、警察署や

その他の関連部署と連携しながら対応し

ており、教育委員会では、学校における

環境教育の推進に努めているところでご

ざいます。

　平成１９年度は、市内循環バス、公共

施設巡回バスの運行のあり方について、

この３月３日に提言をいただきました。

現在、担当課において検討しているとこ

ろでございます。

　次に、新年度の取り組みにつきまして

は、提言をいただく方法やテーマは、従

来どおり、モニターの皆様で協議し、決

定していただきたいというふうに考えて

おります。

　一般公募の応募が少ないため、過去に

モニターになっていただいた方の掘り起

こしや、モニターに適した方を紹介して

いただくなど、人数をふやしていきたい

というふうに考えております。

　それと、ご質問の６の職員の提案事業

についてでございますが、ＡＥＤの使用

目的につきましては、自治会やその他の

団体が行う事業の際、何らかの原因で参

加者の心臓発作が発生した場合、救急車

が到着するまでの間、救命措置を行う一

手段として、市内の団体などに貸し出し

することを目的としております。貸し出

しは、本年４月１日からとし、４月１日

発行の広報紙で、市民の方にお知らせし

ます。また、自治連合会の総会時など、

機会があれば周知いたしてまいりたいと

いうふうに考えているところであります。

　老人会やこども会、体育協会などの団

体を所管する部署についても、ＡＥＤの

貸し出しについてＰＲするよう依頼して

まいりたいというふうに思っております。

○安藤委員長　村江参事。

○村江生活環境部参事　私の方から、７
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番、８番のご質問に対してご答弁を申し

上げます。

　市民課では、外国人登録法に基づき、

法務省の指導のもと、外国人登録事務を

行っております。

　まず、ご質問の、新規登録申請や、１

６歳になったときの切りかえ申請など、

どのような申請があるかについてでござ

いますが、大きく分けて３種類の申請が

ございます。

　一つ目は、新規登録申請です。

　これは、入国、出生、居住地において

初めて外国人登録をする申請でございま

す。外国人登録が済むと、１６歳以上の

方に対しては、カード型の外国人登録証

明書、１６歳未満の方については、折り

畳み型の外国人登録証明書を交付します。

　二つ目は、変更登録申請でございます。

　これは、外国人登録をした後に、登録

事項に変更が生じるときにする申請でご

ざいます。具体的には、転入・転居、世

帯主変更、在留資格、在留期間変更申請

等がございます。

　最後に、三つ目でございますが、外国

人登録証明書の切りかえ申請でございま

す。

　これは、外国人登録者に対し、外国人

登録証明書の切りかえ期間を指定してお

り、この期間内に申請していただきます。

　先ほどのご質問にありました、１６歳

に達したときにする申請が切りかえ申請

に当たります。

　以上のおのおのの申請は、外国人登録

法により、申請期間、申請者等を定めら

れております。

　続きまして、市民サービスコーナーで

の取り扱いについてのご質問でございま

すが、現在、市民サービスコーナーの業

務の一つに、外国人登録原票記載事項証

明書の発行がございます。しかし、新規

登録、変更登録、切りかえ申請等の受け

付け業務は行っておりません。といいま

すのも、外国人登録申請の受け付けは、

外国人登録原票による確認作業、外国人

登録証明書の記載等をするため、外国人

登録原票を保存・保管している本庁のみ

ということで、今、サービスコーナーで

は行っておりません。

　それと、北摂市会での協議内容なんで

ございますが、各市でいろいろな問題が

起こります。その交流ということで、そ

の時点、時点で起こった問題、それを北

摂市会の中で実際に検討していくと。そ

の上の団体ですね、大阪府の外国人登録

事務協議会、それから、全国協議会とい

う形に上がっております。１６歳とか特

別永住者についても、今、そこの会議で

問題になっております。

　次に、８番目の分でございます。

　戸籍のコンピューター化の本格稼働後、

具体的にどのような市民サービスの向上

を検討されるかというご質問でございま

すが、一つとして、戸籍の届けから証明

発行まで、現在では１週間から十日ほど

かかっております。そのものが、一日、

二日の期間で発行が可能になります。ま

た、相続絡みの戸籍なんですが、現在戸

籍から過去にさかのぼっていく戸籍まで

の時間が大幅に短縮される。一発検索で、

現在戸籍から除籍とか原戸籍とか、そう

いうものがすべて検索されて、証明発行

までの時間がかなり短縮されるというこ

とでございます。

　あと、戸籍証明の発行が市民サービス

コーナーでも可能となりますけれども、

戸籍は、人が生まれてから死ぬまでの身

分関係を公証するものであり、個人情報

の最たるものだと思っております。それ

ですので、本庁で実際に本格稼働して、

その後、じっくりと考えて、セキュリティー
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面ですね、そういうものを考慮しながら

検討していきたいというふうに思ってお

ります。

○安藤委員長　水田次長。

○水田生活環境部次長　２５番のごみ収

集処理事業の２点についてご答弁させて

いただきます。

　まず、１点目の業者委託と市の職員と

の割合と今後の行方、これは、多分、委

託の行方で解釈させていただいてよろし

いでしょうか。

　まず、市の職員と委託業者の割合でご

ざいますけれども、まず、収集体系から

いきますと、可燃ごみ、不燃ごみ、資源、

臨時とございます。業者に委託させてい

ただいておりますのは、可燃ごみ、それ

から不燃ごみ、それから臨時ごみがござ

います。これは、あくまでも世帯数に応

じた契約の中で行っておりまして、世帯

数から申し上げますと、委託業者の割合

では、約２５％から２６％の割合になっ

ております。

　今年１９年７月に、ペットボトルの収

集も、市の直営の収集から業者に委託し

ております。

　今後の委託についてのあり方というこ

とでございますけれども、今現在、随意

契約を行っておりますけれども、２３年

度に向けまして、入札という方式を予定

しておりまして、その２３年度に向けま

して調整しているところでございます。

　それから、２点目の環境センター以外

のごみの種類と、それから、委託化、そ

れと、どこに運搬しているかということ

でございますけれども。

　まず、環境センターでの持ち込みは、

もちろん可燃ごみでございます。それか

ら、資源ですね、缶、びん、ペットボト

ルにつきましては、リサイクルプラザの

方へ搬入いたしておりまして、それ以外

の不燃ごみ、燃えないごみを、これは、

最終的には大阪湾の広域臨海環境整備セ

ンターの方へ、最終処理ということで搬

入いたしております。その間に、もちろ

ん、破砕、それから、選別によりまして、

再度、環境センターへの可燃ごみの搬出

とか、それから、大阪湾の臨海センター

の方に持っていく、その業者の委託を２

社で行っておりまして、それが中間処理

場への搬出委託ということで契約させて

いただいております。

○安藤委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　それでは、私の方

から、１９番の質問事項の、特定健診。

特定保健指導の実施に伴います摂津市の

特定健康診査等実施計画案に対するパブ

リックコメントの結果についてというこ

とでお答えさせていただきます。

　パブリックコメントの結果、市民の方

１名から、３点についてのご意見がござ

いました。

　その内容といたしましては、まず、１

点目が、これまでの市民健診と今回の特

定健診のどこが変わるのかということで

ございました。

　そして、２点目のご意見が、これは、

特定健診とは直接かかわらないんですが、

これまで行われているがん検診や肝炎等

の検査などが、これからどういう形になっ

ていくのかというようなご意見でした。

　そして、３点目については、特定健診。

保健指導について、医師や保健師などが

生活指導を行っていく上で、これらの項

目でよいのかどうかというとこらについ

ての意見がございました。

　なお、回答につきましては、今後、ホー

ムページの方で載せていく予定なんです

が、今回、特定健康診査及び特定保健指

導の実務部分の担当といいますか、して

いただきます健康推進課の福永次長の方
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から、回答部分についてはお答えさせて

いただきますので、よろしくお願いしま

す。

○安藤委員長　特定健診の指導の中身に

ついて、福永次長。

○福永保健福祉部次長　野村課長のお答

えに続きまして、内容についてご説明さ

せていただきます。

　２番目の市民として、今まで実施され

てきたがん検診や肝炎の検査がどうなる

のか、費用はどうなるのか、７５歳以上

の人の検診はどうなるのかというような

ことへのご質問がございましたので、そ

のご回答といたしまして、各種がん検診

は、これまでよりも実施回数を充実し、

対象者や受診費用につきましては、下表

のとおりですというようなことで、現状

のご説明をさせていただいております。

　それから、肝炎検査につきましても、

これまでと同様で、検診と同時に受診し

ていただくものについては無料でいける

ということで、対象者も、４０歳以上７

５歳未満の方で、これまでに肝炎検査を

受けたことがない方ということで、その

ようなご回答をさせていただいてます。

　７５歳以上の方の検診は、２０年４月

から始まる後期高齢者医療制度の中で対

応していただけるというふうに聞いてい

るということもお答えさせていただいて

ます。

　それから、３番目の医師や保健師など、

医療職者が生活指導する上で、これらの

項目でよいと考えておられるのかという

ご質問に対してなんですが、実は、国の

方が決めております特定健診の内容に加

えまして、摂津市では、これまで市民健

診でやってました血液検査等の項目の幾

つかを追加で実施するという方向性を決

めております。

　この追加実施の内容につきましては、

医師会とも協議の上で、特定健診で対象

となりますメタボリックシンドロームの

みではなく、例えば、腎不全等の早期発

見、市民の健康を保持・増進する上で必

要な項目ということで決定させていただ

いているところでございます。

　次に、２０番目のがん検診の受診率、

現状と目標はということでございますが、

まず、１８年度の胃がん検診の受診率が

１０．６％、大腸がんが１１．３％、肺

がんが１３．３％、子宮がんが６．２％、

乳がんが８．１％という現状でございま

す。

　２０年度は、今、特定健診のところで

も申し上げましたように、受診回数の増

の予算を計上させていただいております

が、それぞれできるだけ、１３から１５

％の受診率を確保できるようにと考えて

おります。

　次に、２１番目のご質問の乳幼児健診

や３歳６か月健診の受診率の現状と、発

達障害等の発見事例があればというご質

問でございますが、まず、４か月健診の

平成１８年度の受診率が９８．３％、そ

れから、１歳６か月児健診が９５．１％、

３歳６か月児健診が７０．３％というの

が現状でございます。

　ちょっと３歳半健診の受診率が低いで

すので、今年度、受診率向上のための取

り組みをいたしまして、今、年度途中で

はございますが、７５．６％の受診率に

上がってきております。今後も、この受

診率向上の取り組みを進めていきたいと

考えております。

　それから、発達障害の発見事例があれ

ばということでございますが、ちょっと

個人の事例を申し上げるのははばかられ

ますが、４か月健診におきましては、例

えば、股関節脱臼等、あるいは心雑音等

の身体面での、場合によりましては障害
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だとか、それから、経過観察の必要なお

子さんを発見しているという状況でござ

います。

　１歳半健診におきましては、例えば、

歩行の遅延だとか、身体面での発達遅延

も含めまして、精神面での発達遅延、あ

るいは自閉傾向のお子様への支援等、身

体面と精神面と両方での支援の必要な方

の発見と申しますか、対象者の発見がメー

ンでございます。

　それから、３歳半健診におきましては、

主に精神面での発達遅延、それから、高

次脳障害等の発達での問題を抱えたお子

さん、あるいは注意欠陥多動障害、広汎

性発達障害等々のお子さんの発見がござ

いまして、その後の支援を開始している

という次第でございます。

○安藤委員長　小矢田参事。

○小矢田高齢者障害者福祉課参事　それ

では、ご質問の１０番、１１番、１２番、

１３番についてご説明させていただきま

す。

　まず、１０番の障害者施策推進協議会

事業についてですが、障害者施策推進協

議会は、学識経験者や障害者関係団体な

どの代表者、関係行政機関の職員などで

構成されておりまして、障害者施策の総

合的かつ計画的な推進について、必要な

事項であったり、障害者施策の推進につ

いて必要な関係行政機関相互の連絡調整

を要する事項を調査・審議することを目

的として設置されています。

　２０年度におきましては、第２期障害

福祉計画を策定する年度であるため、主

にこの計画の策定について審議していた

だく予定です。

　また、あわせて、第１期障害福祉計画

の進捗状況を踏まえ、次期計画に反映さ

せていく施策を協議していただきます。

　次に、番号が飛びますけれども、１２

番の障害福祉計画策定事業についてでご

ざいますが、第２期障害福祉計画策定に

当たりましては、障害者自立支援法の中

に計画を定める場合は、住民の意見を反

映させることとなっていることから、ア

ンケート調査を実施します。それにより

ましてニーズの把握を行います。そのア

ンケート結果や障害者団体の方へのヒア

リング及び第１期計画の進捗状況を踏ま

えて、障害福祉サービスの必要量の見込

みや必要な見込み量確保のための方策な

どを計画に盛り込んでいく予定です。

　次に、１１番、就業・生活支援拠点整

備事業についてでございますが、この就

業・生活支援センターといいますのは、

就職や職場への定着が困難な障害者及び

就業経験のない障害者に対して、就業面

での支援や生活習慣や日常生活の自己管

理などの生活支援を行っていくことを目

的としています。

　１８年度の実績としましては、実績が

１８年度になるんですけれども、利用者

の相談者数としまして、合計１６８名、

そのうち摂津市の方が５４名、茨木市の

方が１１４名となっています。

　あと、就職の状況としまして、施設実

習に行かれた方が、合計１１名中、摂津

市が８名で、茨木市が３名です。職場実

習に行かれた方が、摂津の方が５名、就

職された方が合計３５名中、摂津市の方

が９名、茨木市が２６名というふうになっ

ております。

　２０年度の事業内容としましては、引

き続き、就業及びそれに伴う日常生活上

の支援を必要とする障害者の方に対して、

センター窓口での相談や、職場や家庭訪

問等により指導とか相談を行って、障害

者の就業生活における自立を図っていく

ことを実施していきます。

　次に、１３番、地域生活支援事業の中
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の日常生活用具についてでございますが、

この２０年度から追加された品目につい

て説明させていただきます。

　まず、携帯用会話補助装置ですが、こ

れについては、対象者の拡大ということ

になっております。現行、学齢以上の方

で、身体障害者のうち、音声言語機能障

害、または肢体不自由者の方のみが対象

となっておりますが、２０年度につきま

しては、３歳以上で障害者手帳所持者の

方で、発声とか発語に著しい障害を持っ

ておられる方を対象としています。これ

は、２０年度におきましては、身体障害

に限らず、知的障害のある方も対象とし

ております。

　具体的には、障害特性で、言語による

コミュニケーションをとるのが苦手とさ

れている自閉症児の方ですね、この方を

対象としております。具体的には、この

携帯用会話補助装置といいますのは、絵

や文字カードなど、ボードメーカーとい

うものにそれが入っておりまして、その

ボタンを押すことによってコミュニケー

ションをとることができるものです。

　次に、パソコン入力サポート機器でご

ざいますが、これは、視覚または上肢に

重度の障害のある方がパソコンを使用す

る際、画面を音声化するソフトをアプリ

ケーションソフトといいます。また、大

型キーボードを入力サポート機器といい

まして、その購入費を助成するものでご

ざいます。

　これは、１８年度までは、大阪府の障

害者情報バリアフリー化支援事業の中で

実施されておりましたが、この日常生活

用具が市町村事業になったことから、２

０年度から、摂津市でも、そのパソコン

入力サポート機器についても助成するこ

とにしたものです。

○安藤委員長　阪口参事。

○阪口健康推進課参事　それでは、質問

番号２４番目の葬祭事業に係ります市営

葬儀の内容等につきましてご答弁申し上

げます。

　まず、市営葬儀の内容でございますが、

通常、まず、ご自宅での納棺から市営葬

儀というものが始まります。これは、ご

遺体に仏衣を着せ、ひつぎにお納めをし、

それにドライアイスを当てる。そこまで

が、一応、市営葬儀の内容の中身の納棺

というところでございます。

　このときに必要なひつぎあるいはご位

牌、枕飾りといった物品関係も、あわせ

てその場でご提供する。これも市営葬儀

の内容の中に入ってございます。

　次に、葬儀、告別式ということになる

わけでございますが、これには、祭壇の

飾りつけと式次の執行がございます。祭

壇の飾りつけ２名、式次の執行で２名と

いうことを市営葬儀の内容といたしてお

ります。

　それと、次に、霊柩車での葬送がござ

います。これには、喪主様のご希望によ

り、よく通常の特別装飾をしております

霊柩車と、希望によりまして、国産車を

基本とした簡易なバン型の霊柩車の二種

類をご用意させていただいておるところ

でございます。

　最後に、別府斎場での火葬及び集骨を

行いますが、ここの集骨までが市営葬儀

の内容ということになっております。

　次に、その種類と種別ごとの使用料で

ございますが、まず、メモリアルホール

で葬儀をおやりになりますと、「カトレ

ア」と「アイリス」という二種類がござ

います。使用料は、カトレアで、全部含

めまして２０万４，０００円、アイリス

で１７万４，０００円でございますが、

この違いといいますのは、祭壇わきの花

飾りと申しますが、祭壇飾りの供花一対
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があるかないかといったところが主な違

いでございます。

　次に、メモリアルホール以外での自宅

や集会所での市営葬儀でございますが、

これには、「ゆり」と「きく」の二種類

がございます。使用料は、ゆりで２１万

９，０００円、きくで１３万２，５００

円となっております。これ、いずれも大

人の料金でございます。

　この「きく」と「ゆり」の違いは、祭

壇飾りの違い、あるいは式次職員の一部

に差があるということでございます。

　これまで申しました、「カトレア」か

らの料金は、霊柩車に、先ほど申しまし

た、特別装飾車をご用意させていただい

たときのものでございまして、バン型の

国産車を基本とした霊柩車をご利用になっ

たときの使用料金は、それぞれの使用料

金から１万３，９００円を差し引いた使

用料ということになります。

　最後に、別府斎場での火葬使用料、斎

場使用料でございますが、市営葬儀では、

それぞれの使用料の中に、火葬料５，０

００円が含まれております。これを、一

般葬儀で行いますと、私ども、政策的な

目的、市営葬儀を推進するということか

ら、格差をつけております。斎場のみを

使用する場合の火葬料金は１万５，００

０円という価格設定をさせていただいて

おるところでございます。

○安藤委員長　池上課長。

○池上環境対策課長　環境対策課に係る

２点のご質問にご答弁申し上げます。

　まず、２２番の温暖化対策事業の今年

度の取り組みについてでございますが、

さきの代表質問の答弁でもございました

ように、運輸、産業部門の温室効果ガス

排出量の増加が著しく、特に、家庭など

民生部門の削減を意識しております。平

成１５年度より継続実施しておりますせっ

つエコアクション、すなわち、市民や市

の職員が、家庭でＣＯ２削減に取り組む

環境家計簿事業の参加者の拡大を、本年

度においても充実を図ってまいりたいと

考えております。

　また、委員もご要望されております、

家計簿シートを記入のしやすい、エコラ

イフに役立つ参考事例も取り入れた、本

市独自のオリジナルの家計簿シートを作

成する予定でございます。

　家計簿事業以外では、ヒートアイラン

ド対策として、１７年度より実施してお

ります、打ち水大作戦の市民団体との共

同実施、また、環境教育学習、市民団体

や事業者の皆様との協働による環境フェ

スティバル等のイベント時におきまして、

多くの市民が環境問題、地球温暖化問題

に関心を持っていただけるよう、機会あ

るごとに呼びかけを考えております。

　また、本市では、全公共施設を対象と

しました、温室効果ガスの排出抑制等の

ための２期目の実行計画、せっつエコオ

Ⅱフィス推進プログラム　を作成し、種々

の省エネルギー対策を進めてまいりまし

た。

Ⅱ　今後も、推進プログラム　を実効性の

あるものにするには、何より、全職員一

人一人が、常日ごろから、環境に配慮し

た取り組みを意識し、実践することが重

要であると私も考えており、職員の環境

保全との意識向上を図るため、年一回は

環境問題に関する研修会を開催してまい

ります。

　今後におきましても、引き続き、省エ

ネルギー、省資源に向け、全庁挙げての

オール摂津で取り組んでまいりたいとは

考えております。

　次に、２３番、鳥獣飼養登録等事務事

業の実施方法や実績などについてでござ

いますが、この事業は、１９年度４月１
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日より、大阪版地方分権推進制度に基づ

きまして、市町村に２種類の事務が権限

移譲されました。

　一つ目は、鳥獣の捕獲等の許可等に関

する事務でございまして、これは、鳥獣

保護法では、鳥獣及び鳥類の卵の捕獲等

は、原則禁止でございますが、カワウ、

ライサギ、オサラギ、カワラバト、イタ

チのメスなどの有害鳥獣による生活環境、

農林水産または生態系に係る被害の防止

の目的で捕獲等を行うものでございます。

　二つ目は、鳥獣の飼養の登録事務等に

関する事務でございまして、これは、法

の規定による大阪府の許可を受けて、捕

獲した鳥獣のうち、狩猟鳥獣及びそのひ

な以外の鳥獣を飼養しようとする場合に

必要な登録に係る事務でございます。

　なお、愛がん目的での捕獲は、国の基

本指針及び大阪府鳥獣保護事業計画では、

１９年度４月からはメジロのみに限定さ

れております。

　簡単に登録事務等の流れについてご説

明申し上げますと、メジロの新規種を登

録の手続では、まず、大阪府知事の捕獲

許可を受けまして、捕獲したメジロを、

申請者本人が持参する。それで、鳥獣狩

猟登録申請書の提出をいただき、事務手

数料の３，４００円を納付していただき

まして、メジロに足環を装着した後、飼

養登録票を交付いたすものでございます。

この登録票の有効期間は１年間で、次年

度は更新手続が必要でございまして、新

規同様、事務手数料の３，４００円が必

要となります。

　１９年度の実績でございますが、新規

登録の申請は４件、更新登録は３件、メ

ジロが逃げたための放出届けが１件となっ

ております。

　新年度の取り組みについてでございま

すが、有害鳥獣の捕獲などの相談に対応

するため、今年度は、イタチ用の小動物

捕獲機を購入する予定でございまして、

貸し出し等の対応も図ってまいりたいと

考えております。

○安藤委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　こども育成課に

係ることにつきましてご答弁させていた

だきます。

　１６番目、摂津市次世代育成支援行動

計画策定事業についてでございますが、

１７年度にこの計画を策定いたしまして、

計画の進捗状況について、毎年取りまと

めを行い、推進協議会で検討をしていた

だいた上、公共施設などで市民の方に公

表してきております。

　今のところ、目標値につきましてはほ

ぼ達成する見通しとなっております。

　後期計画を２１年度に策定するという

ことになっているわけでございますが、

この策定に向けまして、２０年度につき

ましては、子育て支援施策等に対するニー

ズ調査を行う予定にしております。この

ニーズ調査につきましては、前回の調査

とほぼ同程度のものを見込んでおりまし

て、就学前児童、小学校児童の世帯に対

して行っていく予定にしております。

　具体的なことにつきましては、また協

議会にお諮りしながら検討を進めていき

たいというふうに考えております。

　実際に利用されている方、また、提供

している方、その双方の意向を調査しな

がら、実態に応じた形で、より計画策定

に向けて、安心して子どもを産み育てら

れるような計画策定を行っていくつもり

にしております。

　１７番目、児童虐待防止キャンペーン

事業についてでございますが、まず、先

に、オレンジリボンキャンペーンについ

て少しご説明をさせていただきたいと思

います。
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　このオレンジリボンキャンペーンは、

２００４年に栃木県の小山市で、幼い兄

弟が、何度も、同居している父親の友人

から暴行を受けた末に、川に投げ込まれ

て命を奪われるという痛ましい事件が起

こりました。その事件を契機といたしま

して、小山市の方から、子ども虐待防止

を目指してオレンジリボンの運動が始まっ

たということがございます。

　２００６年からは、児童虐待防止全国

ネットワークがこの運動を全国的に広め

ようということで活動を始めまして、２

００７年には、厚生労働省の方が、広く

このキャンペーンを推進してきたという

ことで、大阪府でも、昨年の１１月には、

オレンジリボンキャンペーンが大きく取

り組まれてきているところでございます。

　摂津市におきましても、２０年度には、

このオレンジリボンのキャンペーンに取

り組みたいというふうに考えております。

　具体的には、駅前ですとか市役所、あ

るいは子育てのイベント、親子ランドや

さまざまなイベントにおきまして、オレ

ンジリボンや児童虐待防止のチラシを配

布し、子どもに関心を、また、子育てに

関心を持って子育て支援を進めることで、

虐待を未然に防いでいきましょうという

ことを広く訴えていきたいというふうに

考えております。

　この取り組みにつきましては、虐待防

止連絡会を中心といたしまして、子育て

支援ネットワーク推進会議や、子どもと

子育てに関係する関係機関、団体で連携

をして、広く取り組んでいきたいという

ふうに考えております。

○安藤委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　それでは、産業振

興課にかかわります５点のご質問につい

てご答弁申し上げます。

　２６番、中小企業金融対策事業におけ

る市独自の支援策についてと、府特別融

資制度との比較等についてでございます

が、本市の事業資金融資事業は、これま

でも１．２％の低利を維持しながら、保

証料の全額補助に加え、自治体でも取り

組みの少ない、利子の２分の１補助を堅

持してまいりましたが、今回、新たに運

転資金の融資期間を、１年延長の４年と

し、経済の血液と言われます資金繰りの

安定化を図ってまいるものでございます。

　続きまして、府の融資事業におきまし

ても、原油・原材料高騰対策特別資金が、

この３月３１日まで、売上原価に占める

原材料費が２０％を超えるなどの諸条件

を満たしている事業所に対し、無担保で

８，０００万円まで融資が受けられるよ

うになっておりますが、利率の１．８％

や保証料の補助は一切なく、今回、本市

の融資事業の支援拡大策は、新たな条件

も設定しないなどの面からも、性質の異

なる施策と判断しております。

　２７番の中小企業育成事業における研

修費補助と展示会出展補助についてであ

りますが、まず、研修費補助ですが、市

が指定する研修機関で受講した経営者並

びに従業員の研修料を、上限５万円とし、

２分の１を補助するもので、これまでの

ポリテクセンター関西から、２０年度よ

りは、夜間や土・日の研修も行っており

ます府立の高等技術専門学校の守口校、

東淀川校での研修も対象に加えてまいり

ます。

　出展補助でございますが、これは、大

阪府や独立行政法人中小基盤整備機構等

が主催・後援する総合展示商談会や見本

市に出展する際の経費の一部を補助する

もので、これも、上限５万円に出展料の

２分の１を補助するものであります。

　２８番、今回の星翔高校による市内事

業所ホームページ作成と、事業所データ
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ベース維持管理事業の関連性についてで

ありますが、平成１５年に、工業系の実

態調査を実施し、その集約を行い、現在、

市のホームページ上の摂津市事業所ネッ

トで公開しております。

　このネットは、市内中小零細事業所、

それぞれが有する技術の情報を発信し、

新たなビジネスチャンスに結びつけるこ

とを目指すものでありますが、その核と

なりますのは、各事業所のホームページ

であり、このネットは、あくまでも目次

的な役割を果たすものであります。しか

し、現在、６０９社中、ホームページを

有しております事業所は２０８社で、真

の情報発信には至っておりません。

　このような中、昨年８月２２日に、本

市と星翔高校、商工会が地域連携協定を

締結し、その取り組みの一つとして、星

翔の生徒が中心になり、登録事業所の中

でホームページを持っていない事業所の

ホームページづくりの作成を依頼いたし

ました。生徒が事業所を訪問することに

より、身近で労働現場に触れられるとい

う就労体験にも通ずるところもあり、３

年生の中で、進学にめどがついた生徒を

中心に、先般の広報に掲載されましたと

おり、２社を訪問し、作成に至ったとこ

ろであります。

　２９番の地域就労支援事業における技

能講習と就職面接会についてでございま

すが、まず、技能講習でございますが、

働く意欲を持ちながら、就労に結びつい

ていない人を対象に、就労に結びつくさ

まざまな資格を取得する能力開発講座を

開催するもので、昨今の就労で、雇用の

大前提と言われますパソコン講座を、昨

年に引き続き開催いたしますとともに、

運輸・流通業が集中する本市の地域特性

をかんがみ、初めて、フォークリフト運

転技能講習を行いますとともに、現在、

就職フェア等で求人が多く求められてお

ります医療事務講座を開催する予定であ

ります。

　続きまして、面接会でございますが、

昨今、売り手市場と言われておりますも

のの、新卒者が中心で、かつ大企業が多

くを採用し、就職氷河期の若年者にとり

ましてはまだまだ厳しく、あわせて、中

小企業も人材確保に苦労しておりますこ

とから、引き続き、ハローワーク茨木管

内の３市１町の合同で開催してまいりま

す。

　２０年度は高槻市が開催地であります

ので、本市の多くの事業所を送り込み、

雇用の創出に結びつけてまいります。

　３０番、多重債務無料法律相談の内容

と、自治振興課内の市民相談との連携に

ついてでありますが、まず、相談につき

ましては、専門の弁護士によります相談

が月２回、専門の司法書士によります相

談を月１回、それぞれ産業振興課内相談

室にて、１回３時間の相談時間を午後に

設ける予定であります。そして、３時間

の間で４人、一人４５分の相談時間にて、

新年度の６月から開設を考えております。

　続きまして、自治振興課内市民相談と

の連携についてでありますが、無料相談

は、一人４５分と設定しており、これは、

大阪府や弁護士会が行っております相談

時間の３０分より長くとっておりますも

のの、十分とは言い切れません。そこで、

相談者には、前もって、本市の消費生活

相談員が事前に面接をし、債務整理の方

法の説明や債務内容の整理を行ってから

引き継ぐことを原則といたしますので、

多重債務相談は、基本的に産業振興課一

本とし、自治振興課内市民相談で申し込

みがあっても、すべて消費相談生活相談

員へ誘導していく体制をとってまいる予

定でございます。
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○安藤委員長　暫時休憩します。

　　（正午　　　休憩）

　　（午後１時　再開）

○安藤委員長　再開します。

　南野委員。

○南野委員　それでは、２回目の質問を

させていただきます。

　１番目のバンダバーグ市友好都市締結

１０周年記念事業についてでございます。

　さらに１点だけお聞かせ願いたいと思

います。

　友好都市の目的は、文化や産業など幅

広い分野における友好交流を通じて、国

際感覚を養う市民とまちの国際性の向上

を図るとありますが、今までの友好活動

などでどのような実績があったのか、こ

の点、お聞かせ願いたいと思います。

　２番目の防犯推進事業についてでござ

います。

　ことしに入って、空き巣や侵入強盗に

遭ったという声を市民の方から何件か聞

いておりまして、また、昨年の年末には、

正雀一津屋線ですか、ちょうどライフの

あたりなんですけれども、ずっと電信柱

に、ひったくり防止の啓発の巻きつけ看

板ですかね、あれを、ずっと、これでも

かいうぐらいつけておられたんですけれ

ども、大阪府警の犯罪発生マップで、本

市においての犯罪発生状況を確認しまし

た。地図で載ってたんですけれども、本

年１月から３月までで、ひったくりや路

上強盗あるいは盗難や侵入など数件発生

しておりました。わかる範囲で結構です

ので、ここ数年の本市における犯罪状況

を掌握しておられたら、お聞かせ願いた

いと思います。

　それと、次に、３番目の市民相談事業

についてでございます。

　ご答弁いただきまして、わかりました。

さらに連携をしていただきますよう、よ

ろしくお願いいたします。これは要望と

しておきます。

　それと、次に、４番目の市政モニター

事務事業についてでございます。

　ご答弁いただきまして、わかりました。

非常に大事な事業であると認識いたしま

す。さらなる充実と、多くの市民の方の

声が市政に反映されるよう、よろしくお

願いいたします。要望としておきます。

　それと、次に、５番目の犯罪被害者等

支援事業についてでございますけれども、

ご答弁いただきまして、わかりました。

どうか、基本法及び国の基本計画に沿っ

て、総合的に施策を推進する観点から、

地域全体で犯罪被害者等の視点に立った

施策の実施を図っていただき、被害者が

被害を受けてから、再び平穏な生活を取

り戻すまでの間、途切れなく支援を行っ

ていただきますよう、これも要望として

おきます。

　６番目の職員提案事業についてでござ

います。

　ＡＥＤに関しましては、多くの市民の

方が使いこなせることに意義があると存

じます。さらに受講の促進を図っていた

だきますようお願いします。要望として

おきます。

　次に、７番目の外国人登録事務事業に

ついてでございますけれども、先ほどご

答弁いただいたんですが、間違っており

ましたら訂正をお願いしたいんですけれ

ども、切りかえ申請の場合、１６歳に達

したときの切りかえ申請は、３０日以内

に本人が来庁しないといけないというこ

とで認識してるんですけれども、ただ、

１６歳となりますと高校生でございます

ので、クラブ等学校もありますし、土・

日しか来れないという場合、どうしても

こちらへ来れないと。デリケートな部分

ですけれども、そういう場合に、本市で
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はどのような取り組みをされておられる

かを、ご答弁、よろしくお願いいたしま

す。

　次に、８番目の市民サービスコーナー

事業についてでございますけれども、ご

答弁いただきまして、わかりました。ど

うか、さらなる市民サービスの向上をお

願いします。要望としておきます。

　次に、９番目のせっつ高齢者かがやき

プラン策定事業についてでございます。

　長期的視点に立って、今後の本市実情

にあった高齢者福祉施策及び介護保険事

業を、より効果的かつ効率的に推進する

ために、第４期せっつ高齢者かがやきプ

ランを策定されるよう、お願いしておき

ます。これは要望としておきます。

　次に、１０番目の障害者施策推進協議

会事業についてでございます。

　だれもがその人らしく安心して暮らせ

る、自立支援と共生のまちの実現を目指

して取り組んでいただきますようお願い

とします。要望としておきます。

　次に、１１番目の障害者就業生活支援

拠点整備事業についてでございますけれ

ども、障害者の方が、就業生活において

自立を図れるよう、さらなる地域の関係

機関との連携の拠点になっていただき、

また、障害者の方が身近な地域において、

就業面及び生活面において一体的な支援

を行えるようお願いします。さらに多く

の方が就労につながりますようお願いし、

要望としておきます。

　次に、１２番目の障害福祉計画策定事

業についてでございます。

　ご答弁いただきまして、わかりました。

だれもがその人らしく安心して暮らせる

自立支援と共生のまちづくりを目指して、

さらなる支援の充実をお願いといたしま

す。これも要望としておきます。

　次に、１３番目の地域生活支援事業に

ついてでございます。

　時にあった取り組みであると思います。

障害者の方が地域で安心して暮らせる社

会の実現を目指して、地域で生活する障

害のある人のニーズを踏まえて、地域の

実情に応じた柔軟な事業を実施されるよ

うお願いしておきます。これも要望とし

ておきます。

　それから、次に、１４番目のふれあい

配食サービス委託料についてでございま

す。

　私も、これ２回ほどふれあい配食の試

食をさせていただいたんですけれども、

なるほど、栄養バランスを考えてるなと

思いました。

　ふれあい配食サービスを利用されてい

る人から、市民の方からいろいろな声を

いただいておりまして、人それぞれ好き

嫌いがあると思いますが、一回、この時

点でアンケート調査など実施されてはど

うでしょうか。もう実施されてるかもし

れませんけれども、業者さんも考えてつ

くっていただいていると思いますが、既

に考えてつくっていただいていると思い

ますが。

　この点、どうでしょうか。アンケート

調査についてお聞かせ願いたいと思いま

す。

　次に、１５番目の高齢者移送サービス

事業についてでございます。

　ご答弁いただきまして、わかりました。

　さらなる充実を図っていただきまして、

無理なく利用していただきますよう、よ

ろしくお願いいたします。これも要望と

しておきます。

　次に、１６番目の次世代育成支援行動

計画策定事業についてでございます。

　子育てに喜びを感じ、次世代を担う子

どもとともに育つまち摂津を目指して、

よろしくお願いいたします。
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　子育て支援の観点からお願いしておき

たいんですけれども、これは、大阪府の

してるやつですけれども、まいど子でも

カード、これは、ホームページとか広報

せっつでも掲載していただいて、市民の

方に周知をしていただいていると思うん

ですけれども、例えば、こども育成課さ

んになるかなと思うんですけれども、こ

のチラシ等、もし窓口に来られた方、い

ろいろな手続で窓口に来られると思うん

ですけれども、もしあるんでしたら、手

渡しで渡していただけたらなと思います。

これも要望としておきますので、よろし

くお願いいたします。

　それから、１７番目の児童虐待防止キャ

ンペーン事業についてでございますけれ

ども、本市におきましては、こんにちは

赤ちゃん事業など、先駆けて実施してい

ただいております。訪問を通しての虐待

防止などを行っていただいておりますけ

れども、このキャンペーン事業につきま

しては、さらに啓発・広報等においても

頑張っていただきますよう、これも要望

としておきます。

　次に、１８番目の摂津市施設管理公社

委託事業についてでございますが、どう

か、駐車券の改定をお願いします。ちょっ

とした工夫なんですけれども、市民の方

の目線で改善をよろしくお願いいたしま

す。これは要望としておきます。

　次の、１９番目の特定健診・特定保健

指導事業についてでございます。

　ご答弁いただきまして、わかりました。

　健診率の向上がまずは大事であると考

えますので、よろしくお願いいたします。

これも要望としておきます。

　次に、２０番目のがん検診事業につい

てでございます。

　このがん検診においても、本当に受診

率向上が大事であると認識いたします。

より一層の充実・強化をお願いし、要望

としておきます。

　次に、２１番目の各健康検査事業に関

してでございますけれども、近年、この

健診においては、さまざまな観点から議

論をされているわけですけれども、発達

は、早期発見・早期療育の開始が重要で、

５歳程度になると健診で発見することが

できるのですが、就学前で発見されたの

では遅いと言われております。発達障害

は、対応がおくれると、それだけ症状が

進むと言われてます。また、就学前で発

見されても、事実を受け入れるのに時間

がかかって、適切な対応・対策を講じる

ことなく子どもの就学を迎えるために、

状況を悪化させてしまっているといった

現状であります。

　本市におきましても、一つの今後の課

題であると認識いたしますが、例えば、

３歳児健診から就学前までの５歳児健診

の実施について、どのように考えておら

れるのか、この点をお聞かせ願いたいと

思います。

　次に、２２番目の温暖化対策事業につ

いてでございますけれども、さらにお聞

きしたい点があります。

　環境省は、二酸化炭素、ＣＯ２の排出

削減のために、エコポイントの普及を推

進する制度を、来年度の新規事業として

予算化いたしました。

　エコポイントは、省エネ製品の購入や

公共交通機関の利用など、環境に配慮し

た行動をするとポイントがたまり、後で

他の商品購入などに使えるというもので

す。

　南千里丘まちづくりにおいても、温室

効果ガス削減のクレジット制度を導入さ

れる予定ということでございます。環境

に優しいまちづくりを進めるために検討

されてはいかがでしょうか。
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　この点をお聞かせ願いたいと思います。

　次に、２３番目の鳥獣飼養登録等事務

事業についてでございますけれども、ご

答弁いただきまして、よくわかりました。

　この際、聞いておきたいんですけれど

も、近年、野生鳥獣の生息分布の拡大や

生息数の急激な増加に伴いまして、農村・

漁村では、鳥獣による被害が深刻化、広

域化するとともに、人身被害も発生する

など、農村・漁業を初め住民の暮らしが

脅かされている状況にあります。

　この問題は、地域の特性、実情などが

関係してくると認識いたしますけれども、

本市においては、ハトやカラスの被害を

市民の方から何度か聞きましたが、どの

ような被害が寄せられているのか、被害

に対しての対応、対策などにどのように

取り組まれているのか、この点をお聞か

せ願いたいと思います。

　次に、２４番目の葬祭事業についてで

ございますけれども、それぞれの料金に

関しましてご答弁いただきました。

　その中で、斎場使用料に関しましては、

大人の方で、市営葬儀では５，０００円

で、そうでない一般葬儀では１万５，０

００円であるということであります。例

えば、さまざまな事情で、市営葬儀、い

わゆるセットでの料金が本当に厳しい方

に対しての料金設定を設ける必要がある

のではないかと考えますが、極端な話、

費用の面で、中には火葬のみでというケー

スもあると認識いたしますが、この点、

どのように考えておられるのか、お聞か

せ願いたいと思います。

　それから、次に、２５番目のごみ収集

処理事業についてでございますが、１点

目についてはわかりました。

　それから、２点目のついて、さらにお

聞きしたいんですけれども、近畿の自治

体が、廃棄物処理地として大阪港を埋め

立てる、先ほど、課長からも答弁あった

んですけれども、大阪港のフェニックス

計画の事業スキームが事実上破綻し、埋

立地の護岸工事を担当した大阪市など４

自治体の負担した、総額約２，０５０億

円が回収できない可能性が高いと。廃棄

物処理法改正で、ごみでつくられた埋立

地の一部に工場建設ができなくなり、売

却が困難になったためと新聞の方に記載

されておりました。

　この影響で、十数年後に必要になる、

次期処分場もめどが立たないのが現状。

都市部のごみの処分場を確保するため、

事実の枠組みの見直しが緊急の課題となっ

ております。

　また、ごみを排出するすべての自治体

で、分担・負担する仕組みづくりが必要

であるとありました。

　この件に関して、何か聞いておられた

ら、お聞かせ願いたいと思います。

　続きまして、２６番目の中小企業金融

対策事業についてでございますけれども、

さらに聞いておきたいんですけれども、

本市において、どれくらいの企業が融資

制度を利用されているのか。申請をされ

たが通らなかった事例などはないのかど

うか、お聞かせ願いたいと思います。

　続きまして、２７番目の中小企業育成

事業についてでございますけれども、さ

らにもう１点お聞きします。

　新規事業の展示商談会の内容を具体的

にお聞かせ願いたいと思います。

　続きまして、２８番目の事業所データ

ベース維持管理事業についてでございま

すけれども、平成１９年度にこの取り組

みを行ったということですが、新年度に

向けて、どのような取り組みをされるの

か、決まっておれば、ご説明をお願いし

たいと思います。よろしくお願いいたし

ます。
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　その次に、２９番目です。

　地域就労支援事業についてでございま

すけれども、合同面接会はわかりました。

広域での開催は、多くの人材と事業所の

マッチングが期待されますので、摂津市

の多くの事業所が参加されますよう、よ

ろしくお願いします。

　もう１点、技能講習で、初めて開催さ

れるフォークリフト運転技能講習と医療

事務講座の詳細を、具体的にここでお聞

かせ願いたいと思います。

　最後に、３０番目ですけれども、消費

生活相談ルーム事業についてでございま

す。

　この際、聞いておきたいんですけれど

も、例えば、本市の消費生活相談ルーム

に相談に来られて、明らかに多くの市民

の方から同じ件での相談があれば、自治

会などを通してスピーディーな情報の発

信はできないものかと考えます。

　この点についてお聞かせ願いたいと思

います。

　以上で、２回目、終わります。

○安藤委員長　大場次長。

○大場生活環境部次長　質問番号１番目

のバンダバーグ市の交流の今までの活動

の実績ということでございますが、先ほ

どのご答弁で申し上げましたように、国

際交流協会が中心となりまして、高校生

を中心とした交換留学というような形で

民間交流をしていただいております。

　過去１０年間の実績では、訪問回数が

５回で、９４人の学生、父兄も行ってお

ります。

　また、バンダバーグ市から来られてい

るのが過去４回で、５４人というような

ことで、相互理解を深めていただいてい

るかなというふうに思っております。

　それと、また、以前にも、たしか１６

年ぐらいだと思うんですけれども、バン

ダバーグ市で日本庭園をつくりたいとい

うようなことで話がございまして、何か

日本的なものはというようなことで、庭

園に灯籠というような形で、日本庭園に

置かせていただいたと。これは、国際交

流協会の費用も負担していただく中で実

施したということがございました。

　また、過去、調印いたしましたときの

協定書がございますんですけれども、そ

れを見てみますと、摂津市とバンダバー

グ市は、両市間の友好と協力の進展並び

に両市民相互の理解と善意の増進が、日

本とオーストラリアの関係をよりよいも

のにすることに大きく貢献し、環太平洋

地域、ひいては世界の平和と繁栄に重要

な役割を果たすものと信じるということ

で、両市はここに友好都市締結をするこ

とに合意し、教育・文化・スポーツ・産

業などの幅広い分野において交流活動を

促進すると。以上のことを確認するとい

うようなことで、両市長が署名したもの

がございますが、この約束といいますか、

確認に沿った形で、また今後も友好を深

めていきたいというふうに考えておりま

す。

○安藤委員長　萩原参事。

○萩原自治振興課参事　２番目の防犯推

進事業に関する２回目のご質問の、ここ

数年の本市の犯罪発生状況でございます

が、摂津警察署から入手いたしました資

料では、平成１７年は、殺人、殺人未遂、

放火などの凶悪犯の認知件数は１３件、

空き巣ねらいや忍び込み、事務所荒し等

の侵入盗の認知件数は２１５件、ひった

くりや車上ねらい、自転車盗オートバイ

盗などの非侵入盗は１，５５２件でござ

います。

　平成１８年の凶悪犯は、平成１７年と

同数の１３件、侵入盗は１５８件で、前

年に比べ５７件の減、非侵入盗は１，４
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１２件で、１４０件の減でございます。

　平成１９年につきましては、凶悪犯が

１１件で、前年に比べ２件の減、侵入盗

が１６０件で２件の増、非侵入盗が１，

３３５件で７７件の減となっております。

　刑法犯罪全体の認知件数は、平成１３

年３，１０６件をピークに、平成１７年

は、平成１６年と比べ１００件ほどふえ

ておりますけれども、年々低下しており、

平成１９年では、１，９０１件の発生で、

ピーク時と比べ１，２０５件減少いたし

ております。

　ただ、凶悪犯罪につきましては、ほぼ

横ばい状態となっております。

○安藤委員長　村江参事。

○村江生活環境部参事　７番目の質問に

答弁させてもらいます。

　確かに、委員おっしゃるように、１６

歳に達したときの切りかえ申請は、３０

日以内に本人が申請しなければならない。

これは、外国人登録法の第１１条２項に

基づくものでございます。

　この申請は、必ず本人が申請しなけれ

ばなりません。それと、代理申請が許さ

れる場合は、来庁できないほどの疾病、

その他の身体の障害が認められる場合に

限られておるということになっておりま

す。

　摂津市の現況なんですが、１６歳の切

りかえ者数は、年間約３人から５人となっ

ておるのが現状でございます。

　１６歳の切りかえで先ほどおっしゃっ

ておりましたように、高校に通っている

方、それが、平日の５時１５分までに来

庁されるのが難しい方も、場合によって

はおられるというふうに私らは思ってお

ります。この点について、摂津市の市民

課においては、１６歳の切りかえ申請に

限り、事前にご相談がございましたら、

事情を配慮し、時間外でも申請を受け付

ける等の方法をとってまいりました。今

後もその方向でいくつもりでございます。

　よろしくお願いします。

○安藤委員長　堤課長。

○堤高齢者障害者福祉課長　１４番目の

ふれあい配食サービスについてでござい

ますが、アンケート調査を実施されては

どうかというお問いでございますが、実

は、平成１７年度と１８年度に聞き取り

調査を行っております。

　聞き取り調査の内容をご紹介いたしま

すと、例えば、ご飯がかたい、ご飯の量

が多い、揚げ物が多い、おかずの量が多

い、味が薄い、野菜が少ないなどのご指

摘をいただいておりますとともに、ひざ

の痛みで台所に立つのが苦痛なので助かっ

ている、サービスを受けるようになって

栄養面が安心、配食をとる前は、昼は欠

食することもよくあったが、毎日食べら

れるようになり、体重が増加し、精神的

にも落ちついた、弁当の内容には満足を

しているなどという評価もいただいてお

ります。

　私どもも実際に試食をするなどして、

業者にもアセスメントの結果を伝えてお

りますが、先ほど、南野委員からも、脂っ

こいというお話もありましたが、逆に、

味が薄いというご意見もありまして、好

みというものが、非常に個人によりまし

て多様で、対応が難しいのが現状でござ

います。

　なお、夕食につきましては、ご飯のか

たい、やわらかいの希望をお聞きしてお

りますほか、刻み食等にも対応をさせて

いただいております。

　今後とも、市民サービスの向上のため、

検討を重ねてまいりたいと考えておりま

す。

　よろしくお願いします。

○安藤委員長　水田次長。
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○水田生活環境部次長　大阪湾フェニッ

クス計画に係ります各市の負担金の状況

ということでございますけれども。

　予算項目からまいりますと、広域廃棄

物埋立処分場整備委託料ということになっ

ておりまして、まず、一般廃棄物の広域

処理対象の自治体が１７５市町村ござい

まして、これが構成しております大阪湾

の広域処理場整備促進協議会というのが

ございまして、毎年、新年度の事業負担

について、前年度に説明会がございます。

２０年度事業の予算におきましては、１

９年９月に説明会がございました。２０

年度の事業で行いますと、まず、負担金

の仕組みなんですけれども、２０年度の

事業の内容によっても若干変わってまい

りますけれども、１期工事が、尼崎沖と

泉大津沖がございまして、その埋立地の

中の排水処理施設の整備を行うと。それ

から、２期計画では、神戸沖と、今回、

２０年度から行います大阪湾での事業と

いうことで、これも、場内埋め立ての整

備事業等々ございまして、それの全体の

事業費の中から、各市町村の処理量を持っ

てまいりまして、それから、各市町村の

事業費を算出しているということで、そ

ういう負担金になるわけですけれども、

各市町村の事業費の中から、補助金の２

分の１の割合の中で、そこから委託料を

算出しているというのが仕組みでござい

ます。

　協議会の中で、今おっしゃってるよう

に、そういうスキームが破綻していると

いうことで、各市町村に何かそういう話

があったかということでございますけれ

ども、詳しくは、その辺の話はなかった

んですけれども、ただ、今、その負担金

の仕組みのことに対しまして、２１年度

の予算につきましては、そういう、今おっ

しゃっているような話も多分あったかな

というふうに思うんですけれども、それ

も含めた中で、若干の総事業費が変わる

んではないかなということの説明はあっ

たんですけれども、それも、２１年度の

事業費の負担金の説明は、また改めて説

明がありますよということで回答を受け

ておるんですけれども。

○安藤委員長　福永次長。

○福永保健福祉部次長　３歳半健診以後、

就学前健診までの間の５歳児健診につい

ての考え方についてでございますが、現

状では、３歳半健診やそれぞれの乳幼児

健診の二次健診であります約束健診等に、

こども育成課の家庭児童相談室の方から

も、心理発達相談員の先生に出向いてい

ただいて、これらの発達障害のあるお子

さんへの支援を、摂津市全体での子育て

支援ネットワーク推進会議での取り組み

という位置づけで考えて、実施してきて

おります。

　実際に、３歳半健診で、先ほども申し

上げましたように、広汎性発達障害や注

意欠陥多動性障害等のお子さんが、一部

発見もされているんですが、委員がご指

摘のように、５歳児ごろに初めて問題に

気づくというお子さんも、軽度の場合は

あるというのが実情だと思っております。

　摂津市におきましては、一方で、保育

園や幼稚園の就園率が非常にようござい

まして、先ほど、３歳半健診の受診率が

やや他市に比べても低いわけなんですが、

保育所や幼稚園での、園の中での健診の

充実もしていただいているという流れ。

それから、家庭児童相談室の方が、保育

所や幼稚園へ巡回相談等も行っておりま

して、園でのご相談のあるケースとかを

いち早くキャッチできる体制がとられて

いるというような状況にございまして、

こども育成課や家庭児童相談室とも、５

歳児健診についての考え方を、内々では
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ございますが相談をしましたこともござ

いますんですが、現状のネットワーク体

制が非常にうまくいっているという状況

で、これをよりしっかりと充実させると

いうことで、子どもたちの日常の状況を

とらえている先生や親御さんからの相談

を受け付けられるのではないだろうかと。

健診という一場面の、ある一定のところ

だけの子どもたちの様子というよりは、

日常生活の中から発見できる方がよりい

いのではないだろうかという考え方に現

在は落ちついております。

○安藤委員長　池上課長。

○池上環境対策課長　２２番、２３番の

２点のご質問についてご答弁申し上げま

す。

　１点目のＣＯ２削減に応じてのクレジッ

ト制度によるエコポイント制の検討につ

いてでございますが、まず、南千里丘ま

ちづくりは、民間活力の導入による官・

民連携による地球温暖化問題のＣＯ２削

減の発信モデル地区とし、まちづくりに

かかわる産・官・学・市民が具体に取り

組むことにより、環境意識が育つまちと

して、全国に発信することとされており

ます。

　そのことから、今後、本市、ジェイ・

エス・ビー、阪急電鉄が連携・協力を前

提に、３者の役割を明確にしながら具体

化していくことと認識してはおります。

　これから、南千里丘のまちづくりが進

む上で、モデル地区の全国発信を機会に、

市全体においても、温暖化対策の推進を

より一層努めてまいり、市民の発意なり

活動を支援していきたいとは考えており

ます。

　南千里丘地区に導入されるような、Ｃ

Ｏ２削減に応じて、クレジット制度によ

るエコポイント制を取り入れ、建物の建

設から市民の生活まで、トータル的にＣ

Ｏ２削減の取り組みができるよう設計が

されると認識しております。

　市全体においては、現在、既にＣＯ２

削減に取り組まれております環境家計簿

の参加者の方々にも、同様に、南千里丘

地区の方々と同じように取り組むことで、

何かメリットがある方策を、今後検討す

べきであるとは考えております。

　そのためにも、支援策等の仕組みづく

りについて、市民環境ネット・せっつの

皆様や市民団体等の方々と協議・検討を

重ねてまいりたいとは考えております。

　２点目の、土鳩等の有害鳥獣の被害状

況及び対策についてでございますが、ま

ず、カラスについての相談は、自治振興

課に年数件の、ごみ散乱等による電話相

談があったとは聞いております。主に、

防除グッズ等を利用するなどの助言で、

今のところは済んでいるようと聞いてお

ります。

　環境対策課での有害鳥獣の被害やその

対応については、まず、有害鳥獣の捕獲

を目的としたケースが、この１９年度に

は２件ございました。いずれも、土鳩の

ふん害による有害鳥獣捕獲にかかわるも

のでございまして、被害発生場所は、事

業所、府営住宅の各１件でありました。

　処理の流れとしましては、まず、電話

での相談の受け付け、次に、大阪府の狩

猟者登録を受け、かつ狩猟免状を有する

捕獲事業者より、捕獲の許可申請があり

ました。それをもとに、市において有害

鳥獣捕獲許可事務取扱要領及び鳥獣捕獲

許可に係る審査基準に基づき捕獲許可を

おろし、捕獲等の処理を行っていただき

ました。

　これからも同様の相談があると思われ

ますが、しっかり対応してまいりたいと

は考えております。

○安藤委員長　阪口健康推進課参事。
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○阪口健康推進課参事　それでは、葬儀

にかかわります２回目につきましてご答

弁させていただきます。

　まず、最初、１回目のご答弁の中で、

葬儀の企画、中身で、私、葬儀の人数、

２名の人員を配置というふうにご答弁さ

せていただきましたが、契約の中で、補

助職員２名をつけるということで、「き

く」以外につきましては、合計４名、

「きく」については３名というふうな人

員配置で市営葬儀を運営するというふう

なことで現在進めております。

　それで、先ほど、委員のご指摘のよう

に、近年、火葬のみというふうなケース

もご相談を受ける場合がございます。火

葬の料金につきましては、１万５，００

０円と５，０００円の格差がございます

が、ご家族のご負担される費用には、こ

の火葬料金のほかに、火葬のみの場合で

あっても、ひつぎとかドライアイス、も

ろもろのそういう物品がどうしても必要

と、それと、霊柩車の手配も必要という

ことでございます。最終的に葬儀社に支

払われる額は、これの総額が、いわゆる

個人間のやりとりでなされておるという

ふうなことになってます。

　この費用につきましては、それぞれ葬

儀社さんによってばらつきはございます

けれども、今まで、葬儀社さんからヒア

リングした中では、大体、私ども市営葬

儀で設定しております「きく」料金、簡

易なバン型の霊柩車をご利用いただいた

ときの１１万８，６００円、これを上回

る額で、直送の場合であっても、直送と

いう言葉が適切かどうか、ちょっとこの

辺は議論があるところなんですけれども、

「きく」料金を上回る価格で設定されて

おるというのが現状でございます。

　私ども、市営葬儀を見直しましたとき

に、指定業者さんといろいろな協議を行

いましたが、特に、この「きく」料金を

設定するときにつきましては、他の種別

と切り離しまして、若干、コスト的には

非常に厳しい条件で業者さんにお願いを

したというような経過もございます。

　私どもといたしましては、火葬のみを

ご希望される市民の方につきましては、

この「きく」をご利用いただくことで負

担の軽減をお図りいただきたいというふ

うに考えておりますので、よろしくご理

解賜りますようお願いします。

○安藤委員長　水田次長。

○水田生活環境部次長　先ほどの、大阪

湾フェニックスの負担金の件で補足させ

ていただきます。

　私、先ほど説明させていただきました

負担金につきまして、埋め立てなどに係

ります整備においての負担金ということ

で、ご質問されておりました護岸工事に

係りますものではございませんで、そう

いう話があったのかということですと、

あったということで、補足させていただ

きます。

○安藤委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　それでは、産業振

興課にかかわります５点のお問いにお答

えします。

　２６番目の中小企業対策事業の融資制

度にかかわります実行件数でございます

が、年平均３０件前後で、平成１８年度

は３７件と多く、１９年度は、この２月

末時点で３１件と、例年のペースに戻っ

ております。

　この実行件数に対しまして、受け付け

件数は約１割５分程度多く、例年、５件

程度の事業所が融資実行不可能事業所と

なっております。

　主な却下要因は、調査時に事業を行っ

ているものの、その事業を行う資格を得

ていない事業所であったとか、設備資金
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で、融資申し込みを行う前に、既に施設

を購入してしまっている等が主な要因に

上げられます。

　しかし、保証協会での市の融資制度に

かかわる審査は、行政による公共的支援

との配慮がなされているということが根

本にあると聞いております。

　２７番目の出展補助の具体的な内容に

ついてでありますが、代表的な商談会と

いたしまして、１０月に開催されます、

大阪商工会議所主催、府後援の大阪勧業

展で、昨年は、府立体育館で、２５０企

業の出展者数のもと、約７，０００人の

来場者があり、出展料は、１ブース７万

３，５００円で、参加事業所には、２分

の１の３万６，７５０円を補助してまい

ります。

　昨年は、本市からも機械製造関係３社

が参加されており、延べ二日間で、多い

事業所で約２５０社、少ない事業所でも

５０社と、何らかのかかわりを持ったと

聞いております。

　２８番目、星翔高校学生によるホーム

ページ作成の今後についてでありますが、

今回のモデルで、課題として浮かび上が

りましたことは、生徒が作成作業に時間

が費やせますのは、１１月ごろから１月

ごろまでのわずかな期間で、かつ毎年こ

の作成事業に参加してくれる３年生の生

徒が集まるかどうか等であります。

　平成２０年度は、同じような時期から

生徒を募り、何人集まるのか、何社でき

るのか、そして、どのような経費を生じ

るのか等の結果、情報を収集しながら、

毎年、固定的に行っていけるのかを見き

わめていきたく思っております。

　２９番目の就労支援の新規事業につい

てであります。

　まず、フォークリフト運転技能講習で

ございますが、これは、茨木市内の大阪

労働局登録教習機関の新キャタピラー三

菱にて１０名を募集し、四日間、３１時

間の実施訓練を受講いただき、資格取得

後には、市内運送業への就職に貢献でき

ればと希望を持っております。

　また、医療事務講座は、市内公共施設

において、２０名の予約で、約２か月間

の間に、１回２時間３０分の２２回にわ

たっての講義を受けていただき、合格後

には、求人の多い医療機関へ派遣する専

門会社への就職に結びつけていただきた

く考えております。

　３０番目の相談にかかわる、相談ルー

ムからの情報の発信についてであります

が、現在、各市町村の消費者生活相談に

寄せられました相談は、全国消費者生活

ネットワークのパイオネットを通じて、

内閣府所管の独立行政法人国民生活セン

ターに集約され、約、件数は、年間１０

０万件を超えております。ただし、この

国民センターは、あくまで情報提供のみ

で、例えば、広告メールの規制では、送

信業者の対応は総務省、広告主は経済産

業省と異なり、対策もばらばらで、後手、

後手に回ることから、現在、国におきま

しては、消費行政の一元化について取り

組みが行われているところであります。

　本市でも、年間約６００件近い相談を

受けており、そこからは、全国的か関西

圏か、府内か、そして、市内か、委員が

指摘されておりますような共通の相談事

象が発生することは十分考えられます。

幸い、新年度より本市ホームページが更

新され、各課のトピックスは瞬時に掲載

することが可能になりますので、相談事

象が一つの事件として注意喚起や対応策

の情報発信が必要となりました場合は、

その情報を掲載してまいりたく思ってお

りますとともに、事象によりましては、

自治会や民生委員さんなど、情報提供す
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るような体制の確立も関係化と協議して

まいりたいと考えております。

○安藤委員長　南野委員。

○南野委員　丁寧なご答弁ありがとうご

ざいます。それでは、３回目、行わせて

いただきます。

　１番目のバンダバーグ市の友好都市締

結１０周年記念行事についてでございま

すけれども、人と文化が交流する、世界

に開かれたまち、そして、行政を目指し

ていただき、友好都市バンダバーグ市と

の交流を通して、摂津市の子どもたち初

め多くの市民が外国人と触れ合うきっか

けづくりを行い、異なる文化や生活様式

を持ち人々との理解を深められるよう、

お願いしておきます。要望としておきま

す。

　２番目の防犯推進事業についてでござ

いますけれども、広報にも、防犯特集と

して、自分の身は自分で守ろうという見

出しで掲載していただいておりましたが、

今回、新たに、犯罪被害者等支援条例を

設定されましたが、これに伴って、さら

に地域との連携を強めていただき、犯罪

の発生しない環境づくりを推進されるよ

うお願いしておきます。これは要望とし

ておきます。

　次に、７番目の外国人登録事務事業に

ついてでございます。

　ご答弁いただきまして、よくわかりま

した。引き続き、丁寧な対応で、どうか

よろしくお願いいたします。要望として

おきます。

　それと、１４番目のふれあい配食サー

ビス委託料についてでございますけれど

も、アンケート調査をとっていただいた

ということでございます。さらなるきめ

細かなサービスの提供をしていただきま

すよう、これも要望としておきます。

　それから、２１番目の各健康診査事業

に関してでございますけれども、ご答弁

いただきまして、さまざまな観点から取

り組んでいただいているということであ

りました。

　５歳児健診の実施については、このこ

とも視野に入れていただきながら、今後

取り組んでいただきますよう、よろしく

お願いいたします。

　それと、２２番目の温暖化対策事業に

ついてでございますけれども、エコポイ

ント事業は、今後の国民運動の柱となる

取り組みとなる環境施策でありますので、

どうか、新年度の検討課題として、上げ

ていただくことを要望としておきます。

　それと、２３番目の鳥獣飼養登録等事

務事業についてでございますけれども、

市民の方からさまざまな形で被害の報告

があると思いますけれども、どうか、丁

寧な対応で、引き続き取り組んでいただ

きますよう、これも要望としておきます。

　それと、次に、２４番目の葬祭事業に

ついてでございますけれども、ご答弁い

ただきまして、わかりました。

　その中で、僕もちょっと調べさせてい

ただいたんですけれども、摂津市斎場条

例の第１６条に、市長は、公益上、その

他特別の理由があると認めるときは、使

用料を減額し、または免除することがで

きるとありました。この中身については

いろいろな状況が考えられると思うんで

すけれども、このこともちょっと視野に

入れていただいて、厳しい方に対しての

料金の設定を、ぜひ今後検討していただ

きますよう、よろしくお願いしておきま

す。要望としておきます。

　それと、２５番目のごみ収集処理事業

についてでございますけれども、この際、

ちょっと聞いておきたいんですけれども、

本市では、焼却に伴って出る焼却灰を埋

立処理するため、過去においては、民間
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の埋立処分場に、そして、平成４年２月

からは、公共の大阪湾広域臨海環境整備

センターの大阪基地までの運搬業務を随

意契約で任意されておりました。

　ここで、平成１６年６月にも、副市長

の方から、定例会で答弁いただいてるん

ですけれども、ごみ収集の委託業者の契

約方法の話、随契から競争入札へ、５年

後には、すべてこの問題は随契から入札

に移すということをもって処理をしたい

というのが、今、市の基本的な考えてい

る中身でありますということで答弁いた

だいてるんですけれども、その後、方向

性、先ほども、ちょっと答弁の中であっ

たと思うんですけれども、どうなったか、

副市長からご答弁、ここでちょっといた

だきたいと思います。

　次に、２６番目の中小企業金融対策事

業についてでございますけれども、国、

府、市町村においての経済対策は、円滑

な資金繰りであり、本市では、限度額は

ともかく、利子補助など、一歩先に出た

補助であるということが理解できました。

とりわけ、小さな事業所にはありがたい

ものだと思いますので、引き続き、制度

の維持充実に努めていただきますよう、

要望としておきます。

　それと、２７番目の中小企業育成事業

についてでございますけれども、ご答弁

いただきましてわかりました。

　これも、研修補助同様、出展されて初

めて成果があるものでありますので、多

くの事業所が出展されるよう、周知の徹

底をよろしくお願いしておきます。要望

としておきます。

　２８番目の事業所データベース維持管

理事業についてでございますけれども、

事業所にとりましても、ホームページは

パンフレットとして必要で、データベー

ス事業を行う上でも重要であり、また、

生徒にとって、仕事の現場を体験できる

ことは貴重な経験であると思います。ぜ

ひ今後も続けていただきますよう、これ

も要望としておきます。

　それから、２９番目の地域就労支援事

業についてでございます。

　就労困難な市民の方が、一人でも多く

就労に結びつきますよう、引き続き、有

意義な講座の開催をよろしくお願いして

おきます。これも要望としておきます。

　最後に、３０番目の消費生活相談ルー

ム事業についてでございますが、国にお

いての消費行政の一元化は、今回の輸入

冷凍食品の中毒事件でも必要なことが明

らかでありますが、それとあわせて、速

やかな地域住民への情報提供が求められ

ておりますので、市内関係機関の情報共

有及び対策に向けた連携の構築をお願い

しておきます。

　以上で３回目を終わります。

○安藤委員長　では、答弁を求めます。

　紀田部長。

○紀田生活環境部長　一般廃棄物の収集

運搬の、今、随意契約という形でさせて

いただいておりますが、それを、今後、

競争入札に付していくということで、副

市長の方から答弁いたしております。

　その線に基づいて、今の状況を若干説

明させていただきたいというふうに思い

ます。

　一般廃棄物については、法律の中で、

委託基準というのが定められております。

例えば、法の中で、政令という部分にな

るんですが、法を受けて、政令の中で、

委託する場合の基準ですね、一つは、受

託者が受託業務を遂行するに足りる施設、

人員及び財政的基礎を有し、かつ受託し

ようとする業務の実施に関し、相当の経

験を有する者であることというようなこ

とが政令の中で示されております。
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　そういったことから、やはり経験とい

うことをどういうふうに勘案しながら、

今後、入札していくかということが一つ

の大きな課題ではないかなというふうに

考えております。

　当然、我々も、いつまでもその随意契

約を固執するというわけではございませ

んで、実際、他市において、一定、競争

入札されて、全く、その地域での経験は

持っておられないですけれども、他市で

そういう経験を持っておられた方、ある

いは市の方でその収集の経験はないんで

すけれども、それ以外の一定許可をしな

がら、家庭系の経験はないけれども、事

業所を回っておられて、一定、摂津市内

の地域を十分ご存じの方であるとか、そ

ういった方も含まれてこようかというふ

うには考えられますが、そういったこと

を考えながら、一定、どういったところ

に対して入札を認めていくかということ

も、今後十分検討しながら、円滑に移行

できるようにということで検討しており

ます。

　あと、もう１点、フェニックスの関係

で、一部、私ども、水田次長の方から答

弁させていただきましたように、我々、

環境セクションに対しては申し出がない

ということなんですが、このスキーム自

身は、基本的には、要は、ごみを埋め立

てる器を、建設省が整備する、建設省と

いいますが、実際主体となっておられる

のは港湾局です。国からの補助を受けて、

港湾局が外堀といいますか、外壁を整備

されるわけです。外壁を整備された中に、

私ども、ごみを持ち込んで埋めていく。

ただ、埋めていっても、雨が降ったりと

かいうことで、排出施設も必要になって

きますし、一定、その管理部分が、いろ

いろな設備も必要になってまいりますの

で、その中の設備については、我々環境

サイドの方が負担していっている。

　ところが、従来のスキームですと、一

定、外側の外壁を設置した運輸省なり、

そういう港湾局が、ごみが埋まれば、そ

れをよそに売却して、それで大体ペイが

できるという試算のもとにそういう事業

が進んできたわけですけれども、逆に、

今までごみがどんどんどんどん減量化さ

れていくと、当初は、１０年で埋まると

いう予定が２０年かかったということに

なると、その間の金利負担が、当然、当

初の収支より予定が狂うということもご

ざいまして、そういう意味での、従来の

スキームは破綻したかなというようなこ

とを私も聞いたことがございますし、実

際、そういった問題については、建設省

の方から港湾局の方にそういった打診は

されているというふうには聞いておりま

す。

　ですから、今後、その必要となってま

いります廃棄物最終処分地ですね、それ

については、我々環境サイドだけが独自

に、といいますのは、各市町村がお金を

出し合ってできるかいうと、かなりその

費用的には、外の外壁の方が高くかかっ

ているということも聞いておりますので、

ちょっと頭の痛い問題だなというふうに

は認識しております。

○安藤委員長　南野委員。

○南野委員　ありがとうございます。

　この２５番のごみ収集処理事業につい

てでございますが、ご答弁いただいたん

ですけれども、契約のことに関しまして

は、さまざまな過去からの経緯があると

存じますが、今後、随意契約を一般競争

入札にどうか切りかえていただきますよ

う、これは要望としておきます。

○安藤委員長　次、山崎委員。

○山崎委員　一般会計と補正予算ですね。

年末から、いろいろ皆さんご苦労されて、

－�40�－



提案されてきた予算ということは承知し

ておりますけれども、今年度の民生費、

この全体の伸びを金額で見ると、１．９

％ふえているようなんですけれども、一

般財源で見ますと、民生費いうのは非常

に国やら府からの補助金がたくさん出る

ということで、金額で少し減ってるんで

すね。全体に対する比率も３３％から３

０％。対して、土木費が、金額で３５％

伸びているということですから、この民

生費そのものとしては、全体から見ると、

押し縮められた感じが、私、ぬぐえない

んですけれども。

　今、暮らしが大変だという認識あると

思うんですけれども、市政の軸足を、ぜ

ひ市民の家計に置いていただけるよう、

必要な予算は削らないという立場で、一

層頑張っていただきたいと思っておりま

すので、それだけ一言申し述べて、質問

に入っていきたいと思います。

　まず、歳入なんですけれども、予算書

３２ページで、補足説明いただきました。

被害者負担金、これ、私、ちょっと、歳

出の方での対応する部分がちょっとわか

らなかったので、教えていただきたいと

思います。

　それと、同じく予算書４１ページと４

７ページのあの衛生費、市民総合健診が

なくなったということで負担金がなくな

るということなんですけれども、これの

相当分が、今度、国保で健診事業、移っ

てくるという部分では、国、府が相当分

負担というのが入ってくるのかどうかと

いうのをお聞かせいただきたいと思いま

す。

　歳出に入りますが、これは概要でお願

いします。

　１８ページ、予算書では７８ページに

なりますが、水道料金減免の繰出金が増

額されてるんですけれども、これは対象

者がふえると見てよろしいんでしょうか。

　それと、概要２５ページになりますが、

防犯灯対策、３６ワットへの切りかえと

いうこともご答弁いただいてまして、こ

れ新設の予算の、この１７０万円で、こ

れ取り替えの部分も入ってということな

のでしょうか。新しく街灯がどのくらい

つくということになるのかということを

聞かせていただきたいと思います。

　それから、概要で、２９ページ、犯罪

被害者支援の新条例、条例そのものは、

また話させてもらおうと思うんですけれ

ども、生活支援事業、ヘルパーですとか、

住宅の敷金から家賃の話も出ましたので、

これに当たる条件とか、この運用の仕方

についてのちょっと考え方が、固まって

いる部分を教えていただきたいと思いま

す。

　それから、概要の３６ページのこれ住

基ネットの委託料がなくなったのは、こ

れはオープンシステムに移行ということ

で理解してよろしいのでしょうか。

　それと、戸籍システムの借上料という

もの、これの説明と、増額になっている

この説明をお願いしたいと思います。

　概要４２ページで、社会福祉協議会、

これは補助金がありますけれども、社会

福祉協議会の、改めて業務内容というか、

どういう形かということを教えていただ

きたいと思っております。

　というのが、市営住宅の建て替えとと

もに新しい施設をつくって、そこへ移転

するということを聞いておりますけれど

も、引っ越しの費用なども発生すると思

うんですけれども、こういった中身につ

いて、移転にも、わかる範囲で、どういっ

た事業になってくるのかということを教

えていただきたいと思います。

　それから、４３ページの千里丘駅のエ

スカレーターの点検委託料、これが増額
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になっているのは何かということですね。

ホーム側の増設は市としては関係ないん

じゃないかと思っておりますので、よろ

しくお願いします。

　それから、４３ページのかがやきプラ

ンなんですけれども、大分ご説明いただ

いてますけれども、どういうところにこ

のプランを作成、委託の中身ですね、調

査とか事業計画だとかいろいろあると思

うんですけれども、委託の中身と、プラ

ンそのものの策定は庁内でやられるのか、

責任がどこにあるのか、大きくは、介護

保険料の中身になってくると思うんです

けれども、公募を３名にするということ

なんですけれども、これはどういう方で、

利用者という形の声が生かせるのかどう

かということをお聞きしたいと思います。

　４４ページのコミュニティーソーシャ

ルワーク、ＣＳＲの事業ですけれども、

これ、今度の機構改革で地域支援が移っ

たりすることで仕事の中身が変わってく

るのか。地域包括支援センターとの関係

とあわせてお聞かせいただきたいと思い

ます。委託ということなので、活動の内

容も教えていただきたいと思います。

　次に、４４ページにいきますと、ケア

プランの原案作成委託料というのがある

んですけれども、基本、直営で包括支援

センターやられていると思うんですけれ

ども、これまでにも、民間にケアプラン

そのものの作成を一部お願いしてきてい

るということをお聞きしてますけれども、

この原案作成委託というのは何かという

ものをお聞かせいただきたいと思います。

　それから、同じく４４ページ、つくし

園、第一児童センターの屋根のふき直し

と外壁補修ということなんですけれども、

２年間で、来年度になるんですか、はば

たき、ひびき、これもかなり古くなって

きてますけれども、こちらの来年の分に

なりますけれども、この補修内容につい

ても、わかる範囲で教えていただきたい

と思います。

　これまでにも、この設備そのものとは

違いますけれども、安威川以南の児童の

活動拠点というか、そういう検討もされ

ていると思うんですけれども、児童セン

ターの補修とは別に、どうなっているの

か。

　概要５５ページで、地域子育て支援セ

ンター、ことしはキッズポテトも入れて

５か所になるというふうなことも聞いて

ますけれども、安威川以北に集中してい

るようですので、教えていただきたいと

思います。

　それから、４５ページ、障害者の雇用

助成制度ですけれども、これの助成があっ

たのがなくなっていくということだと思

うんですけれども、当市としては、最長

２年間延長ということも書いてるんです

が、どういうことになっていくのかとい

うことで、あと、その助成がどのくらい

の割合だったかというのと、１８年度の

決算では、これ２０３万円の実績なんで

すけれども、１９年度、どのくらいにな

りそうだということなのか、予算額がずっ

と同じなんですが、これ精神障害者がこ

としは拡大されるということだと思うん

ですけれども、これで伸びないと見てお

られるのか。精神障害関係の症例という

か、お知らせするのがどうなっていくの

かというのもお聞かせください。

　次に、４６ページ、共同生活支援で、

これ給付費が、多分、款、項が大分動い

たんだと思うんですけれども、サービス

費の給付費、後から出てくる分でまとめ

られてしまったのか。昨年との対比がちょっ

としにくいので、お聞かせいただきたい

と思うんですけれども、府営住宅なども

使って、グループホームの開設が非常に
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進んでいるようなんですけれども、どう

なっているのかお聞かせください。

　この地域支援事業全体なんですけれど

も、例えば、障害者のデイサービスが、

昨年の当初予算が７７４万円、ことしが

５２５万円ですね。入浴サービスが３９

３万円が７５６万円に変わってるんです

けれども、身体と精神障害、知的障害、

まとめられたり、老人、児童が外された

りしてまして、比べにくくなっているん

ですけれども、この１８年度決算もしく

は１９年度の見込みでも結構なんですが、

１８年度の決算では、身体障害者のデイ

サービスが３４９万円、実績ですね、入

浴が、委託料で６５万円になってるんで

すけれども、デイサービスでは知的障害

は１０万円ですね。これで、実績という

か、これと今度の予算との対比をしてい

ただけないでしょうか。とりあえず、金

額の大きいガイドサービス、それから、

デイサービスと入浴サービス、この三つ

を教えていただきたいと思います。

　それから、同じ概要４６ページの、障

害者の福祉計画の策定ということなんで

すけれども、これに当たっての調査と検

証、目標の設定、事業計画がどうなって

いくのか。これが、両者の意見を入れて

ということを、先ほどの答弁の中でもア

ンケートというのがありましたけれども、

これは、中に、アンケートだけで利用者

の意見を酌み上げるということであるの

かどうか、聞かせていただきたいと思い

ます。

　それから、４７ページの介護保険の繰

出金についてですけれども、介護会計で

も伺いますけれども、これ、市の負担分

が幾らになっているのかお聞かせくださ

い。

　同じページで、訪問介護の助成ですけ

れども、障害者で介護保険を使う方に限っ

ては助成を受けられるということですね。

これが、人数がどのくらいになって、経

過措置ということにもなってますけれど

も、どのくらいの期間を言われるのかと。

これは障害者ですから、自立支援との負

担との違いを教えていただきたいと思い

ます。

　それから、同じく、社会福祉法人の介

護特例補助というのについてご説明お願

いします。これ、どうすれば、この社会

福祉法人、利用者負担軽減ができるのか。

条件とか、実績は、公営の事業所だけな

のかどうか、ちょっとお聞かせいただき

たいと思います。

　それから、４８ページの老人クラブ、

これ加入者の推移をお聞かせ願えればと

思います。

　それから、国保に入りますが、国保と

老健のこの繰出金ですね、これはいつも

聞かせてもらってますけれども、法定外

で、保険料軽減分がどうなっているのか、

またお聞かせください。

　それから、今度、国保の法定繰り入れ

が、給与安定化支援、多くの部分が増額

されているんですね。中身についても教

えていただきたいと思います。

　ことしの国保の繰り出しは８億５，０

００万円ですが、後期高齢者の移行があ

ります。一般財源が５億７，０００万円

で、後期高齢者への支援が１０億４，０

００万円という大きな出があるんですけ

れども、ここへの影響が、この繰出金に

与える分がどのくらいあるのかというこ

とをお聞かせください。

　後期高齢者移転後へ、一般会計からの

運営事業そのものは３億６，０００万円

の負担ということなんですけれども、こ

れは、ことし、老健で言う、残り、業務

５，４００万円と５３万円は別として、

昨年の３億８，０００万円の老健の繰り
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出しに比べると、負担が減ったと考えて

よいのかどうか。

　それから、同じ特会への繰り出しで、

これ７，５８５万円が後期高齢者の特会

への安定繰り入れということなんですが、

これが、収納率が悪くなると、ここをふ

やすというか、そういうことがまた起き

てくるのかどうか。連合へのこの法定の

負担が、さっきの３億６，０００万円と

いうことですから、この特会への繰り出

しの性質というのを教えていただきたい

と思います。

　それから、４９ページの緊急通報装置

設置、減額されている中身ですね。

　それから、５０ページで、ふれあい入

浴のこの見込みですね、子どもさんへ拡

大されるということですから、こういう

ことの周知と取り組みを教えていただき

たいと思います。

　それから、高齢者の住宅支援が１００

万円から６０万円に補助額が下がったと

いうこともあるのかもしれませんけれど

も、これ減額になってきた中で、利用者

がちょっと減ってきているということだ

と思うので、住宅改造費用助成の減額の

中身も教えていただきたいと思います。

　先ほども取り上げられてましたけれど

も、高齢者の移送が、１０月から、現行

ではいけなくなった。私、この間、お年

寄りで、ちょっと骨を折って、救急車で

行くほどではないけれども、動けないと

いうことで、週明けに病院行きたいとい

う方、聞きましたんですが、なかなか介

護タクシーとかと言うたら、もう週明け、

月曜日、満杯で、どこもとれないという

ことが、状態としてやっぱりあるみたい

なので、ここをしっかりやっていただき

たいと思うんですけれども。

　先ほどの答弁では、１０月以降、どう

いうふうになっていくのかというのがちょっ

とわかりにくかったので、もう一回教え

てもらえたらと思います。

　それから、５３ページの老人医療費助

成ですね、これは、後期高齢の医療が導

入されるということなんですけれども、

これは、かかわらず、府の制度そのもの

も変更がないという説明をずっと受けて

いるんですけれども、これ、知事がかわっ

ても変更ないと思うんですが、この制度

がこのままであるならば、どうして、昨

年比で、全体１，５６３万円減額になっ

てきているのかということを教えていた

だきたいと思います。

　それから、こども育成課でいきますと、

５５ページ、地域子育ての支援、いろい

ろな形で国や府からも多くの補助がつい

ておるわけですけれども、この補助の継

続性についてお聞かせください。

　それから、子育て支援短期利用の増額、

それから、家庭児童相談室の臨時職員の

増額と器具の中身、それから、授産施設、

これすべて増額なんですが、これの理由

を教えてください。

　それから、次世代育成のニーズの調査

というの、これ中身ですね、これを、ど

ういう機関に委託をされて、調査のこの

規模ですね、どういった形に聞くのかと

いうこと、内容についてお聞かせいただ

きたいと思います。

　５６ページの児童虐待のオレンジリボ

ンということなんですが、これちょっと

大分聞いていただきましたからわかった

んですけれども、形ですね、これブルー

リボンみたいに、バッジみたいなのを用

意されるのか、それとも、普通のオレン

ジリボンなのかなというのをちょっと聞

かせていただければなと思います。

　それから、児童手当及び児童扶養手当

についてですけれども、同じ５６ページ

ですね、これは、対象者の推移とか見込
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みを教えていただきたいと思います。扶

養手当については、削減の方針を政府が

一部凍結と言っておりますけれども、ど

ういう中身になるのかお聞かせください。

　次のページにかかりますけれども、保

育所の管理運営について伺います。

　まず、待機児童の推移、それから、非

常勤職員の賃金、これ若干上がっており

ますけれども、これ、人件費は総務なん

でしょうが、一般職、こどもの育成課７

７人これおられますけれども、人件費全

体で下がっていると。今回は、課長職、

所長職の兼務などというのがあったとい

うことも聞いてますけれども、この現場

管理が大丈夫なのか、職員のモチベーショ

ンなども懸念するんですけれども、この

賃金とか人件費ですね、非常勤の、どの

ように整理検討されたのかを聞かせてい

ただきたいと思います。

　それは、そもそもこの非常勤のあり方

の仕事のあり方、正規職員との違いを説

明していただきたいと思います。

　それから、同じく、保育所の管理で、

修繕費が３８０万円上がってるんですけ

れども、これと別に、あと、５８ページ

で４６０万円上がっている、これの中身

をお知らせください。

　それから、５８ページの母子自立支援

員、これ条例改正もあるんですけれども、

一般職になって増額になりますけれども、

これまでの報酬が、例年どうなっていた

のか、ちょっと聞かせていただければと

思います。

　それから、５９ページの、乳幼児の医

療とひとり親医療の助成について、条例

改正もありますけれども、予算としての

対象数、この中身について聞かせていた

だきたいと思います。

　乳幼児の分については、金額として扶

助費が６５２万円減額になるということ

なので、お願いいたします。

　それから、生活支援の部分ですね、今

度、機構改革で、生活保護が今までの業

務とこれ変わっていくのかどうか。扶助

費の増減がこれまたないわけなんですけ

れども、中身が変わるのかどうか。補正

で大幅減額がされておりますけれども、

これは関係あるのかということですね。

　ケースワーカーが、対象者がふえてく

るということで、今、仕事が大変だとい

うことを聞いておりますけれども、この

業務が今度の機構改革でどう変わってい

くのか。ぜひ、相談業務が充実して、貧

困の解決につなげられる生活支援に変え

ていっていただきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

　それから、６２ページ、保健センター

の管理委託料、これ減額されている中身

をお聞かせください。

　医師不足の問題が非常に注目されてお

りますけれども、休日応急診療所などは

どうなっているのかお聞かせください。

　６３ページの健診事業ですね、これ、

特定健診がこういうふうに移って、保健

指導というのがここにも入ってるんです

けれども、これは国保との保健指導とは、

これすみ分けていかれるのかどうかとい

うことを聞かせてください。

　それから、予防接種が、今回、補正で、

日本脳炎の方は副作用で減らしたという

ことなんですけれども、どうなっていく

のかお聞かせください。

　６５ページ、妊婦健診の公費助成は拡

大、これは歓迎することなんですけれど

も、今、国が望ましいとしている回数が

１４回で、今回、東京とか、多くのこれ

で、思い切って１４回の補助助成をした

というニュースも聞いております。駆け

込み出産が金額を伴うという意味で、こ

の５回ということを検討した中身を教え
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ていただきたいと思います。どうして５

回になったのかということですね。

　それから、６６ページのこれ乳児訪問

ですね、この面接の状況を聞かせていた

だきたいと思います。何％というか、全

戸の訪問ができたのかどうかということ

です。相談内容の中で、解決困難な事例

などがなかったのか、相談内容などもお

聞かせいただければと思います。

　それから、今度は、新規の肝炎検診が

あるということなんですけれども、これ、

先ほども、普通の検診とのリンクという

ことのようなんですが、単独ではやらな

いのか、この肝炎検診のやり方というの

をお聞かせいただければと思います。

　それから、６７、６８ページ、環境対

策費、この政策費、これ、環境改善のた

めの施策がどうなっているのかお聞かせ

いただきたいと思います。

　６９ページの斎場費では、先ほども料

金の見直しの話を大分していただきまし

た。これの影響が予算にどういう関係と

いうか、特徴づけられているのかを教え

ていただきたいと思います。

　それから、これが１９年度、設備改修

計画というのを予算組み立ててできたと

いうことだと思うんですけれども、これ

の公表、中身がどうなっているのか。今

年度の補修事業２２５万円、これと関係

があるのか、補修事業の中身の方も教え

てください。

　７１ページの塵芥処理ですね、これ、

委託料を大分減らして、これを職員で賄

うということのようなんですけれども、

人件費とか人員面も、これ上げずにでき

るということなんでしょうか。とします

と、これまでの委託料がむだな面があっ

たのかどうか、これをお聞かせいただき

たいと思います。

　それから、ごみ啓発の事業増額、これ

の中身を教えてください。

　あと、リサイクルプラザの修繕料、こ

れも増額されてますが、これの中身。

　それから、ごみ減量の指導嘱託員賃金、

これの増額というのは何か、さきの啓発

活動との関係があるのかお聞かせくださ

い。

　７９ページの中小企業の対策というの

を１年延長、これはいつからスタートと

いうか、使えるようになるのかというこ

とと、使いやすい制度の変更と言ってお

りますけれども、予算としては、利子補

給もふえていないということでは、この

利用制度そのものはふえないと見ている

のかどうかというのを、ちょっとお聞か

せいただきたいと思います。

　補正の部分ですけれども、補正予算の

１４ページ、包括支援センターのこの負

担金の減額、これに対応する歳出がちょっ

とどこにあるのかなと思いまして、お聞

かせください。

　同じところの保育料の減額、これは、

４４ページの補助金削減などと対応する

のかどうかお聞かせください。

　それから、１５ページの後期高齢者の

円滑導入事業補助、これが２，４００万

円、丸々４２ページのシステム改修の委

託にいくようなんですけれども、システ

ム改修の委託というのを教えていただき

たいと思います。

　それから、補正４４ページの母子家庭

の訓練のこの部分の実績を聞かせてくだ

さい。これだけ減って、総額幾らになっ

てということという、訓練の中身の方で

すね、どういったものかお聞かせいただ

きたいと思います。

○安藤委員長　項目がかなりあります。

答弁、できるだけ漏れのないようにお願

いしたいですが、漏れた場合は、２回目

の質問の方で補っていただけるようにお
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願いをしたいと思います。

　それでは、答弁を求めます。

　堤課長。

○堤高齢者障害者福祉課長　それでは、

私の方から、主に高齢福祉に係る何点か

のご質問にお答えさせていただきまして、

障害の方は、また小矢田参事の方から答

弁をさせていただきますので、よろしく

お願いいたします。

　まず、１点目として、水道料金の減免

の増額が、対象者の増に基づくものなの

かどうかというお問いでございますけれ

ども、水道料金の減免につきましては、

非常にここ数年、急激に対象者の方がふ

えております。それで、１９年度当初は、

１８年度決算見込みの３％増で当初予算

を組んだところなんでございますが、ご

承知のとおり、１９年度１２月で補正を

させていただくことになりまして、上半

期、既に５％増ということになりました。

　そこで、２０年度の当初は、１９年度

の決算見込み比の約６％増で予算を組ま

せていただいているところでございます。

　この予算につきましては、お一人、月

５６０円の定額でございますので、その

人数分を組ませていただいているところ

ございます。

　それから、２点目のＪＲ千里丘駅のエ

スカレーターの保守委託料の件でござい

ます。

　ＪＲ千里丘駅のエスカレーターの管理

事業につきましては、この庁内の複数年

契約によります一括入札で行っていただ

いているところでございます。２０年度

はこの切りかえ時期に当たりますところ、

設計に提出する参考見積もりを徴しまし

たところ、この金額になっておるところ

でございます。最終的には、入札による

差額を反映した契約金額にさせていただ

くということになります。

　それから、３点目でございますが、か

がやきプランの委託料の中身ということ

でお答え申し上げます。

　せっつ高齢者かがやきプランにつきま

しては、対象者、約４，５００人の方を、

認定者あるいは一般高齢者を対象として、

利用の意向の調査業務をさせていただく

ことになっております。

　それで、委託につきましては、プロポー

ザル方式のコンペ方式で入札を予定いた

しております。

　内容につきましては、計画策定の趣旨、

それから、計画の目標、重点課題、それ

から、計画書の構成、スケジュール、そ

ういったものを含めて企画書を提出して

いただきまして、担当課長及び部長で各

項目を採点いたしまして、見積もり金額

も参考にしながら総合的に判断をして決

めさせていただくということになってお

ります。

　それから、公募委員の３人の方という

ことなんですけれども、公募委員の３名

の方は、１名の方が１号被保険者で、も

う１名の方は２号被保険者、新たに追加

いたしますもう一方につきましては、介

護認定のある方ということになっており

ます。

　それから、コミュニティソーシャルワー

カーについてでございますが、コミュニ

ティソーシャルワーカーにつきましては、

中学校区単位の身近な地域におきまして、

要援護者に対する見守り、発見、相談、

サービスへのつなぎ機能を担う専門職と

いう位置づけで、各一中、二中、三中、

四中、五中のそれぞれの校区に一人ずつ

置かせていただいているというところで

ございます。

　ましたデイハウスや別府のあいあいホー

ルなどがありますので、そちらの方を、

今、拠点として、地域の方との連携とい
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うことで活動をしておるわけでございま

すが、今後、地域福祉課の方に異動いた

しました場合でも、従前と同様というか、

さらに、その地域とのつながりを強化し

ていきたいというふうに考えております。

　それから、地域包括支援センターとの

関係ということでございますが、地域包

括支援センターにつきましては、高齢福

祉係の方に取り込む予定になっておりま

す。ですから、連携を今後はより一層強

化してまいりたいというふうに考えてお

ります。

　それから、社会福祉事業団の大規模改

修についてでございます。

　平成２０年度は、つくし園の外壁改修

や屋上防水ですね、それから、第１児童

センターの外部改修工事など約１，００

０万円強の事業を予定しております。

　平成２１年度につきましては、ひびき

園、はばたき園、身障老人センターも老

朽化しているところから、まず、身障老

人センターにつきましては、屋上防水、

内装塗装を行うことになっております。

はばたき園につきましては、外装の塗り

かえ、それから、ひびき園につきまして

は、今、入所されておられる方で、床暖

が必要な方がおられるところから、床暖

の取りつけというのを予定いたしており

ます。

　それから、６点目でございますが、老

人クラブの加入者の推移ということでご

ざいますが、老人クラブの加入者は、５

年前の平成１４年度には、６３クラブ、

３，９８２人の会員さんがいらっしゃい

ましたが、平成１９年度には、クラブが

４つ減りまして５９クラブ、また、会員

さんも３８０名ほど減りまして３，６０

２人という経過になっております。

　それから、緊急通報装置の減額の中身

というご質問でございますが、緊急通報

装置につきましては、ちょっと手元の資

料が１８年度の当初と１９年度の当初の

利用者人数しかないんですが、１８年４

月１日現在で１９９名の方が緊急通報装

置を利用されておられました。これは、

ちょっと年度末の数字で申しわけないん

ですが、１９年３月３１日現在では２３

１人ということで、３２名、１６％ほど

増加しております。

　それで、なぜ減額になったのかと申し

ますと、これは、１９年度に、これエス

カレーターと同様、長期で債務負担行為

を組んで入札を行っている関係で、当初

に比べて、参加者数が少なかったところ

から、入札には適さないということで見

積もり合わせになっております。見積も

り合わせをした結果、対象者の方がふえ

たということで安くなったものでござい

ます。

　それから、ふれあい入浴につきまして

ご説明を申し上げます。

　ふれあい入浴につきましては、今まで、

６５歳以上の高齢者だけを対象としておっ

たんですが、銭湯において、地域の子ど

もと高齢者等のつながりを持つことによ

り、顔の見える地域づくりを促進すると

ともに、家族との対話の場として、家族

間の触れ合いを促進するということに変

更させていただいて、さらに、子どもに

銭湯のよさを知ってもらいまして、減少

傾向にある公衆浴場の集客の回復という

ものも図っております。

　それで、拡大の周知ということですが、

現在、張り紙を銭湯にさせていただいて

いることと、４月１日号の広報で周知を

させていただくと。それから、新たに看

板をつくらせていただいて、掲示をさせ

ていただく予定になっております。

　住宅改造、ちょっと今順番逆にさせて

いただきまして、高齢者移送サービスに
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ついてのお問いについてお答えをさせて

いただきます。

　高齢者移送サービス。１０月以降はど

のようになるかというお問いなんですけ

れども、現行、道路運送法の改正により

まして、平成２０年１０月以降は、現行

方式での制度運営が不可能ということに

なっております。今、幾つかの方法を検

討しておりまして、主に三つの方法を検

討しております。

　一つが、市町村が実施主体となって、

無償で行うという方法ですね。

　シルバーが主体となって、福祉有償運

送をやるというやり方。

　それから、そのまま継続するというや

り方の三つがございますが、今のところ、

二つ申し上げた、無償で行うか、あるい

はシルバーが主体となって、福祉有償運

送に新たに乗り出してもらうかというや

り方を検討しておるんですけれども、い

ずれにしましても、先ほど申し上げまし

たように、現在、利用されておられる方

にご不便をおかけしないような方法で実

施をしてまいりたいと。半年ございます

ので、その間に結論を出させていただい

て、実施したいと考えております。

　住宅改造費助成につきましては、平成

２０年度から大阪府の補助金の交付割合

が、４分の３から２分の１に引き下げと

なりました。そのことによりまして、市

が負担すべき一般財源が倍増するという

ことになりました。

　そこで、安定した制度運営のために、

交付限度額を１００万円から６０万円に

改正をさせていただきたいというふうに

考えております。

　具体的に、６０万円の金額をどうやっ

た出したのかというふうなことになろう

かと思うんですが、過去３年間の助成実

績をもとに、交付限度額改定のシミュレー

ションを行っております。過去３年間の

助成実績は、３５件で約１，８００万円

でございます。府補助金交付後の、実質、

市の負担額は約４５０万円となっており

ます。

　シミュレーションの結果といたしまし

ては、上限額をそれぞれ５０万円、６０

万円、８０万円に改定いたしますと、実

質の市負担額は、それぞれ１１％増の５

００万円、３５％増の６１０万円、７４

％増の７９０万円となりました。もし従

来の市負担額と同額にしようといたしま

すと、上限額は４６万円程度に引き下げ

なければならないということがわかりま

した。上限額を４６万円に改定いたしま

すと、実質、市負担額は約４５０万円と

なり、改定前とほぼ同額となります。

　本市の財政状況は、平成１８年度に危

機を脱したばかりでございまして、いま

だ厳しい財政状況にはございますが、市

民負担の増加をできる限り抑制するとと

もに、安定した制度運営を図るため、甚

だ恐縮ではございますが、市負担が３５

％増となるような、上限額６０万円の改

定をお願いするということでございます

ので、よろしくお願いいたします。

○安藤委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　私の方からは、地

域包括支援センターも含めまして、介護

保険課に係るご質問、５点についてお答

え申し上げます。

　まず、４４ページの指定介護予防支援

事業のケアプラン原案作成委託料につい

てでございます。

　これにつきましては、要支援の方のケ

アプランについては、基本的には、本市

の場合は、直営の地域包括支援センター

が作成しておりますが、一部、その原案

を委託しているということでございまし

て、その委託の内容につきましては、月々

－�49�－



のプランの作成ですね。利用者あるいは

ご家族の方と相談しながら、どういうサー

ビスを何回使うのかというようなプラン

の作成、それと、それぞれの事業者との

連絡調整の業務を委託しております。

　それから、３か月に１回、その計画の

達成状況と見直しというようなことも業

務内容となっております。

　それを、直営の地域包括支援センター

の方に提出いただきまして、中身につい

てチェックをして、地域包括支援センター

の責任で計画を作成したというような流

れになっております。

　具体的に、どのような方を対象にして

いるかと言いますと、基本的に、もとも

と要介護で民間のケアマネジャーさんが

プランをつくっておられた方が、更新と

かで要支援になったという場合に、担当

が直営の職員にかわるわけなんですが、

それをかえずに、もともとのケアマネジャー

さんに、利用者との人間関係ができてい

るとか、いろいろな条件があろうかと思

いますけれども、もともとのケアマネジャー

さんに委託をするという例がほとんどと

いうことになっております。

　この中で、ケアプラン原案作成委託料

と、それから、その次の項目としまして、

介護予防支援業務委託負担金と二つになっ

てるんですけれども、中身的には同じで

して、上の委託料につきましては、大阪

府外の事業所に委託した場合、あるいは

６４歳までで、生活保護を受けておられ

る方の場合は、直接事業者さんと委託と。

それ以外の、通常、市内の事業所で利用

されている場合については、国保連合会

を通してその費用を支払うということで、

負担金という科目で予算を組んでおりま

す。

　それから、２点目ですが、繰出金の市

負担分はというお問いですが、この５億

２，５２１万９，０００円の内訳としま

しては、介護保険の保険給付費の法定分、

１２．５％に当たる分が３億８，８００

万６，０００円、それから、地域支援事

業費の介護予防、それから、この包括支

援センターにかかわる部分、それから、

任意事業にかかわる分の法定負担分、こ

れの割合が、介護予防が１２．５％、そ

れ以外が２０．２５％が法定負担になっ

ておりまして、それに係る繰出金が１，

６１１万７，０００円。それ以外に、人

件費、事務費については１００％の繰り

出しということで、１億２，１０９万６，

０００円で、合計５億２，５２１万９，

０００円となっております。

　次に、訪問介護利用料助成事業につい

て、障害者の制度との違いということな

んですが、訪問介護につきましては、介

護保険の方が優先ということになりまし

て、介護保険にない、例えば、社会参加

のためのガイドヘルプとか、障害者の自

立支援の制度を利用していただくという

ことになるんですけれども、この助成制

度につきましては、制度変更に伴う経過

措置的なものでございまして、以前、障

害者の制度を無料で利用されていた低所

得の方々につきまして、この平成２０年

６月の利用までについては公費負担があっ

て、利用料が減額されるというようなこ

とになっておりますので、一応、国の補

助要綱に基づく、府と市の負担というよ

うな形でございます。

　ですので、２０年度につきましては、

６月の利用分までの予算を計上しており

ます。人数的には、予算上は、月３０人

ぐらいの方を見込んでおります。

　それから、社会福祉法人の介護特例補

助事業についてでございますが、これに

つきましても国の補助事業でございます

が、まず、軽減の対象となる方につきま
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しては、年間の収入が、ひとり暮らしの

方であれば１５０万円以下、世帯員が一

人ふえるごとに５０万円を加算、預貯金

が、ひとり暮らしの場合は３５０万円以

下、世帯員が一人ふえるごとに１００万

円を加算、それと、活用できる資産がな

い、それと、親族等に扶養されていない、

それから、保険料の滞納がないと、この

五つの条件を満たす方々が対象となりま

す。その方々については、市の方に申請

をしていただいて、減額認定証を交付い

たします。原則として、利用者負担が４

分の１減額されるというようなものでご

ざいます。

　利用できるサービスとしましては、社

会福祉法人が運営しております特別養護

老人ホーム、ショートステイ、デイサー

ビス、ホームヘルプサービスということ

でございまして、一定、社会福祉法人の

方が、その利用者負担の減額分を、その

法人の役割として負担するという制度に

なっております。これにつきましては、

例年、執行が少ないというか、ない場合

が多いんですけれども、それは、各法人

が減額しました分が、そのサービスの総

収入の１％以内におさまった場合は、法

人による単独負担ということで、市、府、

国からの補助がないというような制度に

なっておりますので、実際、執行が少な

いんですが、予算的には、各サービス、

２０年度は５名程度が利用され、それに

対して市の方が補助を行うという予算計

上をさせていただいております。

　それから、補正の方で、１４ページの

包括支援センター負担金の歳入の減に対

する歳出はというお問いでございますが、

これにつきましては、４２ページの１９

節の負担金、補助及び交付金のうち、介

護予防支援業務委託負担金の１６５万円

の減額。これも、先ほど申し上げました

ように、ケアプランの原案委託を国保連

合会を通して支払っている部分、これに

ついて、それぞれ歳入も歳出も、もとも

との予算よりも件数が少ないということ

で減額をさせていただいております。

　ただ、直接、直営でプランをつくって

おります分については、歳入に対して、

歳出が減ということではなくて、人件費、

物品費等はほぼ予定どおり使っておると

いうような状況でございます。

○安藤委員長　大場次長。

○大場生活環境部次長　私の方から、犯

罪被害者支援のご答弁をさせていただき

ます。

　歳入のところの、３２ページの被害者

負担金でございますが、これにつきまし

ては、犯罪被害に遭われた方へのヘルパー

派遣をされた、その利用者の負担の分で

ございます。２６万４，０００円でござ

いますが、積算としましては、介護ヘル

パーが行った場合は１時間当たり８００

円。それから、家事の場合は１時間４０

０円、保育の場合も１時間４００円とい

うような利用者負担を計上しております。

　それと、犯罪被害者の条例の運営とい

いますか、対象者についてでございます

が、まず、見舞金の支給につきましては、

これ、見舞金条例が、議案第２６号でご

ざいますけれども、それに基づいたこと

になると思うんですけれども、現在、福

祉の方で、災害見舞金の条例がございま

す。その中の犯罪行為について、こちら

の犯罪被害者の条例の方にシフトしてい

るというようなことでございます。

　見舞金の支給の場合は、基本的には、

犯罪被害者等給付金制度という国の法律

がございます。それに沿った形の条例に

なっております。

　したがいまして、交通事故等の過失に

ついては、原則、対象外というふうに考
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えております。

　具体的な支給の対象者になりますのは、

殺人とか放火、強姦などの凶悪犯のほか

に、傷害、あと、強制わいせつなどの身

体的被害に遭われた方に対しての給付金

になろうかと思います。ですから、故意

犯とか身体犯の対象ということで、詐欺

とか窃盗とか、財産犯につきましては対

象外というふうに考えております。

　また、市内に住所を有している方の場

合ということになっております。ただし、

被害に遭われて死亡された場合は、その

市外に遺族の方がおられたら、市外の遺

族の方にも給付するというようなことに

なろうかと思います。

　それと、遺族給付金につきましては３

０万円と、あと、傷害給付金は一応１０

万円ということで、これも、全治１か月

以上という条件を考えております。

　それと、原則は身体被害ということで

ございますが、対象者で、例えば、ＰＴ

ＳＤとかそういう精神的な疾患につきま

しても対象にはしたいと考えております。

　それと、例えば、放火の場合でしたら、

放火で身体被害に遭われたら、当然対象

になるんですけれども、家だけの物損の

場合は対象外というふうに考えておりま

す。これは、福祉見舞金の方で対象にな

るかなというように思っております。

　それと、先ほどの、利用者負担でござ

いますが、基本的には、例えば、生活保

護世帯だとか、市民税の非課税世帯につ

きましては免除を考えております。

　また、被害に遭われたということで、

収入が減ったり、支出が多くなったりと

いうような場合の減免措置も考えており

ます。

　それと、あともう一つ、犯罪行為が、

例えば、被害者と加害者との間に親族関

係があるというような場合につきまして

は、基本的には対象としないというふう

に考えております。

　それから、日常生活支援の分でござい

ますが、これは、要綱の形で、今現在、

要綱案を考えておるところでございます。

　基本的にはヘルパー派遣でございます

が、介護と家事と育児の援助になるんで

すけれども、例えば、介護でしたら介護

保険とか、寝たきりの場合でしたら介護

保険、難病とか障害者、それから、母子、

父子の、そういうヘルパー制度は現在ご

ざいますが、例えば、４０歳代の人が犯

罪に遭われて、介護を要するようになっ

たときには、その介護保険では救えない

ということになりますので、そういう介

護ヘルパーの制度を立ち上げたというこ

とでございます。

　それと、ヘルパーの対象になりますの

は、犯罪被害に遭って、家事とか育児と

か介護ができなくなった場合に、その被

害者にかわってヘルパーが行うという場

合。また、犯罪に遭ったことによって、

要介護状態となったと。家族がその介護

をするというときに、今まで、家族がし

ておられた家事、育児ができないので、

それにかわって家事、育児のヘルパーを

派遣すると。それとか、また、犯罪で要

介護そのものになってしまった場合、そ

の介護者がいないとか、あっても、働い

ているので介護ができないとかいう場合

に、介護ヘルパーを派遣するということ

になろうかと思います。

　それと、派遣時間につきましては、一

応、９時~５時を考えておりますが、必

要に応じては、早朝、夜間ということも

考えております。

　それと、住宅支援の分でございますが、

これも要綱の形になろうかと思います。

これにつきましては、現に住宅に困窮し

ているいうんか、困っている方が前提と
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なります。例えば、自宅が犯罪現場、例

えば、殺人とか強姦の犯罪現場となって、

そこに住めない場合、家賃の助成をしよ

うということです。

　また、報復とかＤＶ等により、さらな

る犯罪行為というようなことで、被害を

受けるおそれがあるという場合について

の住宅の補助でございます。

　あと、その他といたしましては、例え

ば、マスコミの取材攻勢に耐えられない

とか、地域の無理解、誹謗中傷等々、そ

の自宅に住んでいけないというような場

合が考えられるかなというふうに思って

おります。

　家賃助成の額としましては、生活保護

基準というようなことで、今現在の基準

が、単身で、月額４万２，０００円、そ

れと、６人までの場合は月額５万５，０

００円、７人以上が月額６万６，０００

円というような、生活保護基準での家賃

補助を考えております。期間につきまし

ては、原則３か月以内ということで、ど

うしても長期になる場合は、さらに３か

月、６か月というふうに考えております。

　また、当然、借家を申し込まれる場合、

敷金が当然必要ということで、敷金につ

いては２０万円を限度に補助していきた

いというふうに考えております。

　また、市営住宅等の、今現在、政策空

家というふうなことで、平成２３年まで、

建て替えの分の政策空家のあいてる分が

ございますが、それにつきましても、も

し犯罪被害者の方が了解されれば、現状

のままで使っていただくというようなこ

とも考えております。

○安藤委員長　暫時休憩します。

　　（午後３時　１分　休憩）

　　（午後３時２８分　再開）

○安藤委員長　再開します。

　続いて、答弁お願いします。

　福永次長。

○福永保健福祉部次長　それでは、健康

推進課に係る部分についてご答弁申し上

げます。

　まず、市民総合健診が特定健診にかわ

ることによる、国、府の負担金がどのよ

うになるかということでございますが、

特定健診につきましては、国民健康保険

課の方に国、府の負担分が従来どおり入っ

てくる予定でございます。

　また、予算書５１ページにございます

ように、その他の健康増進法による保健

事業、健診等につきましては、健康推進

課の方に、国、府の負担金ではなく、府

の補助金という形で、国、府、国庫が３

分の１、府が３分の１の間接補助金とし

て交付される予定となっております。

　次に、保健センターの予算額の減額の

内容についてでございますが、特定健診

にかわりますことにより、保健センター

の方にも国保年金課の方から、特定健診

の費用負担の委託料が入ってくるという

保健センターの予算収入の見込みとなっ

ております。

　ちょうど、本当に概数で申しわけない

んですが、２，５００人分ぐらいと見込

んでおりまして、例えば、心電図をされ

る方があったり、なかったり、眼底検査

をされる方があったり、なかったりとい

うようなことで、一人一人の予算額を約

１万円と見込みまして、２，５００万円

を減額というふうに考えました。

　その次に、がん検診の充実ということ

で、保健センターの方でも、胃がん、大

腸がん、肺がんの検診の回数の増加等を

予定しておりますので、それが約９００

万円分ということで、差し引き１，６０

０万円の減額というふうになっておりま

す。

　それから、休診の医師の状況について
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でございますが、現在、休日応急診療所

小児科の医師は、大阪大学医学部の小児

科学教室から出向願っております。来年

度につきましても、このまま出向いだけ

る見込みでございます。

　次に、特定保健指導の国保とのすみ分

けについてでございますが、特定保健指

導に関しましては、健康推進課と保健セ

ンターとで全面的に実務部分を実施して

いく予定としております。

　予防接種についてでございますが、日

本脳炎につきましては、ワクチンの制度

の問題で、ただいまのところ見合わせと

なっておりますが、国の認可がおり次第

再開の見込みでございます。国の認可が

いつになるかが不明なため、平成２０年

度も予算計上はさせていただいておりま

す。

　そのほか、麻疹撲滅対策として中学校

１年生と高校３年生への麻疹と風疹の混

合ワクチンの新規接種が盛り込まれてお

りましたり、それから、この４月からに

なるんですが、ＢＣＧのワクチンが、今

まででしたら、３０人分で一つの単位だっ

たんですが、それが、一人１ワクチンと

なるような関連で、少し予算計上をさせ

ていただいております。

　それから、妊婦健診が、４月以降５回、

公費負担という形を計上させていただい

ておりますが、国の方が１４回ぐらいだ

と考えているのに、なぜ５回なのかとい

う、その考え方の根拠でございますが、

国の方が示しております１４回という考

え方は、母子保健法の、このように受け

たらいいという助言どおりに受けると１

３~４回ということなんですが、財政の

厳しい折から、公費負担については、最

低５回ぐらいというような指針が厚労省

の方から出ておりましたので、この５回

という回数をとらせていただきました。

　次に、乳児訪問の状況についてでござ

いますが、平成１９年度４月から、４か

月までの赤ちゃんを全数訪問するという

ことを目標に実施をしてまいりましたが、

１０月までの出生の方に対しする家庭訪

問の実施状況は８３．８％でございます。

現実には、産後２か月、３か月たっても、

まだ実家にいらっしゃって、なかなかこ

ちらに帰っていらっしゃらない方があっ

たり、それから、本当に人数的には少な

いんですが、家庭訪問させていただいて

も、もう面会を拒否されるという方もご

ざいます。

　それから、何か重要な事例はありませ

んかというご質問ですが、実は、家庭訪

問いたしましたときに、産後、うつ病の

問診票を実施させていただいておりまし

て、その中で、やはり治療の必要な方が

あったりということもございました。

　肝炎の検査のことについて、特定健診

と合同でするという予定にしております

が、単独ではやらないのかというご質問

に対しましてのお答えをさせていただき

ます。

　まず、この特定健診と同時にやるとい

うことは市町村の責務であるというよう

な肝炎対策の方の考え方が厚労省の方か

ら示されております。しかしながら、単

独につきましては、現在、この肝炎対策、

国の重要な課題であるという認識で、平

成２０年度末まで、大阪府の方が単独で

実施をするという方針を決めておられま

す。それとの兼ね合いが、例えば、各医

療機関でどのように振り分けたらいいの

かとか、判断に迷うところもあるかと想

定いたしまして、市の方が実施いたしま

すのは、健診と同時実施の場合というふ

うにさせていただきました。

○安藤委員長　萩原参事。

○萩原自治振興課参事　予算概要２５ペー

－�54�－



ジ、防犯対策費の防犯灯設置工事費１７

０万円の内訳でございますが、関電柱及

びＮＴＴ柱への取りつけ６６灯、鋼管柱

を利用した取りつけ８灯、合計７４灯の

新設を予定しております。

　この７４灯は２０ワットで積算してお

りますけれども、３６ワットの設置要望

があれば、条件が整えば設置したいとい

うふうに考えております。

　２０ワットから３６ワットへの照度アッ

プにつきましては１５灯を見込んでおり

ます。

○安藤委員長　五里江センター長。

○五里江環境センター長　予算概要７３

ページの環境センター費のごみ減量指導

嘱託員賃金について、増の内容でござい

ますが、ごみ減量の推進及びごみ質によ

る焼却施設のトラブル防止のため、持ち

込みごみのごみ質等の調査・指導及び資

源化をする嘱託員１名と、昨年、計量担

当職員が退職しましたため、その後任と

して、嘱託員１名の、合計２名を雇用す

るもので、１９年度に比べまして、嘱託

員１名が増となっているものでございま

す。

○安藤委員長　水田次長。

○水田生活環境部次長　塵芥処理費の減

額ということで、特に、概要で申し上げ

ますと、７１ページのごみ収集処理事業

の中の委託部分について、むだな予算で

はないのかということのお問いだと思い

ますけれども。

　これは、内容的に申し上げますと、ま

ず、可燃ごみの収集運搬委託料がござい

ます。これが、本来、年間の収集世帯で

もって委託契約を行っておりますが、そ

の世帯の年間世帯数が、１９年に比べま

すと減少いたしております。そのことに

よって、委託料も減額ということでござ

います。

　あわせまして、不燃ごみも、同じよう

に世帯数で行っております。これも同じ

ような額で減額をいたしております。

　それから、廃乾電池の運搬処理費委託

料がございます。これも、処理量が若干

減っております。それに伴いまして、処

理費も５，２８０円から４，８００円と

いうふうな減額ということで、必然的に

委託料も減額いたしております。

　それから、広域廃棄物処理埋立処分場

の整備委託料、先ほど、質問がございま

したけれども、この委託料も、２０年度

事業におきましては、それから算定いた

しますと、やはり若干負担金が減額した

ということでございます。

　それが主に委託料の中の減額の理由と

いうことになっております。

　それから、ごみ減量啓発事業の増額と

いうことでございますけれども、これは、

印刷製本費の中の分別収集の手引きとい

うのがございまして、これも２０年度の

中で印刷を行うわけですけれども、内容

の充実を図るということもございまして、

単価がちょっとアップしているというこ

とと、それから、もう１点、手数料でご

ざいます。これは、エコアクション２１

の取得にかかります手数料ということで、

これも増額というふうになっております。

　それから、細かく申し上げますと、筆

耕翻訳料の、これも若干の増額というこ

とでございます。

　それから、リサイクルプラザの修繕費

の、これも増額ということでございます

が、従来、空き缶とペットボトルの圧縮

機がございまして、これが、従来、修理

費を計上いたしております。しかしなが

ら、保守点検が従来からされておりませ

んでしたので、若干、修繕になりますと

機械がとまってしまうということで、保

守点検の委託料を計上させていただいて
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おります。

　それと、トラックスケールの計量のパ

ソコンのシステムの更新ということで、

ソフトのバージョンアップという形で計

上させていただいたと。これが主な増額

の内容でございます。

○安藤委員長　村江参事。

○村江生活環境部参事　住基ネットの保

守委託料が市民課の予算から消えたのは、

オープンシステムによるものかというこ

との第１問目の質問でございますが、そ

のとおりでございます。

　２番目なんですが、予算概要の３６ペー

ジ、戸籍システム保守委託料、それと、

戸籍システム借上料の明細について報告

させてもらいます。

　現在まで市民課で使っておりますワー

プロ形式の戸籍システム、ＤＲＱという

んですが、それの保守委託料が６８万１，

０００円。それと、今度新しく戸籍のコ

ンピューター化に伴うシステムで、戸籍

電磁化に伴う通知郵送費、戸籍データ検

査用用紙、それから、窓あき封筒、戸籍

データ複写機費用ですね、これで８２万

１，０００円。これが１５０万２，００

０円の内訳でございます。

　それと、その次の、戸籍システム借上

料なんですが、これは５０年リースの、

平成２１年１月から３月までの分の戸籍

システム借上料のリース料でございます。

○安藤委員長　阪口参事。

○阪口健康推進課参事　それでは、私の

方から、葬祭事業に係ります、予算概要

６９ページの歳出予算につきましてご説

明をさせていただきます。

　市民からちょうだいいたしております

使用料につきまして、この歳出予算にど

ういうふうに反映しているかということ

についてでございますが、予算書の歳入、

３３ページ、衛生使用料の市営葬儀使用

料４，２４０万８，０００円を計上させ

ていただいておりますが、この中身でご

ざいますが、市営葬儀の執行件数を、前

年度と同件数の２１０件、前年度と若干

種別ごとの割り振りを変えておりますが、

２１０件見ております。これは歳入歳出

とも、当然ながら同じでございます。

　この使用料４，２４０万８，０００円

のうち、納棺から葬儀の執行までの、い

わゆる指定業者さんに委託している葬儀

の部分が３，６００万３，０００円でご

ざいます。それと、霊柩車の運行使用料

が５３５万５，０００円、これ合わせま

すと４，１３５万８，０００円となるわ

けでございますが、これが市民からちょ

うだいする使用料の火葬料を除いた部分

の使用料でございます。この使用料を財

源といたしまして、歳出予算６９ページ

の市営葬儀委託料に霊柩自動車の運行会

社及び指定５社に対する委託料としてお

支払いをするというふうな構造になって

おります。

　それと、続きまして、斎場の補修とい

う部分でございますが、今年度、斎場も

昭和５４年から非常に長期間使用してお

るということで、第三者の目で、現状の

把握ということを中心として、現在取り

組んでおるところでございますが、現状

の把握、機能的にどうかという点に関し

ましては、酸素濃度の測定、また、あわ

せて実施いたしておりますダイオキシン

の調査、これの結果も、国の示しており

ます基準をクリアした結果ということで、

今のところ、機能的には問題がないとい

うふうに私ども判断をしております。

　ただ、目視ではわからない鋼板の磨耗

が経年により一部薄くなっておるという

ことは報告の中で見受けられます。ただ、

これをもって直ちに耐用年数がくるかと

いうことについては、私ども、そういう

－�56�－



ふうには考えておりません。今後、火葬

業務の適正な燃焼管理、あるいはメーカー

との協議をする中で、今回の機能検査の

結果を受けて、修繕部分、改修の部分に

ついては、鋭意取り組んでまいりたいと

思っております。

　それで、この機能検査の結果を受けて、

来年度予算でございますが、健康推進課

で所管しております斎場と葬儀会館でご

ざいますが、葬儀会館の、先ほど、委員

ご指摘の２２５万６，０００円につきま

しては、葬儀会館の補修ということで上

げさせていただいておりますが、これに

つきましては、屋上陸屋根部分の防水工

事、これがもう１０年目に入りますので、

事前にやりたいということでご提案をさ

せていただいております内容です。

　それと、斎場でございますが、火葬炉

の場合、構造的に耐火れんがを積み上げ

ての構造になっております。このれんが

というのは、当然、非常に間欠燃焼とい

うことで、収縮したり膨張したりという

ふうなことで、非常に過酷な条件で使わ

れてますので、毎年、火葬台については

更新が必要。これがおよそ１００万円。

それと、大体、５００体で１炉ずつの主

燃焼炉と再燃焼炉内の耐火れんがも更新

していかなければならない。これが、来

年度、２号炉で予定しております。これ

に要する費用が４１０万円ということで、

あと、その他、火葬台を乗せております

レール、これの取りかえも、一部磨耗し

ておりますので、２２０万円ほど計上さ

せてもらっております。

　そのほか、機能検査の結果、一部、少

額ではございますが、炉圧調節の機器な

どが、既にもう耐用年数がきておるとい

うふうなご判断をいただきましたので、

それなどの更新も、来年度予算で計上さ

せていただいておるというところでござ

います。

○安藤委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　こども育成課に

係る幾つかの点についてご答弁させてい

ただきます。

　まず、地域の子育て支援拠点について

でございますが、今回、正雀本町のつど

いの広場に補助を出すということになり

ますと、合計５か所のうち４か所が安威

川以北に集中するのではないかというご

指摘でございますが、この点につきまし

ては、確かに安威川以南地域の拠点をど

うしていくのかというのが問題にはなっ

てくるかとは思います。

　一つは、別府地域の方々も、正雀本町

の商店街に買い物に行かれるときに、こ

のつどいの広場をご利用になられている

という実態がございます。

　また、東一津屋地域の方ですとか鳥飼

地域の方につきましては、平成１９年度

より、鳥飼保育所の一室を使いまして、

摂津市の地域子育て支援センターの方か

ら職員が出向くという形をとりまして、

週三日ほど広場活動を行っております。

　そういう形で、安威川以南地域の地域

子育ての支援につきましては補っていく

といいますか、いろいろな工夫を今後も

重ねていきたいというふうに考えており

ます。

　また、児童センターの安威川以南地域

での整備の問題がございましたけれども、

これにつきましては、次世代育成支援行

動計画の中でも検討ということを上げて

おりまして、担当課といたしましても、

大きな課題ではないかというふうに考え

ております。

　次に、次世代育成支援行動計画策定事

業についてでございますが、委託先とい

たしましては、前期計画の策定経過も踏

まえながら、計画策定や調査を業務とす
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るところに業務実績も勘案いたしまして、

委託をしていくというふうに考えており

ます。

　また、ニーズ調査の規模でございます

が、前回、就学前、就学後合わせまして

３，０００世帯の規模といたしておりま

したので、大体、同程度の規模を考えて

おります。

　次に、オレンジリボンキャンペーン事

業についてでございますが、普通のリボ

ンかバッジかというお問い合わせでした

けれども、規定のものがございますので、

普通の布のリボンで作製をしたり、また、

購入をしたりしながら対応していきたい

というふうに考えております。

　それから、児童手当と児童扶養手当の

対象者の推移についてでございますが、

まず、児童手当についてですが、平成１

７年度の決算では、年間の延べ人数、子

どもの延べ人数になりますが、年間で８

万５，４３０人でございました。それか

ら、平成１８年度決算では、１０万５，

８９１人、それから、１９年度は、予算

で１１万８２０人、平成２０年度予算で

は１１万１，８０４人を見込んでおりま

す。

　児童扶養手当の対象者でございますが、

平成１７年８月末で、受給者数が７２０

人、１８年８月末で７７８人、１９年２

月末で７８１人、２０年２月末で７８２

人というふうになっております。

　見込みといたしましては、２０年度に

つきましても、１９年度と大きく変わり

はないものというふうに考えております。

　それから、児童扶養手当の一部削減に

ついての凍結の内容についてというお問

いでございましたが、これにつきまして

は、平成２０年４月より、半額が減額に

なるという方が出るということになって

おりましたけれども、一部支給停止適用

除外事由届出書というのがございまして、

その届け出をすることによって、除外の

方を拡大するという、そういうことになっ

ております。ですから、制度といたしま

しては、この平成２０年４月より、児童

扶養手当の減額が始まるということには

なっております。

　４月適用の方に対しましては、２月に

この届出書を個々の方にお送りいたして

おりまして、既に受け付けを始めている

というところでございます。

　次に、保育所の待機児童数の推移でご

ざいますが、平成１９年、年間を通しま

して、待機児童数はゼロということになっ

ておりますけれども、各保育所で転園希

望の方も含めまして、登録をされている

方につきましては、１９年１０月で４２

名、それから、平成２０年２月で６５名

ということになっております。

同じ２月で、平成１９年と比較いたしま

すと、８１名が１９年の数でございます

ので、その数よりは減少しているという

ところでございます。

　次に、人件費の減少と、それから、非

常勤職員の賃金の増についてということ

でございますが、まず、人件費の減につ

きましては、定年退職者６名と、年度途

中の退職で、合わせて７名の退職がござ

いました。それに対しまして、新規職員

を７名採用しております。その賃金の差

額分がここにあらわれているものでござ

います。

　また、非常勤の増につきましては、本

年、障害児保育の対象の子どもさんがふ

えまして、それに対する加配の保育士が

ふえていることによるものでございます。

　正職員とのあり方の違いというお問い

でございましたが、まず一つには、保育

士としての責任というのは、臨職であれ

正規の職員であれ、すべて子どもに対し
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てあるいは保護者に対して、あるいは業

務に対して、それは同等にあるものだと

いうふうに考えております。

　それですので、臨時職員さんにしまし

ても、個々の子どもに対して、あるいは

個々の保護者に対して、その対応につい

ては責任を持って行っているところでご

ざいます。

　ただ、クラス運営の責任ですとか、あ

るいは月々の保育計画ですとか、保護者

に対するお便りですとか、会議への出席

ですとか、あるいは継続して必要になっ

てくる業務ですとか、そういうことに対

しましては、正規の職員が責任を持つと

いう形で対応をしているところでござい

ます。

　続きまして、母子自立支援員の賃金と

報酬についてでございます。

　今まで、非常勤特別職といたしまして、

月額報酬１７万３，０００円で、年間２

０７万６，０００円ということになって

おりました。今回上げさせていただいて

ますように、非常勤一般職ということに

なりますと、賃金といたしましては２２

９万７，７００円ということになってお

ります。交通費が３０万円ということで

計上をさせていただいております。

　次に、乳幼児医療費助成の対象とひと

り親医療費助成の対象者についてという

ことでございますが、平成２０年度の予

算を組むに当たりまして、乳幼児医療費

助成の対象者数は５，４１０人で予算を

組んでおります。

　また、ひとり親医療の方につきまして

は、延べの年間の人数になりますけれど

も、２万３，３２２人を上げさせていた

だいております。

○安藤委員長　船寺参事。

○船寺こども育成課参事　まず、１点目

の地域子育て支援補助事業につきまして、

増額の理由についてお答え申し上げます。

　現在、地域子育て支援センター小規模

型を２か所、つどいの広場１か所、計３

か所に補助金を支出しております。その

金額が８４４万６，０００円になってお

ります。

　２０年度の変更点につきましては、さ

きの議会からもご説明しておりますよう

に、ＮＰＯ法人キッズポテトが実施する

つどいの広場事業に補助することになり

ましたので、１か所ふえることになりま

す。

　それと、国の制度の変更によりまして、

地域子育て支援センター小規模型が広場

型に変更になりましたので、その分の変

更も合わせまして４か所になりまして、

１，５７９万７，０００円ということで、

こちらの方の委託料が増額になりました。

　大阪府の補助金の関係ですが、この事

業につきましては、３分の１が国、３分

の１が府、３分の１が市の負担になって

おりまして、現在、大阪府の補助金で、

いろいろ報道等とかいろいろ説明の中で、

３分の１の暫定予算を組まれておるよう

ですが、これにつきましては、摂津市と

しては、現状を見守るしかしょうがない

んですが、今のところ、このままの事業

で実施する予定で原課は考えております。

　続きまして、子育て支援短期利用事業

の額がふえた理由につきましてご説明申

し上げます。

　この事業の最近の決算状況を申し上げ

ますと、平成１７年度決算では２６万円

でした。１８年度決算額では６０万５，

０００円でした。年々利用者がふえてき

ております。これは社会情勢によるもの

だと思われますが、今年度は７０万９，

０００円の予算を少し大目に取っており

ます。

　続きまして、家庭児童相談室運営事業
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の庁用器具費の額の増額について説明申

し上げます。

　これは、１２月補正でもお願いしまし

たが、障害者自立支援対策臨時特例交付

金が市に交付されている部分であります。

この障害児を育てる地域支援体制整備事

業は３か年事業でありまして、３年間で

３５０万円の補助金をいただけることに

なっておりまして、１８年度で１６万７，

０００円、１９年度で、先ほど言いまし

たように、１２月補正でお願いしました

２１７万８，０００円、２０年度には１

１５万５，０００円の補助金をいただけ

る予定になっておりますので、１００万

円を庁用器具費に回し、１５万５，００

０円を消耗品費に回しました関係で、こ

の分だけ増額になっております。

　続きまして、助産施設入所承諾事業の

増額について説明申し上げます。

　１９年度は１０件の予算の予定をして

おりましたが、予算要求の段階で、もう

既に１０件に近づいておりましたので、

だんだんふえていくだろうということを

見込みまして、今年度は１５件で予算計

上をしております。その分だけ増額になっ

ております。

　続きまして、５８ページの保育所の整

備事業の内容でございますが、３点予定

しております。

　まず、老朽化により雨漏り等がありま

すので、鳥飼保育所の防水工事を予定し

ております。

　次に、子育て総合支援センターのベラ

ンダの木製部分が腐食しておりますので、

その部分の修繕を考えております。

　あと一つは、園庭の遊具の補修を考え

ております。

　以上で、４５９万９，０００円になっ

ております。

　続きまして、家庭児童相談室の臨職の

給料が上がっている部分につきまして、

ちょっと申しおくれましたので、追加さ

せていただきます。

　これは、今年度、一般の方で予算を組

んでおりましたけれども、家児相の方に

組みかえた関係で、家児相の方がふえて

いるという状況になっております。

　最後に、今年度の１９年度の補正予算

の内容についてご説明申し上げます。

　１９年度一般会計補正予算（第５号）

につきましては、保育所に入所する園児

の減少による減額によりまして、補正予

算書１４ページ、私立保育園保育料で１，

６６０万４，０００円の減額、１５ペー

ジになりますが、国庫負担金、２７９万

６，０００円の減額。１７ページになり

ますが、府負担金、１３９万８，０００

円の減額で、２，０７９万８，０００円

の歳入の減を予定しております。

　歳出につきましては、４４ページに記

載しておりますが、民間保育所運営費補

助金で２９２万５，０００円の減額、保

育所運営費負担金で２，２５０万２，０

００円の減額で、合わせまして２，５４

２万７，０００円の減額で、入所者数の

減は、延べで言いますと、１万６，２８

４人、当初予定、延べで考えておりまし

たが、この補正予算によりまして、１万

４，３７２人の延べで計算しております。

○安藤委員長　池上課長。

○池上環境対策課長　環境対策課に係る

環境面における改善のための施策の状況

についてのご質問にご答弁申し上げます。

　今日の環境問題は、大気汚染、水質汚

濁の問題、自動車騒音、自動車排ガス問

題と種々多岐にわたっております。その

中で、とりわけ、市民の健康面で問題に

なるのが大気汚染問題がございます。そ

の中で、大気汚染の主な物質であります

二酸化窒素の改善状況を申しますと、平
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成１８年度においては、市役所横に設置

されています大阪府大気汚染常時監視自

動車排ガス測定局の二酸化窒素濃度は、

環境基準の０．０６ＰＰＭを下回る０．

０５７ＰＰＭで平成１５年以降は、環境

基準以内で推移しています。これは改善

の方向であると認識しております。

　参考までに、自動車排ガス測定局３６

局中、約９７．２％の３５局で基準をク

リアしておる状況でございます。

　この二酸化窒素については、平成４年

に制定された、（通称）自動車ノックス

法に基づき、ディーゼル車の車種規制な

ど、窒素酸化物削減に向けた各種施策の

実施によるものと考えております。

　さらに、平成１３年６月には、自動車

ノックス法が改正され、窒素酸化物の規

制強化が図られるとともに、浮遊粒子状

物質が新たに規制もされ、自動車ノック

スＰＭ法が公布されております。

　また、大阪府においては、自動車ノッ

クスＰＭ法の排出基準を満たさないトラッ

ク、バス、非適合車が、区域の対策地域、

摂津市を含む３７市町村を発着としまし

て運行することを禁止する流入車規制を、

来年、２１年１月１日から開始すること

が決まっております。

　この施策により、自動車による排出ガ

ス量がさらに抑制され、総合的な大気汚

染防止対策が進み、大阪府下の自動車排

ガスが、測定局でも１００％近くに環境

基準が達成されるものと考えております。

　次に、水質汚濁状況でございますが、

環境基準が設定されています安威川及び

大正川については、いずれの河川も基準

を達成しております。しかし、一部の水

路等におきましては、水質の汚濁が認め

られ、ダイオキシン類等の問題もござい

ましたが、改善の方向にあると認識して

おります。

　今後も、府などの関係機関と連携しな

がら、広域的かつ総合的な大気汚染や水

質汚濁問題等の対策に取り組んでまいり

たいと考えております。

○安藤委員長　小矢田参事。

○小矢田高齢者障害者福祉課参事　障害

福祉に関するご質問についてご説明させ

ていただきます。

　まず、予算概要４５ページ、障害者雇

用助成についてでございますが、この制

度については、公共職業安定所の紹介に

よりまして、障害者を継続して雇用する

常用の労働者として雇い入れ、国の特定

求職者雇用開発助成金の支給を受け、そ

の支給期間終了後も継続して雇用する事

業主を対象として助成を行う市単独の事

業でございます。

　今回、この２０年度の予算額が、１９

年度と比較して同額であるとのご質問で

ございますが、職業安定所からの情報提

供では、平成２０年度は、精神障害の方

がお一人だけと聞いておりますので、１

９年度と同額での予算計上となっており

ます。

　また、周知方法につきましては公共職

業安定所を考えております。

　次に、予算概要４６ページ、共同生活

介護・共同生活援助事業についてでござ

いますが、１９年度までのグループホー

ム、ケアホームに入居された方への給付

費としては、２０年度の予算上では、同

じく４６ページにあります介護給付訓練

等給付事業の障害福祉サービス費等給付

費の中に含まれております。

　今回、この共同生活介護・共同生活援

助事業で予算計上させていただいており

ます内容としましては、２０年４月に開

設する共同生活介護事業所に関しての市

単独の補助でございます。

　その補助の内容といいますのは、市内
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で、グループホーム、ケアホームを開設

する事業所に対しまして、補助金を交付

することによって、グループホーム、ケ

アホームの整備の促進を図るという内容

のものでございます。

　あと、次に、同じく予算概要４６ペー

ジ、地域生活支援事業についてでござい

ますが、この中の、移動支援に関しまし

ては、１８年度の実績としまして、３，

０６５万７１２円となっております。１

９年度の決算見込みとしましては、それ

を少し上回る程度と見込んでおります。

２０年度に関しましては、児童の利用者

数がふえると見込まれるため、この予算

計上をさせていただいております。

　また、同じく地域生活支援事業の中の

デイサービスに関しては、１８年度の実

績としましては３４９万３，７１３円、

１９年度におきましても、ほぼ同額程度

と考えております。こちらも同じく２０

年度につきましては、利用者の増を見込

んでおります。

　同じく、訪問入浴サービスに関してで

すが、１８年度の利用者としましては、

５人利用者の方がいらっしゃいました。

１９年度は、現行７名ですが、このサー

ビスに関しましては、１９年度から、こ

れまで週１回の訪問入浴の利用を可能と

していたものを、週２回へ利用回数をふ

やしたものでございます。しかし、この

現行７名の方のうちで、長期入院をされ

た方が多かったため、現在のところ、利

用回数が減となっております。２０年度

につきましては、現行の利用者に加えて、

新しい利用者、その方が週２回利用され

たことを見込んで、この予算計上となっ

ております。

　次に、予算概要４６ページ、障害福祉

計画策定事業に関してでございますが、

利用者の意見を、アンケート以外のどの

ような形でお聞きするのかというご質問

に関してですが、これにつきましては、

障害者団体とのヒアリングや、市内作業

所の通所者や家族、また、作業所指導員

の方へのヒアリングを実施する予定となっ

ております。

○安藤委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　それでは、私の方

から、国保年金課にかかわります部分に

ついてお答えさせていただきます。

　予算概要の４７ページの、まず、国民

健康保険特別会計繰出金事業の分で、繰

出金の内訳ということでございますが、

まず、職員給与費等の繰出金として１億

４，０１８万５，０００円、次に、出産

育児一時金の繰出金といたしまして５，

８３３万３，０００円、そして、低所得

者等への保険料の緩和措置としての法定

軽減というのがございます。その部分に

かかわる財政補てんに当たります保険基

盤安定の繰出金が３億５，６３３万８，

０００円になっております。

　そして、法定外の部分で、特定健診に

係ります部分が１，５１７万８，０００

円、それと、保険料の軽減分の繰り出し

が２億７，０６２万５，０００円となっ

ております。

　そして、平成２０年度からの後期高齢

者医療制度に係る支援金と老健拠出金の

減少に係る、この保険料軽減分への影響

はということでございますが、２０年度、

この当初予算で計上させてもらっている

額で申し上げますと、老健の拠出金が１

億９，０８３万３，０００円、後期高齢

者の支援金が１０億４，２３９万８，０

００円ということで、合計で１２億３，

３２３万１，０００円となっております。

１９年度の当初予算での老健の拠出金が

１７億７，３９０万５，０００円となっ

ておりますので、単純に比較いたします
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と、約５億４，０００万円の支出の減と

いう形になっておりますが、歳入の方に

おきましても、７５歳以上の加入者とい

うのが、すべて後期高齢の方に移行いた

しますので、その部分にかかわります保

険料収入というのがなくなります。

　それと、老健の拠出金の負担分として

の国、府の部分というのも減ってくると

いう形になりますので、恐らく、この辺

で、この５億４，０００万円の支出の減

の部分も、同じように歳入でも減ってく

るのかなというあたりから考えると、保

険料軽減分への影響というのはないもの

と考えます。

　次に、老人保健医療特別会計繰出金事

業の中身でございますが、これにつきま

しては、後期高齢の医療制度というのが

４月から始まる形になりますので、医療

費の支払いにつきましては、実は、３月

診療分から２月診療分を１年間の会計と

しておりますので、老人医療に係ります

３月診療分というのが、この２０年度会

計での執行が必要になってきますので、

その部分の法定分に係る部分を繰出金と

して計上させていただいております。

　その次に、大阪府後期高齢者医療広域

連合運営事業ということで計上させても

らっている部分につきましては、広域連

合の共通経費に当たる部分への市町村へ

の負担金と、後期高齢者の医療給付に当

たる法定部分の負担金となっております。

　その次に、後期高齢者医療特別会計繰

出金事業について、後期高齢者の保険料

の収納率など、関連があるのかどうかと

いうことでございますが、この点につい

ては、現時点では、収納率とは関係なく

繰り出すという形になっております。

　次に、予算概要の５３ページの老人医

療費助成事業についてでございますが、

予算額が減になっている理由でございま

すが、ご質問にありましたとおり、後期

高齢者医療制度がスタートするというこ

とについては影響はございません。これ

は、対象者数の減による予算額の減少と

いう形でございます。

　それから、議案第１０号、１９年度一

般会計補正予算（第５号）の中での委託

料で、高齢者医療制度保険料激変緩和措

置システムの改修ということで、その内

容でございますが、この部分につきまし

ては、既にご承知のとおり、被扶養者保

険、社会保険の家族の方で、被扶養者で

あった方に対する保険料負担の激変緩和

を実施するためのものでございます。

　その内容につきましては、平成２０年

４月から同年の９月までは、社会保険の

被扶養者であった者については、保険料

の徴収を凍結すると。１０月から２１年

３月までについては、均等割の９割を免

除した形の措置をするというものでござ

います。それに係るシステムの改修費用

ということでございます。

○安藤委員長　登阪次長。

○登阪保健福祉部次長　それでは、福祉

総務課にかかわる部分につきましてご答

弁申し上げます。

　まず、社会福祉協議会の事業内容でご

ざいますが、社会福祉協議会につきまし

ては、地域福祉の推進を図るために、み

ずからの事業としまして、地区・校区福

祉委員会との連携及び活動の支援、小地

域ネットワーク活動、ボランティアセン

ター活動、地域福祉権利擁護事業、移送

サービス事業、電話による心の相談、介

護相談、それから、福祉活動拠点の整備

等の事業に取り組んでおられます。

　また、市の委託事業といたしまして、

ふれあい配食サービス事業、声の宅配サー

ビス事業、紙おむつ給付助成事業、ファ

ミリーサポートセンターの運営等に取り
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組んでおられます。これに加えまして、

介護保険や障害者の自立支援法に基づく

制度としまして、居宅介護支援事業所、

訪問介護事業所、居宅介護事業所の運営

に取り組んでおられます。

　市といたしましては、市委託事業のほ

かに社会福祉協議会補助事業といたしま

して、職員の人件費、ボランティアセン

ター活動費、小地域ネットワーク活動費、

地域福祉権利擁護事業、それから、地域

福祉活動拠点の運営事業等に対する補助

金を予算計上させていただいております。

　また、社会福祉協議会の移転に伴いま

す事業内容の見直しや予算等につきまし

ては、これからの協議と考えております。

　続きまして、生活保護費についてでご

ざいますが、今回、１億１，３０３万６，

０００円の減額補正予算を計上させてい

ただいております。これは、千里丘東五

丁目で、アルコール依存症の方を対象と

しました社会復帰施設を経営しておりま

したバチカンマックが、平成１９年３月

に閉鎖されました。これにより、生活保

護費を受給しておりました、定員２２名

全員分の生活扶助、住宅扶助、医療扶助

の給付がなくなったことから、今回、減

額の補正を計上させていただいたもので

ございます。

　次に、２０年度の生活保護費につきま

しては、１９年度と同額を計上させてい

ただいております。平成１７年度におき

ましては、対前年度比１３．７％の増が

ございましたが、１８年度は４．７％の

増、１９年度につきましては、見込みで

はございますが、上半期の状況等から１

％程度の増になるのではないかと想定し

ております。１９年度につきましては、

先ほど申し上げましたように、施設の閉

鎖という事情もあったことから、増加率

が低かったという面もございますので、

２０年度につきましては、１９年度と同

額で、７％程度の増を見込んで計上させ

ていただいております。

　機構改革につきましては、現在の福祉

総務課の保護係が独立しまして、生活支

援課となります。業務内容につきまして

は変わることはないというふうに考えて

おりますが、市民生活を支援する立場か

ら、適切な業務の推進に努めてまいりた

いというふうに考えております。

○安藤委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　概要７９ページ、

産業振興課、中小企業金融対策事業にお

けます事業資金融資の運転資金１年延長

の開始時期と、１年延長に伴う保証料及

び利子補給金の予算措置についてお答え

申し上げます。

　まず、延長開始時期でございますが、

来る３月１８日（火）に、１３の関係金

融機関との中小企業資金融資会議を予定

しております。

　今回の審議内容は、１．２％の利率に

ついてと、運転資金１年延長についてで

あります。

　本市制度は、保証協会１００％保証に

基づくもので、既に保証協会に対しまし

て内々に打診を行い、了解を得る中での

会議に臨んでまいりますので、銀行側の

抵抗は少ないとの前提で、新年度早々の

４月１日書類受け付け分から開始を考え

ております。

　続きまして、延長に伴う予算措置につ

いてでありますが、この制度補助は、該

当事業所の債務終了時に保証料と利子を

補助するものでありますので、延長に伴

う予算措置は早くても４年後、２０１２

年の予算から計上が見込まれるものであ

ります。

○安藤委員長　山崎委員。

○山崎委員　ありがとうございます。
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　あとは、要望というか、いろいろはしょっ

ていきたいと思います。

　まず、防犯灯対策をぜひ頑張って、明

るくもしていただきたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。

　犯罪被害者の負担金の方は、利用者の

負担、ヘルパーさん派遣で、時間４００

円、こういったものが要るということが

わかりました。減免措置などもあるとい

うことなんですけれども、要綱もこれか

らということなんで、これ条例の方で、

ぜひ、もう少し審議お願いしたいと思い

ます。

　それから、エスカレーターの方も、管

理費が新しく入札されたということで、

よくわかりました。

　かがやきプランの策定、今年度、頑張っ

てやられるということなんですけれども、

介護認定のある方も加わってということ

ですので、ぜひとも利用者の声が反映で

きるかがやきプランの策定に、ぜひとも

努力をお願いしたいと思います。

　それから、社会福祉法人の介護特例補

助についてなんですけれども、これ、こ

ういう福祉の援助の利用者によくわかる

説明というか、関係機関にはもちろん、

１５０万円以下の方で、いろいろな条件

を満たす方が市へ申請して、減額措置を

受けて、事業所で減額措置を受けるとい

うことになりますね。それを、今度、社

会福祉法人は市に持ってきてというよう

な話なんですけれども、こういった中身

がよく市民にもというか、利用者の方に

もよくわかるような形を、ぜひお伝えい

ただきたいと思います。しかも、これが、

１％未満が使えないということで、使わ

れていないということもありますので、

皆さんが、これに該当する方が使うとい

うことになれば、こういった制度も生か

されるのかなと思いますので、ぜひとも、

関係機関の方々にも周知の方をお願いし

たと思うんですが。

　こういう利用制度、このハンドブック

とか置いてくれてはるんですけれども、

市民の理解がどこまで進んでいるのかと

いうことで、私たちが、こういう市民の

相談を受ける中で、照会して、初めて、

あ、こんな制度あるんだというのが、よ

く言われるケースが非常に多いので、ぜ

ひともお願いしたいと思います。

　それから、老人クラブの分なんですけ

れども、高齢者の対象人口というのはやっ

ぱりふえていると思うんですけれども、

これが、クラブそのものが減ったり、そ

れから、加入者も減っているという状態

は、やっぱり社会的に策というか、高齢

者の社会参加というのを促す策が必要な

んではないかと思うんですけれども、こ

の点についてどういうふうに考えておら

れるか、一度お伺いしたいと思います。

　それから、ふれあい入浴サービスです

ね、子どもさんを含めて、看板でお知ら

せもして、銭湯の集客の回復を図るとい

うこともおっしゃっていただきました。

それであるならば、ぜひ、代表質問など

でも、銭湯がどんどん減っているという

問題、取り上げてますけれども、この街

角サロンというか、助成というか、銭湯

に対する助成ということも考えられるん

ではないかと思いますので、このあたり、

市内の入浴施設に対する考え方をちょっ

とお聞かせいただきたいと思います。

　それから、老人医療費助成ですね、こ

れで制度が変わらない、対象者が減って

いるというのが、ちょっと私理解できな

いんですが、これ、何で対象者が減って

るのかというのを、医療助成、お聞かせ

いただきたいと、再度、お聞かせいただ

きたいと思います。

　それから、あと、高齢者の移送サービ
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スの話なんですけれども、そのままとい

う選択肢もあるというようなお答えだっ

たんですけれども、これちょっと納得で

きませんし、有償でやるのがいけないの

か、ちょっとまた、これは、まだ結論は

先だということなので、ぜひとも、固まっ

てきましたら、常任委員会などにも連絡

してもらって、どうしていくかという対

応はご報告いただきたいと思います。決

まってないということですから、もうこ

れは結構です。

　それから、あと、児童扶養手当の凍結

の話なんですけれども、これは、届出書

を出して、今、２月に発行しているとい

うことなんですけれども、これ受け付け

を開始してると。これは、国会で決まっ

たことですけれども、この扶養手当を削

減するということについては、母子家庭

における就業環境が向上すると、しなけ

ればならないという附帯決議がついて、

この結論が出てるんですね。これが、本

人が努力せんとあきませんよというふう

にすりかわっていると私は思うんですけ

れども。これが、届け出さなければ削減

されるということでは、少しも凍結とい

うことにはならないんじゃないかと思う

んですが、ぜひともこれ、制度というか、

届け出さないかんよという周知に努めて、

活用して、受けられるようにお願いした

いと思うんですけれども、このやり方に

ついて、ちょっと私おかしいなと思うん

ですけれども、これが国からおりてきた

のかなと思いますので、ちょっとこの中

に、もう少しお考えをお聞かせいただけ

ればと思います。

　それから、保育所の運営については、

指導員、保育士ということでは、仕事内

容が同じなのではないかと私思うんです

けれども、そこで、非常勤と正規職員の

差があるということでは、非常勤の方が

市役所でふえていると、代表質問でも出

してましたけれども、これがいいことな

のかということを、ぜひ庁内でも考えて

いただきたいと思ってるんです。

　今、雇用が非常に非正規がふえてとい

うことで、ニュースでも、とうとう３０

％を超えたという話も出てます。これが

貧困を生み出してるということなんです

から、自治体としても、正規雇用をふや

す努力をしていくべきなんじゃないかと

思っております。

　この間、ずっと、保育士さん、非常勤

の方ですかね、１年間の雇用ということ

ですけれども、続けてはできないから、

２か月間を置いて、再雇用のような形を

つくっているというのも聞いてるんです

けれども、これは、ほんまに法のくぐり

抜けというか、張りかえという行為になっ

ているんじゃないかと思いますので、ぜ

ひとも、この非常勤のあり方、お考えを

お聞かせいただきたいと思います。

　それから、乳幼児医療の方は、対象を

広げていただいて、人数的にはふえたと

いうことなんですけれども、保険料の負

担が健康保険の方から出るということな

ので、減ってるんですけれども、だから、

そのときに、どういう検討をして、この

１歳拡大というか、就学前まで拡大になっ

たのかというのをお聞かせいただきたい

と思うんですが。

　ことし、多くの自治体が拡大、摂津市

だけではなくて、いっぱい広がっている

んですけれども、財政的には、さらにこ

れ拡大が可能だったんじゃないかと私思

うんです。自己負担金も含めて、助成す

るということが可能だったのではないか

と、こういう検討がされたのかどうかを

お聞かせいただきたいと思います。

　それから、こういう生活支援の方では、

生活保護、大変なことで、いろいろな駆
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け込み的な相談もあると思うんですけれ

ども、この中で、社協ともかかわってい

ると思うんですけれども、駆け込み融資

というか、制度がなくなって、こういっ

たことも、やっぱり生活、今、貧困の広

がりの中で必要じゃないかということで、

改めて、緊急融資というような考え方が、

生活支援という立場でないか、お聞かせ

いただきたいと思います。

　それから、乳幼児の訪問は、ぜひとも

皆さんに面談できて、産後うつみたいな

ものが早期発見できればありがたいと思っ

てますので、よろしくお願いいたします。

　それから、肝炎検診の話なんですけれ

ども、成人の検査で受けられる方はあれ

なんですけれども、うちの娘なども、生

まれたときにたくさん輸血を受けて、心

配なので、自費で検査などを受けたりし

てるんですけれども、薬害被害の肝炎の

問題が今クローズアップされてます。こ

の薬害被害の示談という形に近いような、

国会での新しい法律が成立しまして、こ

の薬害被害に関しては、保健所などの命

令で、この因果関係を明らかにして、裁

判所へ申し立てて、申請して、補償を受

けていくという話に聞いてるんですけれ

ども、この薬害被害の可能性のある方、

まだ３５０万人ともいうようなことだっ

たんで、こういう方にも、検診の中とか、

市役所での相談などに応じることができ

ないのかどうか、ちょっとお聞かせいた

だければと思います。

　それから、環境対策課の方では、今、

車両規制の話とか、府からの、２１年か

らの流入規制ということを聞かされまし

たですけれども、やっぱり市としては何

か手を打っていくという、市が何か能動

的に行動を起こしていくという必要が私

あるんじゃないかなと思うんですけれど

も、業務の中では、いろいろ検査とか調

査とか、観測は一生懸命してもらってる

わけなんですけれども、調査だけでも、

ピーフォアとか取り上げてますけれども、

これ、新しい環境基準の配慮とか、現在

も、大気汚染、水質汚染の実態を見直し

ていくということが必要だと思うんです

が、摂津の空気、水が、なかなかきれい

だとは言えないと思うので、改善の施策、

汚染源への対策、こういったものについ

て、市として何をするのかということを、

ぜひお答えいただければと思います。

　それから、先ほど、生活支援の方でも

話しましたけれども、中小企業対策でも、

緊急駆け込み融資というか、こういう制

度も必要なんではないかと思っているん

ですが、改めて、中小企業の営業という

点では、摂津市の商業が中小対策として、

市として大型店の出店の規制を、今、本

気で考えるべき時期にきているんではな

いかと。あちこちで大型店ができたり入っ

たり、それから、出たりというかつぶれ

たりとか、出たり入ったりがある中で、

地元の商店が結局追い込まれてしまって、

後はなかなか復活できないという状態を

ところどころでつくるというのでは、地

域そのものが衰退するという、まちづく

りにとって、決して大型店いいというも

のではないと思うんですけれども、都市

三法もちょっと破綻してしまっていると

いう状態ですから、大型店の規制につい

てのお考えをお聞かせいただきたいと思

います。

○安藤委員長　堤課長。

○堤高齢者障害者福祉課長　まず、老人

クラブの加入者減に対してなんですが、

摂津市老人クラブ連合会におかれまして

は、高齢者が地域において生き生きとし

た人生を送れるように、さまざまな活動

をしていただいております。

　高齢者人口が増加する中、先ほどご説
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明申し上げましたように、５年前の平成

１４年度と比べますと、３８０人の減、

クラブ数も４団体減少しているという状

況ではございます。連合会におかれまし

ても、この傾向に歯どめをかけるために

さまざまな事業を展開していただいてお

ります。ここ数年の新たな試みとしまし

ては、組織を改編して、安全部会をつくっ

て地域貢献を目指す、あるいは健康づく

りを目的としたウォーキングや歌体操、

料理教室の実施、それから、例年、年度

末に講演会を実施されておるんですけれ

ども、昨年度からは２部制にされて、１

部は会員による演芸大会に加え、日ごろ

の成果を発表できる場を設けるという工

夫をされておりまして、好評であったと

いうふうには聞いております。

　また、例年９月には、一斉に地域の清

掃を実施していただくなど、地域にアピー

ルするような活動も展開されておられる

ところでございます。

　今後も、より魅力のあるクラブとなり

ますよう、担当課としても支援をしてま

いりたいというふうに考えております。

　それから、もう１点、ふれあい入浴に

つきまして、サロンとかそういったこと

も計画できないのかというようなお問い

であるかなと思うんですけれども。

　実は、昨年の１０月１１日に、公衆浴

場業生活衛生同業組合摂津支部さんと摂

津市の保健福祉部全体で協議をさせてい

ただいております。組合の方も、お一方、

ちょっと都合で欠席されておられる方も

いらっしゃいましたけれども、全部集まっ

ていただきまして、忌憚のない意見の交

換をさせていただいたということでござ

います。

　その中で、やはりいろいろ組合の方か

らも意見をちょうだいしてます。やはり

ドラム缶１本６，０００円が２万円にな

るような状況で、非常に苦しいというこ

とはおっしゃっておられて、市の補助の

制度の拡大ができないのかというような

問いかけもいただいております。

　ただ、実際に、サロンとかそういった

こともどうでしょうかという提案もさせ

てはいただいておるんですけれども、非

常に組合としてもコストが高くつくので、

今、現状で夫婦二人でやっておられると

ころがほとんどでございますので、老人

無料入浴拡大の方が組合としては望まし

いというようなお答えをいただいておる

ところでございます。

　それで、組合の方も、今回、ふれあい

入浴制度を改変させていただくというこ

とにつきましては、非常に意欲的に、今

まで、毎月１５日ということで定例的に

やっておったんですけれども、利用客の

多い日曜日に開催をしていただくという

ことで、非常に協力をいただきました中

で、今回の制度を再構築というのをさせ

ていただいているということで、よろし

くご理解の方をお願いいたします。

○安藤委員長　福永次長。

○福永保健福祉部次長　肝炎のご相談に

ついてでございますが、検診の費用の負

担については、役割分担をと考えており

ますが、検診後の健康相談につきまして

は、検診後か否かにかかわらず、あるい

はもう既にＣ型肝炎あるいは肝硬変、肝

がん等でお困りの方の健康相談につきま

しても、健康推進課の方で承っておりま

すので、ご利用いただければと思ってお

ります。

○安藤委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　老人医療助成の対

象者が減っているという理由でございま

すが、この助成制度につきましては、平

成１６年１１月に府の制度の改正がござ

いまして、そのときに、所得要件等によ
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る対象者の資格の見直しというのが行わ

れております。

　ただ、その時点で、もう既に６５歳に

到達されている方につきましては、改正

前の要件でいくという経過措置を設けて

おりますので、その経過措置をとってい

るために、年々対象者が減ってきている

というようなところでございます。

○安藤委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　まず、児童扶養

手当の削減のやり方についての考え方と

いうお問いでございますけれども、本来、

これにつきましては、母子家庭の方の雇

用環境、就労環境を安定したものにする

中で、そういう施策をとっていくことで、

児童扶養手当を削減していくというよう

なものでございましたが、実際には、さ

まざまな施策はあるわけですけれども、

まだそこまで成果としては出てないとい

うのが現状ではないかと思います。

　それに対して、今の児童扶養手当を受

給されている世帯の方々が、このまま児

童扶養手当が半額というようなことになっ

ては、やはり生活していくのに困るとい

うようなお声がたくさんありまして、そ

れでこういうことになったのではないか

というふうに思っておりますけれども、

実際に、今回、本当に制度が凍結された

ということではなくて、先ほども申しま

したように、除外者を拡大させるという、

そういうやり方になっておりますので、

実際、各市町村におきましては、この届

出書をお一人お一人皆さんにお送りする。

システムの変更も行い、対象者の方を出

した上で届出書を提出していただくよう

にということでお送りもしておりますし、

そのために、各市ともに費用がかかって

いるということも事実でございます。

　また、職員の方にさまざまな負担もか

かっているというところも事実でござい

ます。

　ただ、このことを通して、実際には削

減がされなかったということについては、

児童扶養手当を受給されている皆さん、

今の生活をそのまま続けていけるという

ことで、このままということがあります

ので、先ほどのお話にもありましたよう

に、漏れがないように、一度目で届出書

をお送りして、その届け出がない方に対

しては、もう一度届出書を出していただ

くようにお送りする。そういうようなこ

とも含めまして、全くこちらの方に届け

のない方については、いろいろな形で相

談に乗らせていただくということも含め

まして、担当課としては対応していきた

いというふうに考えております。

　それから、乳幼児医療費助成の問題な

んですけれども、今回、全体といたしま

しては、確かに１，２７７万２，０００

円、費用全体では減額となっております。

また、医療費としても、６５２万円の減

額ということになっております。この減

額にあわせた形で、例えば、自己負担額

を減にするとか、あるいは年齢の拡大を

するとか、さまざまな制度の検討はどう

だったのかというご質問だと思うんです

けれども、自己負担額は、今回の就学前

まで引き上げた場合に、２０年度の予算

見込みで３，８９３万円を見込んでおり

ます。１，０００万円の減ということで

は、これに対応することもできませんし、

また、今回は、ちょうど保険の負担割合

が３歳未満児から就学前に変わったとい

うことで、大きく減額ということになっ

ておりますので、この先１年延ばすとい

うことになりますと、今までと同じよう

に、２，５００万円ぐらいの増は必要と

なってくると思います。

　そういうことから考えますと、昨年、

２，５００万円ほどの増額をいたしてお
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りますので、そのことともあわせまして、

今回、１，０００万円の減にはなってお

りますが、そのことで、さらに制度の拡

大ということを２０年度にということに

はならないのではないかというふうに考

えております。

　それから、保育所の非常勤の問題なん

ですけれども、確かに、保育所の非常勤

職員につきましては、１９年度と２０年

度を比べますと、正規の職員の数は同じ

でございますが、正規職員の退職に伴っ

て、補充をしてこなかったという時期が

ございますので、臨時職員の割合は３０

％ぐらいになっているのが現状でござい

ます。これは、やはりこれ以上ふえると

いうことについては問題があるというこ

とで、１９年度より、退職者に対して、

正規職員の採用を行ってきているという、

そういうところでございます。

○安藤委員長　池上課長。

○池上環境対策課長　環境対策課の、市

としての改善対策として、どのような施

策をしているかについてのご質問につい

てご答弁申し上げます。

　市としましては、主体的に騒音・振動・

悪臭に関しての自然環境調査を重点的に

行っております。

　まず、大気汚染調査については、現在、

市役所横に大阪府の常時観測所が１か所

ございます。市域１か所では不十分とい

うことで、年４回、３、６、９、１２月

の年４回ですけれども、ＮＯ２のフィル

ターバッチの簡易測定ではございますが、

道路に面する主要幹線道路の５か所、道

路に面しない一般地域１１か所の、１平

方キロメートルの１か所程度の１６か所、

年４回、補完的に、簡易測定ではござい

ますが、状況把握に努めております。　

　２点目、自動車関係の道路騒音調査に

ついては、環境月間の１１月の三日間、

年一回の調査でございますが、主要幹線

道路に面する地域で３か所と、道路に面

しない一般地域、これは、環境月間、６

月の三日間でやってますが、１８か所、

午前、午後に測定しております。

　水質については、一般的には、大阪府

の環境調査で補っておられますが、それ

以外の中小河川等については、市の方で

補完的に、公共用水域における水質汚濁

の現状を把握するために、市内９河川を

年４回、ペーハー、ＢＯＤ等８項目の水

質調査を行っております。

　このように、年間を通じて、環境月間

の６月、１１月を中心に種々の環境調査

を行い、環境の問題点等の改善に向け、

市としては取り組んでおります。

○安藤委員長　登阪次長。

○登阪保健福祉部次長　生活支援に係り

ますご質問に対してご答弁申し上げます。

　生活支援として、緊急融資のようなも

のをというご質問でございますが、大阪

府社会福祉協議会におきましては、これ

までの駆け込み緊急資金を平成１３年度

で廃止し、１４年度からは、貸し付け理

由を、傷病、賃金の未払い・遅配等に限

定し、１０万円を限度額としました生活

福祉資金の小口生活資金貸付制度を設け

るとともに、離職者支援資金、災害援護

資金、療養介護等資金などの充実が図ら

れております。

　このような制度見直しの背景には、１

０万円という貸し付け限度額で、生活の

改善、経済的自立につながる世帯は限ら

れていることから、貸し付け理由を限定

するとともに、生活の改善、自立を図る

ためには、一定額以上が必要と思われる

世帯に対応できるよう、それぞれの生活

困窮の原因に対応した、他の生活福祉資

金の充実が図られていると認識しており

ます。
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　したがいまして、本市といたしまして

は、大阪府社会福祉協議会の小口生活資

金貸付制度が設けられている現状にあり

ましては、市制度として、新たに緊急融

資のような制度を設けることは困難とい

うふうに考えております。

　ご理解いただけますよう、よろしくお

願いいたします。

○安藤委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　大型店を規制し、

地元の商店街の振興についてでございま

すが、昨年の１１月３０日に、大規模集

客施設の郊外出店を規制する改正都市計

画法が全面施行され、中心市街地の空洞

化に歯どめをかけます改正まちづくり三

法が整いました。

　このような中で、産業振興課が直接的

に出店規制を論じることは困難な面があ

ると思います。産業振興課といたしまし

ては、暮らしの広場、地域の顔である商

店街の活性化を目指しまして、さまざま

な活性化事業が有効利用され、少しでも

地域商店会の振興が図られますよう、商

店連合会ほか商店会組織との連携を深め

てまいりたいと思います。

○安藤委員長　暫時休憩します。

　　（午後４時５６分　休憩）

　　（午後５時　４分　再開）

○安藤委員長　再開します。

　答弁の方は、２回目は出尽くしたと思

いますので、山崎委員。

○山崎委員　ありがとうございます。

　丁寧な答弁をしていただいてますので、

なかなか納得できないところはまだいろ

いろ、あと条例とかもありますので、そっ

ちへ持っていきたいと思います。特に、

国民健康保険の会計での審議もこの後あ

りますから、国保、保険料は今本当に高

いというところに思いをいたしてもらっ

て予算も組んでいただきたいというのが

あるんですけれども、今回の予算を見ま

したら、結局は、何とか減らさないとい

うか、現状維持、そのままスライドとい

うふうにしか見れないので、ぜひとも、

市民の生活に心を寄せて、予算を組んで

いただきたいと思います。

　それから、児童扶養手当というのが、

それこそ、再度の届出書を促すというこ

とも言及していただきましたので、ぜひ

とも皆さんが受けられるような施策をとっ

ていただきたいと思っておりますので、

よろしくお願いいたします。

　それから、保育所の正規職員の削減も、

これ以上はという発言もありましたので、

ぜひとも、子どもたちの安心・安全のた

めに、職員のモチベーションも、それこ

そしっかりと持っていただいて、保育所

運営に当たっていただきたいと思います。

　それから、環境については、いろいろ

調査の出てきた結果、これをぜひ生かし

て、これから何をすべきかということを、

ぜひとも検討していっていただきたいと

思います。

　大型店規制などは難しいという話も出

ましたけれども、ほんまにこの予算が市

民の生活向上のための予算になるように

お願いをしまして、私の質問とさせてい

ただきます。

　ありがとうございます。

○安藤委員長　暫時休憩します。

（午後５時６分　休憩）

（午後５時７分　再開）

○安藤委員長　再開します。

　本日の委員会はこの程度にとどめ、散

会します。

　お疲れさまでした。

（午後５時８分　閉会）
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委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

民生常任委員長
 安 藤 　 薫

民生常任委員 
 上 村 高 義
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